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独立行政法人国際協力機構は、ザンビア共和国の STEM 中等学校における理数科教育強化計

画にかかる協力準備調査を実施することを決定し、同調査を株式会社マツダコンサルタンツ・イン

テムコンサルティング株式会社に委託しました。 

調査団は、2022 年 3 月から 2023 年 10 月までザンビアの政府関係者と協議を行うとともに、計画

対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとな

りました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを

願うものです。 

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
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要約 
1. 国の概要 

ザンビア共和国（以下、「ザンビア」）は南部アフリカの内陸国であり、タンザニア、マラウイ、モザンビー

ク、ジンバブエ、ボツワナ、ナミビア、アンゴラ、コンゴ民主共和国の 8 カ国と国境を接する。日本の約 2
倍（752,600 ㎢）の国土に 1,947 万 （2021 年、世界銀行）の人口を擁する。国土の大部分は平均標高

1000m～1300m の高原であり、国名の由来にもなっているザンベジ川はザンビア北部から西部州を縦

貫し国境の南端に沿って流れ、南東側でモザンビークに抜ける。観光資源であるヴィクトリアの滝や国

土中部を流れるカフエ川や東部を流れるルアングワ川などもザンベジ川水系の一部である。 

ケッペンの気候区分によると国土の大半が温帯冬季少雨気候（Cwa）であり、国境近くにサバナ気候

（Aw）やステップ気候（BSh）が見られる。ルサカとンドラの月別平均気温は 15℃～23℃と一年を通じ

ての寒暖の差は比較的少ないが、日較差は 15 度程度と比較的大きい。南半球にあり冬季にあたる 4
～10 月が乾季、夏季の 11～3 月が雨期、年間降雨量は 1,200～1,300mm 程度である。 

ザンビアの GDP は名目で 297 億米ドル（2022 年、世界銀行）、人口一人当たり GNI は 1,170 米ドル

（同前）で DAC 区分による低位中所得国に位置付けられる。ザンビア経済の主力は鉱業、特に世界

第 7 位の産出量（2020 年、米国地質調査所）である銅の輸出に大きく頼るモノカルチャー経済であり、

銅の国際価格が国の経済を大きく左右する。電力が天候の影響を受ける水力発電に依存（2018 年は

約 8 割、Energy Sector Report 2018）していることも要因となり、経済は不安定であり近年対外債務が増

加しつづけている。2016 年から支援に乗り出した IMF は 2022 年 8 月に支援プログラムを承認、また

2023 年 6 月に G20 共通枠組みのもと、債権者委員会が再編案の枠組みを提示しザンビアはこれを

受け入れるなど、再建に向けての動きがみられる。 

かつては食糧を輸入に頼っていたザンビアだが、1995 年に新土地法施行以降、小麦、トウモロコシな

どの穀物を中心に食糧生産は増大している。畜産も盛んで肉牛飼育や養豚、養鶏と酪農などが盛ん

である。 

2. 要請プロジェクトの背景、経緯および概要 

ザンビアでは第  8 次国家開発計画（2022～26 年）（The 8th National Development Plan、以下

「8NDP」）では、産業化と多様化による経済転換のため、科学・技術・イノベーション（STI）と研究開発

（R&D）の推進を強く打ち出しており、この方針に向け STEM（Science, Technology, Engineering and 
Mathematics）教育の推進を明記している。また、2021 年に政権についたハカインデ・ヒチレマ大統領

の公約のもとに中等教育の無償化が進められ、中等レベルの生徒数が増加しており、2021 年から

2022 年にかけて生徒が急増し、中等学校の整備も喫緊の課題となっている。さらに、現在改定が進め

られている国家教育政策（National Policy in Education 1996 年版の改定）の中でも、教育政策の目標

６として「ザンビア国を STEM 分野、言語、美術、幼児教育の地域教育ハブとする」ことを掲げている。 

STEM教育は、2000年代以降に世界的なトレンドとなっていたが、近年アフリカ諸国でも導入が進み、

ザンビア教育省（Ministry of Education、以下「MoE」）では「ザンビアSTEM戦略ノート」（Strategic Note 
on STEM Education in Zambia）を 2019 年に策定し、翌 2020 年には国立科学センター（National 
Science Centre、以下「NSC」）を通じて「STEM 教育評価ガイドライン」（Guideline for Assessing STEM 
Education in Zambia）と「STEM 中等学校における STEM 教育実施評価」（Assessment of STEM 
Education Implementation in STEM Secondary Schools）を策定した。ザンビアの STEM 教育では 8-12
年生の生徒を対象に「問題解決力」「批判的思考」「創造性」に重点を置いており、従来の科学・数学

分野に加えて農業、設計・技術、ホスピタリティ・観光なども教育カリキュラムに加えられている 。計画

では NSC を通じて 2024 年までに、全国の中等学校 1,290 校（2020 年） のうち 52 校を STEM 中等

教育校とする予定で、2020 年に 15 校を認定し STEM 教育を試験導入した。試験導入を通じて生徒

中心の教授法や評価方法等の定着に係る課題や施設・機材の不足が指摘され、NSC はカリキュラム

の整備、教員養成、施設・機材整備を並行して行っている。 
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また COVID-19 の影響によって 2020 年 3 月以降、全国的な学校閉鎖となったザンビア中等教育で

は、遠隔教育の重要性も高く、NSC は MoE の DODE （Directorate of Open and Distance Education）
と協働し、オンラインによる教員養成のコンテンツ作成を目指しており、本プロジェクトでも STEM 教育

環境の実現に加えて、STEM 科目にかかる教員の現職研修（in-service training）が期待されている。 

このような背景のもと、本プロジェクトは全国 10 州 10 校の STEM 中等学校、NSC 本部のラボを対象

に、機材供与または施設整備を行うことで、STEM カリキュラムの実践環境の改善および教員研修機

会の拡充を計り、授業の質の向上を目指すものである。 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

上記要請を受け、独立行政法人国際協力機構（JICA）は、2022 年 4 月 24 日から 6 月 4 日に準備調

査団を派遣し、以下の通り全国 10 州ごとに調査対象サイトを特定し、邦人コンサルタントならびにロー

カルコンサルタントによる現地調査を行った。 

表 1 調査対象サイト 

州 学校名 区分 1 区分 2 要請内容 
中央 Kapiri Girls 女子 国立 施設+機材 

コッパーベルト Chiwala 男子 州立 施設+機材 

ルサカ David Kaunda 
（以下、「DK 校」） 共学 国立 施設+機材 

南部 Hillcrest 男子 国立 施設+機材 
東部 Chizon-gwe 男子 州立 機材 

ルアプラ Muson-da Girls 女子 州立 機材 
ムチンガ Kenneth Kaunda 共学 州立 機材 
北部 Mungwi 男子 州立 機材 
北西部 Solwezi 男子 州立 機材 
西部 Kambule 男子 州立 機材 

 

サイト調査結果および先方政府との協議に基づき、建設対象サイト、施設コンポーネントと機材の選定

を行った。建設対象サイトは事業規模の点から絞り込みが必要となり、南部州の Hillcrest 校を外し機

材供与対象校とし、建設対象サイトは残りの 3 サイトにすることで合意された。 

3 サイトに対する施設コンポーネントの選定では、各校の時間割から STEM 関連の実験室、実習室の

必要室数を計算し、既存の室数との差を新規需要とし学校ごとに決定することを原則とした。ただし、

低学年で行われる統合科学は専用ラボが必要なく他の科学系ラボを兼用することに、数学ラボは新し

い試みであり授業形態も決まっていないことから各校に 1 室とした。また、調査の過程で Kapiri Girls
校（以下、「Kapiri 校」）では学生寮が不足していることから、ワークショップや保健室などを転用し居住

していることが判明し、先方からも学生寮の建設を強く要望された。日本側の女子就学を促進する方

針とも合致したため、2022 年 5 月調査時に確認した不足分を建設規模として追加した。 

10 サイトを対象とする機材の選定では、先方からの優先順位として、1 位:科学（生物、化学、物理、農

業）、2 位:数学/ICT、3 位:技術系、4 位:家政系が確認された。技術系では維持管理が困難な、旋盤

などの大型機材は対象外とし代わりに手工具を人数分供与することに、また数学ラボではさまざまな

分野への展開・発展が期待できるプログラム教育を推進すること、STEM 教育のコンテンツ作成のため

NSC の本部ラボに対しても STEM 校向けと同様な機材を整備すること、などが合意された。数量につ

いては、科学機材では基本数量を 1 グループ 4 人～5 人で 1 台とし、統合科学の機材は基本数量の

1.5 倍、展示や演示用機材は１室あたり１台とする。また、機材数は室数に乗じて計算する。NSC の本

部ラボでは、日常的に実験や実習をすることはないため基本数量の 50％とする。 
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準備調査団は国内解析を通して協力対象の概略設計と概算事業費積算および実施事業計画を取り

まとめ、2023 年 7 月 23 日から 8 月 5 日まで概略設計協議と補足調査を行った。本計画における協力

対象施設の内容・規模、教育家具・機材の整備内容を表に示す。 

表 2 施設計画概要 

サイト名 建物種別 延床面積 内容 

Chiwala 校 ラボ棟 1,448.69 ㎡ 科学ラボ×6 室、ICT ラボ、オープンスペースに数学ラボ、男
子用トイレ・教員トイレ、各ラボの準備・機材室 

  ポンプ室 9.60 ㎡ ラボ棟向け消火ポンプ、梯子などの用具入れ、ガス容器庫 
小計  1,458.29 ㎡   

Kapiri 校 ラボ棟 436.59 ㎡ 科学ラボ×1 室、一般教室、オープンスペースに数学ラボ、ラ
ボの準備・機材室 

  学生寮 962.64 ㎡ 156 人定員の寮室（3 ユニット×52 人）、トイレ・洗面、シャワ
ー、洗濯室 

  ポンプ室 9.60 ㎡ 学生寮向け消火ポンプ、梯子などの用具入れ 
小計  1,408.83 ㎡   

DK 校 ラボ棟 1,071.63 ㎡ 科学ラボ×5 室、オープンスペースに数学ラボ、生徒用トイレ・
教員トイレ、各ラボの準備・機材室 

  ポンプ室 9.60 ㎡ ラボ棟向け消火ポンプ、梯子などの用具入れ、ガス容器庫 
小計  1,081.23 ㎡   
合計  3,948.35 ㎡    

 

表 3 教育家具内容 

建物 部屋 家具※（）内は室ごとの数量 
ラボ棟 科学ラボ スツール（41）、機材キャビネット（5） 

数学ラボ 台形テーブル（14）、椅子（42）、スツール 
ICT ラボ PC 机 ・椅子（40）、教師用机・椅子（1） 
一般教室 生徒机 ・椅子（40）、教師用机・椅子（1） 

機材/準備室 教師用机・椅子（1）、機材キャビネット（5） 
学生寮 寮室 二段ベッド（2）、読書椅子（4）、ロッカー（4） 

 

表 4 各校ごとの機材パッケージ数 

 

 統合 
科学 農業 生物 化学 物理 ICT 応用 

数学 
電気 
電子 

設計・ 
製図 家庭科 技術 

Chiwala 3 1 3 2 2 2 1 1 1 0 1 
Kapiri 1.5 1 2 2 2 1 1 1 1 1 1 

DK 1.5 1 3 3 3 1 1 1 1 0 1 
Hillcrest 1.5 0 2 2 2 1 0 0 1 1 1 
Musonda 1.5 1 1 1 1 1 0 0 1 1 1 
Solwezi 1.5 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 
Kambule 1.5 1 1 1 1 1 0 0 1 0 1 
Kenneth 1.5 0 1 1 1 1 0 0 1 0 1 

Chizongwe 1.5 1 1 1 1 1 0 0 1 0 1 
Mungwi 1.5 1 1 1 1 2 0 0 1 0 1 

NSC 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 
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4. プロジェクトの工期および概略事業費 

本プロジェクトの実施に必要な工程は、詳細設計・積算に 6.5 ヶ月、入札にかかる期間は公示、入札

評価、結果承認、契約、契約後の施工会社側の準備期間を含んで 5ヶ月である。また、施設建設の入

札は、本プロジェクトの施工規模と現地建設会社の能力を踏まえて 1 ロットにまとめて行うこととする。

想定工期は対象建物が平屋建ての実験棟と学生寮と異なる内容であること、3 か所のサイトが 300km
を越える範囲に分散していること、土工事が雨期にかかることなどを考慮した上で、3つのサイトが同時

着工するものとして 16 ヶ月と設定する。 

なお、家具・機材調達は建設の完工時期に合わせて行うこととし、これに間に合うように工程を設定す

る。家具・機材ともに第三国調達の可能性が高いことから、3 ヶ月の予備期間に見込んで、家具が 15.5
ヶ月、機材 14 ヶ月と設定する。 

また、本プロジェクトに必要な概略事業費はザンビア政府負担分 137 万円と見込まれる。 

5. プロジェクトの評価 

本プロジェクトの直接の裨益対象は計画対象校に就学する生徒および教員であるが、卒業生がザン

ビアの産業界を担う人材として活躍することで国民に広く裨益し、また STEM 中等教育の浸透、包摂

的な質の高い教育によりザンビアの人的資本の増強に寄与するものである。 

前述のとおり、ザンビアでは 8NDP で、経済改革のための人材育成という視点から STEM 教育につい

て言及されており、また 2021 年以降、ハカインデ・ヒチレマ大統領の公約のもとに中等教育の無償化

が進められ、中等レベルの生徒数が増加し中等学校の整備は喫緊の課題となっている。国家教育政

策でも STEM 教育について言及があり、ジェンダーについても触れられている。本プロジェクトでの中

等学校の STEM 教育の支援、特に国立女子 STEM 中等学校を含む支援はザンビアの教育分野の

上位計画に整合している。 

また、ザンビアに対しては、国別開発協力方針（2018 年 6 月）で「経済活動を支えるインフラ整備・社

会サービス（教育・人材育成）の向上」を重点分野としており、TICAD8 チュニス宣言において持続可

能な経済成長と発展のための構造転換の実現の一つの要素として産業人材育成を強調している点と

も整合する。本プロジェクトはザンビアの STEM 教育の支援を目的として実施するものであり、教育を

通してザンビアの基礎的人材育成、雇用促進や国の経済発展に寄与することから、我が国の援助政

策・方針と整合する。また、JICA グローバル・アジェンダの「8．教育」では、「誰ひとり取り残さない教育

改善クラスター」を設定し、あらゆる子どもの質の高い教育へのアクセスの拡大を目指す。本プロジェク

トは、施設の拡充等により質の高い公教育へ包摂することを目指すものであり、同戦略にも合致する。 

定量的効果 

本プロジェクトの実施による定量的効果は次表のとおり想定される。 

表 5 期待される定量的効果 

指標名 基準値 
（2022 年実績） 

目標値（2029 年） 
【事業完成 3 年後】 

本プロジェクトが施設整備を支援する STEM 校にお
いて当該施設を利用する生徒の総数（人／年） 0 2,330 人 （対象 3 校の

現在の生徒数） 
本プロジェクトが機材整備のみを支援する STEM 校

において機材を利用する生徒の総数（人／年） 0 7,455 人 （対象 7 校の
現在の生徒数） 

本プロジェクトが NSC に提供する機材を通じて 
STEM 教育研修を受ける教員数（人／年） 0 3,000 人 
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定性的効果 

本プロジェクトの実施による定性的効果は以下のとおり想定される。 

 STEM 中等学校での授業の質の向上 

 生徒の学習効果の向上 

 女子就学環境の改善 

以上の内容により、本プロジェクトの妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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第１章  プロジェクトの背景・経緯 

１-１ 教育セクターの現状と課題 

１-１-１ 現状と課題 

ザンビア国（以下、「ザンビア」）の教育制度は 1964 年の独立以降、幼児教育、初等教育、中等教育

が行われてきたが、1996 年に「未来の教育」政策により幼児教育 4 年間、基礎教育 9 年間、高校教育

3 年間の 4-9-3 制に移行した。その後 2011 年に、幼児教育 4 年間、初等教育 7 年間、中等教育 5 年

間（前期 2 年間、後期 3 年間）、高等教育 4 年間からなる 4-7-5-4 制となり現在に至る。 

このうち、初等教育 7 年間と前期中等教育 2 年間の計 9 年間が義務教育である。前期中等教育修了

後は、後期中等教育、高等教育と技術職業訓練に分かれる。教育省（Ministry of Education: MoE）1

がこれら教育行政を所轄している。 

 
図 1-1 ザンビアの教育制度（2023 年 6 月現在） 

出典：scholaro https://www.scholaro.com/db/countries/zambia/education-system、UNESCO 

https://unevoc.unesco.org/home/Dynamic+TVET+Country+Profiles/country=ZMB、を参考に調査団作成 

 

 

1 ザンビアでは省庁再編が頻繁に行われており、2011 年に教育省（Ministry of Education）と科学技術職業訓練省

（Ministry of Science, Technology and Vocational Training: MoSTV）が統合され、教育科学技術職業訓練及び幼児

教育省（Ministry of Education, Science, Vocational Training and Early Education： MESVTEE）が設立された。その

後、2016 年に MESVTEE は一般教育省（Ministry of General Education: MoGE）と高等教育省（Ministry of Higher 
Education:： MoHE）に分割した。2021 年、新政権への移行とともに、両省の統合が行われ、現在に至る。 

https://www.scholaro.com/db/countries/zambia/education-system%E3%80%81UNESCO
https://unevoc.unesco.org/home/Dynamic+TVET+Country+Profiles/country=ZMB
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授業料については、2011 年の教育基本法により 1 年生から 7 年生までが無償化され、その後 12 年

生まで無償化が拡張された 2。これにより現在、初等・中等教育は授業と教材は無償となっている。た

だし、全寮制の中等学校は寮費として学期ごとに徴収されていて、現地調査の聞き取りでは 1000 
ZMK になっている。また、これまで進学試験の費用も保護者が負担していたが、2022 年からの中等

教育無償化により試験費用も無償となった。 

国家試験については、初等教育修了時（7 年生）の試験は点数に関わらず全員合格、前期中等教育

修了時（9 年生）、後期中等教育修了時（12 年生）には進級のための資格試験が実施されている。こ

れら公的試験の運営実施は MoE の試験評議会（Examination Council of Zambia）が担っている。ま

た、学校暦は私立校を除いて 1 月から 12 月であり、3 学期制となっている。 

政府が進める地方分権化計画により、教育セクターでは、中等教育、高等教育は、中央政府が監督

するが、就学前教育（ECE）、初等教育、AMEP（=Alternative Modes of Education Provision、通信教

育とほぼ同義）を地方自治体が監督している。 

（１）教育分野の現状と課題 

第 8 次国家開発計画（The 8th National Development Plan、以下、「8NDP」）によると、教育に関する政

府の方針はビジョン 2030 の達成と SDGs が掲げる普遍的な教育へのアクセスを達成することである。

その取り組みとして、2011年に政府はECEを教育制度に統合し、小学校にECEセンターを設置した。

しかし、2020 年の時点では、公的支出の不足、インフラの不足等の課題もあり、対象人口の 11.2％に

留まっており、普遍的なアクセスの達成には程遠い状況にある。一方、2021 年から政権についたハカ

インデ・ヒチレマ大統領の公約のもとに中等教育の無償化が進められ、中等レベルの生徒数が増加し

ている。 

１）初等教育 

初等教育では 1 年生の入学者数が 2005 年から 2020年の間に 22%増加（444,300 人から 543,675 人）

したが、年平均増加率は 1.5%に留まり、人口増加率 2.8%を大きく下回っており、依然として学校にア

クセスできない子どもたちが多くいる。また、初等教育の純就学率は 2006 年の 95.8%から 2020 年に

は 81.8%に低下している。 

初等教育における女子のアクセスは、1 年生では、男子 100 人に対し女子 103 人と男子を上回ってい

る。 

２）中等教育 

中等教育への純就学率は、2006 年の 22.2%から 2020 年には 37.6%へと向上しているものの、依然と

して非常に低い。これは 10 年生の定員数が少ないことが一因で、9 年生の試験の成績により、受験者

の約 45％が 10 年生に進級できるようになっている 3。および 12 年生の修了率は、2006 年の 17.7%か

ら 2020 年には 32%に増加している（図 2 参照）が、中等教育に進学した者のうち 3 分の 1 以下しか生

産的な生活を営むために必要な十分な機能的リテラシーを身につけていない 4という評価もある。 

 

 

2 教育省 National Implementation plan 2011－2015（2018 年まで延長）（NIP III）。 

3 Education and Skills Sector Plan 2017-2021、Ministry of General Education and Ministry of Higher Education  

4 Eighth National Development Plan 2022-2026 , Ministry of Finance and National Planning（2022） 
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図 1-2 教育指標と進学率の推移（2006～2020 年） 

出典： EIGHTH NATIONAL DEVELOPMENT PLAN 2022-2026 

３）中等学校高等教育 

2020 年時点で公立大学は 9 校、私立大学は 54 校があり、大学で科学、技術、工学、数学（Science、
Technology、Engineering、Mathematics：STEM）を専攻する卒業生の割合は 2016 年の 23％から 2019
年には 30％と向上している。 

４）技術教育・職業訓練・起業家訓練 

2013 年、当時の教育省（MESVTEE）は教育カリキュラムを見直し、8 年生から 12 年生を前期中等教

育と後期中等教育の 2 段階に分けた。これにより、生徒は中等教育に進む時に普通教育と TEVET 
（=Technical Education, Vocational and Entrepreneurship Training、技術教育・職業訓練・起業家訓練）

のいずれかの進路を選択できるようにした。現在、政府は TEVET 奨学金制度を導入し、技能訓練を

受ける若者の数を奨励・増加させ、特に女性と身体障害者にはそれぞれ 30%と 10%が確保されてい

る 5。しかし、政府の統計局が実施した 2020 年スキル調査結果から、教育の質に関する評価基準シス

テムにおいてグレード１と評価された機関はわずか 7.8%に限られており、グレード 2 が 29.9%、最も低

いグレード 3 が 62.3%であった。質の改善には TEVET 機関の強化およびスキル習得方法に係る再構

築が必須であるが、加えて初等・中等教育カリキュラムに技能訓練を組み入れ、技能訓練の実施方法

を現地語による指導も含めるなど効果的な技能開発への下地を作る必要がある。さらに技能を身につ

けるための生涯訓練の枠組みを提供する必要もある。 

５）就学状況 

初等教育、中等教育における 2015～2020 年の就学率の推移は次表のようになっており、初等教育の

総就学率は 2019 年までは男女ともに 100％を越え総じて高く、また女子の就学率が男子より高いとい

う傾向がみられる。中等教育の総就学率では、男子が女子よりは高いがその差は近年縮まってきてい

 

 

5 Education and Skills Sector Plan 2017-2021、Ministry of General Education and Ministry of Higher Education 
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る。中等教育の純就学率からは適齢人口の就学は近年増加傾向にはあるものの 37％と依然と低調で

ある。 

表 1-1 校種別総就学率と純就学率の推移 

    2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 
    男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 

総就学率 初等教育
（G1-7） 

111% 111% 105% 106% 104% 105% 101% 104% 100% 104% 94.7% 98.6% 
純就学率 89.6% 90.9% 88.7% 92.0% 86.5% 89.2% 81.4% 85.8% 83.9% 88.4% 79.9% 83.8% 
総就学率 中等教育

（G8-12） 
48.1% 42.7% 48.1% 43.3% 48.0% 44.9% 47.6% 44.1% 45.3% 44.5% 45.0% 44.2% 

純就学率 30.5% 25.7% 26.5% 24.3% 44.7% 41.1% 21.4% 19.0% 37.6% 37.5% 37.5% 37.5% 
出典：Education Statistics BULLETIN 2020（Education Statistical Bulletin – Ministry of Education）を参考に調査

団作成 

初等教育、中等教育における 2015～2020 年の就学者数の推移は次表のようになっており、男女共に

年々増加しておりその増加率は女子が男子を上回っている。2020 年の生徒数は初等教育で 3,416 千

人、中等教育で 889 千人（前期 514 千人、後期 375 千人）である。 

表 1-2 校種別就学者数の推移 

単位: 千人 

  2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 平均増加率 
  男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 

初等教育 1,614 1,601 1,596 1,607 1,636 1,652 1,649 1,690 1,667 1,716 1,683 1,733 0.85% 1.64% 
前期中等 243 228 252 239 260 251 249 243 269 269 253 261 0.88% 2.89% 
後期中等 180 152 178 153 179 161 200 170 197 183 194 181 1.64% 3.79% 

出典：Education Statistics BULLETIN 2020（Education Statistical Bulletin – Ministry of Education）を参考に調査

団作成 

初等教育、中等教育の 2015～2020 年の修了率の推移は次表のようになっており、年々改善されて

きており、男女差はみられないが、後期中等教育では女子が男子を下回っている。この背景として女

子児童・生徒の妊娠による休学や退学が挙げられる。 

表 1-3 校種別修了率の推移 

  2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 
  男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 

初等教育 88.0% 84.0% 91.0% 93.0% 93.0% 90.0% 94.8% 99.8% 96.9% 99.5% 93.9% 93.3% 
前期中等 59.6% 55.2% 69.4% 68.3% 73.6% 69.7% 76.6% 77.3% 67.9% 66.7% 61.3% 62.9% 
後期中等 34.3% 27.4% 64.2% 41.4% 34.2% 29.8% 40.4% 31.6% 35.3% 32.8% 36.4% 31.4% 

出典：Education Statistics BULLETIN 2020（Education Statistical Bulletin – Ministry of Education）を参考に調査

団作成 

https://www.edu.gov.zm/?page_id=541
https://www.edu.gov.zm/?page_id=541
https://www.edu.gov.zm/?page_id=541
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ザンビアには現在 8 校の総合大学があるが 6、次表にまとめて 3 校はザンビアで当初創立された歴史

のある大学である。学部によっては女子の入学者が男子の入学者を上回るものもあるが、全体の入学

者数で比較すると女子の入学者数が男子の約 74%となり、高等教育においても女子の割合が少ない。 

表 1-4 2020 年度公立大学への入学者数 

  ザンビア大学 ｺｯﾊﾟｰﾍﾞﾙﾄ大学 ムルングシ大学 合計 
  男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 

ビジネス学部     430  496  48  213  478  709  
環境    1,273  1,063      1,273  1,063  
天然資源学部 1,000  610  628  223      1,628  833  
テクノロジー学部         157  34  157  34  
遠隔教育・ｵｰﾌﾟﾝﾗｰﾆﾝｸﾞ学部(*)     430  496      430  496  
防災管理学部         45  48  45  48  
数学・自然科学学部     1,173  554      1,173  554  
農学部 220  137      163  66  383  203  
教育学部 2,693  2,883          2,693  2,883  
エンジニア学部 388  27  923  124      1,311  151  
人文・社会科学学部 1,440  1,494      233  304  1,673  1,798  
鉱山・鉱物学部     656  244      656  244  
法学部 129  128          129  128  
薬学部 173  22  172  69      345  91  
獣医学部 90  39          90  39  
合計 6,133  5,340  5,685  3,269  646  665  12,464  9,274  

(*)コッパーベルト大学遠隔教育・オープンラーニング学部は、同大学生涯学習センターの後継として、オンライン

および対面授業を併用した学習形態を実施している学部。学習分野は、エンジニア、教育・社会科学、環境・生

命科学、会計学の 4 分野である。 

出典：Education Statistics BULLETIN 2020（Education Statistical Bulletin – Ministry of Education）を参考に調査

団作成 

６）学校数の推移 

教育データの最新版（2020 年度）によると学校数は初等学校が 9,441 校、中等学校 1,290 校である。

ザンビアの小学校、中等学校の設立形態は①公立、助成金、②私立、教会、③コミュニティーの３つ

に分類されている。私立、教会、コミュニティーによる学校数のわずかな減少を除き、学校数は年々増

加傾向にある。 

表 1-5 小学校数の推移 

  2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 
公立 5,669  5,670  5,859  5,983  6,193  6,346  
私立/教会 699  673  659  696  745  740  
コミュニティー 2,406  2,480  2,325  2,371  2,344  2,355  
合計 8,774  8,823  8,843  9,050  9,282  9,441  

出典：Education Statistics BULLETIN 2020（Education Statistical Bulletin – Ministry of Education）を参考に調査

団作成 

 

 

6 Wikipedia より引用 
（https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B6%E3%83%B3%E3%83%93%E3%82%A2%E3%81%AE%E5%A4%A7%
E5%AD%A6%E4%B8%80%E8%A6%A7） 

https://www.edu.gov.zm/?page_id=541
https://www.edu.gov.zm/?page_id=541
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B6%E3%83%B3%E3%83%93%E3%82%A2%E3%81%AE%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E4%B8%80%E8%A6%A7
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B6%E3%83%B3%E3%83%93%E3%82%A2%E3%81%AE%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E4%B8%80%E8%A6%A7
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表 1-6 中等学校数の推移 

  2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 
公立 664  707  908  996  1,144  1,149  
私立/教会・コミュニティー 168  144  101  121  144  141  
合計 832  851  1,009  1,117  1,288  1,290  

出典：Education Statistics BULLETIN 2020（Education Statistical Bulletin – Ministry of Education）を参考に調査

団作成 

７）教員数の推移 

初等教育、中等教育の 2015～2020 年の教員数の推移は次表のようになっており、年々増加傾向に

ある。初等教育の女性教員が男性教員を上回っているのに対し、中等教育においては逆に男性教員

が多くを占めている。2020 年の生徒数は初等教育で 81.1 千人、中等教育で 35.4 千人である。前述

の生徒数から教員一人当たり生徒数（Pupil Teacher Ratio：PTR）をみると、初等教育で 41.1、中等教

育で 25.1 となる。しかし、2020 年以降では、中等教育の無償化により生徒数が急増し教員数は急速

に不足してきていて、特に遠隔州では教育が不足していて、教師一人あたり生徒数が 80 名から 100
名にもなっているとの報告がある 7。 

表 1-7 男女別教員数の推移 

単位: 千人 
  2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 
  男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 

初等教育 34.3 41.0 33.8 40.2 35.1 43.0 35.3 43.5 35.3 45.6 36.4 46.7 
中等教育 12.8 10.0 11.8 10.5 15.0 13.2 15.6 13.1 17.8 16.1 18.6 16.8 

出典：Education Statistics BULLETIN 2020（Education Statistical Bulletin – Ministry of Education）を参考に調査

団作成 

８）内部効率 

初等教育、中等教育の 2015～2020 年の内部効率の指標となる進級率、留年率、退学率の推移は次

表のようになっている。 

 進級率は、初等教育では 2015 年から 2019 年は上昇しているが、2020 年は男子 9.2％、女子

12.3％と大幅に低下している。中等教育では 9～10 年生で 2015 年から 2019 年にかけて上昇し

ているが、初等教育同様に 2020 年は男子 6.5％、女子 5.6％と減少している。 

 留年率は、初等教育では 2015 年から 2020 年と減少傾向を示している。9～10 年生でも同様減少

傾向にある。 

 中退率は、初等教育では男子は 2015 年から 2018 年は横ばいであったが、2019 年は 1.6％と上

昇（悪化）している。女子も 2015 年から 2020 年と横ばいであるが、男子よりは高い傾向である。中

等教育では女子は男子よりも高く、2017 年に 1.5％とやや減少（改善）がみられたが、2018 年以降

は再び 1.8％に戻っている。 

 

 

7 Hearing from Director of Standard, MOE on 16th May 2022 

https://www.edu.gov.zm/?page_id=541
https://www.edu.gov.zm/?page_id=541
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表 1-8 初等教育、中等教育における進級率、留年率、退学率の推移 

    2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 
    男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 

進級率 

初等から
中等前期 63.7% 65.5% 65.3% 67.1% 66.1% 69.0% 68.2% 70.0% 72.3% 75.7% 62.5% 63.0% 

中等前期
から後期 47.4% 44.8% 48.0% 45.1% 48.3% 47.7% 50.7% 49.2% 53.3% 52.8% 46.8% 47.2% 

留年率 初等教育 6.6% 6.2% 6.9% 6.4% 6.8% 6.2% 5.7% 5.2% 5.3% 4.9% 4.9% 4.5% 
中等教育 1.2% 1.4% 1.5% 1.6% 1.7% 1.6% 1.1% 1.3% 1.0% 1.1% 0.9% 1.0% 

退学率 初等教育 1.3% 1.9% 1.3% 1.8% 1.3% 1.7% 1.4% 1.9% 1.6% 1.9% 1.6% 2% 
中等教育 0.5% 1.9% 0.7% 1.8% 0.6% 1.5% 0.7% 1.7% 0.7% 1.8% 0.7% 1.8% 

出典：Education Statistics BULLETIN 2020（Education Statistical Bulletin – Ministry of Education）を参考に調査

団作成 

また、2020 年学年別の進級率、留年率、退学率は次表のようになっており、前期中等教育を修了する

9 年生の半分以下（男子 46.8％、女子 47.2%）しか後期中等教育に進級していないのは、前述のとお

り受入れ定数の制約が背景にある。また、退学率の男女格差（女子が高い）は 6 年生から顕著となっ

ており、男子よりも 2 倍前後も高い。UNICEF の分析では一般的な要因として教室の不足、通学時間

の長さ、学費の支払いのほか、女子の場合には月経管理の認識不足や女子教育への理解不足が挙

げられており、現地調査のヒアリングでも女子の早婚が要因として挙げられている。 

表 1-9 学年別の進級率、留年率、退学率（2020 年） 

   
進級率  留年率  退学率  

男性 女性 全体 男性 女性 全体 男性 女性 全体 

初等 
教育 

1 年 95.5% 95.3% 95.3% 6.1% 5.7% 5.9% 1.1% 1.0% 1.1% 
2 年 99.0% 98.8% 98.7% 4.7% 4.3% 4.5% 1.2% 1.2% 1.2% 
3 年 97.1% 99.2% 98.0% 4.4% 4.7% 4.3% 1.3% 1.7% 1.3% 
4 年 92.6% 96.5% 94.4% 4.9% 4.4% 4.7% 1.5% 1.4% 1.5% 
5 年 93.0% 93.4% 93.1% 4.7% 4.3% 4.5% 1.6% 1.8% 1.7% 
6 年 97.5% 96.2% 88.9% 5.8% 5.1% 5.4% 1.7% 2.4% 2.0% 
7 年 62.5% 63.0% 63.0% 5.0% 4.2% 5.0% 2.3% 3.5% 3.1% 

中等 
教育 

8 年 94.6% 94.3% 94.1% 2.5% 2.5% 2.5% 1.4% 2.7% 2.1% 
9 年 46.8% 47.2% 46.8% 5.2% 5.1% 5.1% 2.4% 4.4% 3.4% 

10 年 103.1% 107.6% 104.7% 1.0% 0.9% 0.9% 0.5% 1.3% 0.9% 
11 年 102.5% 97.1% 94.4% 1.1% 1.1% 1.1% 0.7% 1.9% 1.3% 

出典：Education Statistics BULLETIN 2020（Education Statistical Bulletin – Ministry of Education）を参考に調査

団作成 

初等教育、中等教育の 2018～2020 年の女子児童・生徒の妊娠者数の推移は次表のようになってお

り、初等・中等教育ともに、妊娠者数が増加しており、深刻な問題となっている。 

表 1-10 校種別女子児童・生徒の妊娠者数 

  2018 年 2019 年 2020 年 
初等教育 11,453 11,502 12,330 
中等教育 3,576 4,222 4,089 

出典：Education Statistics BULLETIN 2020（Education Statistical Bulletin – Ministry of Education）を参考に調査

団作成 

https://www.edu.gov.zm/?page_id=541
https://www.edu.gov.zm/?page_id=541
https://www.edu.gov.zm/?page_id=541
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９）教員養成・採用・再訓練 8 

①教員養成について 

ザンビアには MoE が管轄する教員養成校として公立が 12 校（次表参照）と私立があり、両者合わせ

て在籍者数は 30,000 人以上と推定される。教員養成校が抱える課題として、適切な施設・機材の不

足、教授法・アプローチの古さ、教官が持つ専門性と担当科目のミスマッチ等が指摘される。また、

Diploma 資格が取得できる私立の教員養成校 9もあるが、MoE が所管しておらず教育内容も不確か

である。教員数不足は依然として深刻であり、特に特別支援教育教員、および数学・科学教員の数が

少ない 10。例えば 2016 年のデータでは 1,709 人の数学教員が必要とされていたが、数学を専門とす

る教員養成校卒業生はわずか183人であった。2021年の11月に公共サービス管理部（Public Service 
Management Division：PSMD）が実施した調査では全国で不足している教員数は 11 万 5 千人 11と報

告されている。このギャップを埋めるために、専門性の低い教員や教員資格を持たない応募者が採用、

配属されているのが現状である。 

Education and Skills Sector Plan （ESSP）2017-2021 によると、中等教育教員のうち学位以上の資格を

持っているのは全体の 31%のみであり、教員免許保持者に限れば全体の 9%程度である。さらに、

MoE が実施した QSDS 2015（Quality Service Delivery Survey）の調査では、9 年生の担当教員が 9 年

生を対象とする試験を受けたところ、得点は平均して 70%程度であったことが報告されており、教員の

質が十分でないことが明らかとなった。ESSP では教員養成校の量的拡充に加え、現職教員の学力向

上、教員研修の必要性が計画されている。 

表 1-11 公立教員養成校（中等学校教員養成）の一覧 

No. 学校名 
生徒数（うち女子生徒数） 
男子 女子 

1 David Livingstone College of Education 440 417 
2 Monze College 74 66 
3 Sambigza College 54 64 
4 George Benson Christian 190 130 
5 Kasama College of Education 315 174 
6 Nkana College of Education 9 26 
7 Malcolm Moffat College of Education 362 513 
8 Chipata College 100 58 
9 St. Mary’s College of Education 151 187 

10 Zambia Institute of Special Education （ZAMISE） 34 49 
11 South West College 39 85 
12 Chiuta Akuyanja College 2 6 
出典：Education Statistics BULLETIN 2020（Education Statistical Bulletin – Ministry of Education）を参考に調査

団作成 

 

 

 

8 本項では、現時点で入手可能な教員養成、採用に係る政策文書である MoGE と Ministry of Higher Education
（MoHE）が 2017 年に策定した Education and Skills Sector Plan 2017-2021（ESSP）を踏まえ、記述する。 

9 現地調査でのヒアリングでは、こうした私立の教員養成校は 100 校近くあり、教職を退官した個人が私塾のように始

めているケースが多く、規定を満たさずに認可を取り消される学校もある。 
10 対象 10 校では PTR が 15.6 となっており、全国平均と比較し十分な教員が配属されている。 
11 TSC Director からのヒアリングより（2022 年 5 月 17 日） 

https://www.edu.gov.zm/?page_id=541
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②採用について 

ザンビアでは、教育管理情報システム（Education Management Information System： EMIS）を活用し

た教員配置を行っていることが特徴の一つである。大統領府の管轄下にある内閣府が国内の採用教

員数を決定、承認した後、MoE が EMIS に基づいたモデルを使って、各地区に配置する教員数を決

定する。新規教員の採用募集は、毎年新聞やラジオ、テレビ等のメディアを通じて広報され、希望者

は勤務希望地の地区へ直接応募する。このシステムでは、応募者が勤務を希望する地区を自由に選

択できるという利点がある反面、地区によって教員数、教員の能力に偏りが出てしまう懸念がある。した

がって、現政権のもとで進められている新規採用の 3 万人が配置されても遠隔地での教員不足の状

況はなかなか改善されない可能性がある。 

１０）課題 

ビジョン 2030 が掲げる教育へのアクセスは、ECE への取り組み、男女格差の是正などの成果はでて

いるものの、就学年齢における純就学率では、小学校の純就学率は 2017 年の 87.9%に対し 2020 年

は 81.8%、同様に中等教育でも 2017 年の 42.9％に対し 2020 年は 37.6％に留まっており、さらなる就

学率向上にむけ解決すべき課題は多い。ESSP（2017-2021）では、このような教育セクターの課題とし

て、初等教育では「学習達成度の低さ」、中等教育では「施設の不足」を挙げており、以下の分析を行

っている。 

 小学校、中等学校へのアクセスは拡大したものの、依然、教育機材、教材の不足、特に学習を支

援する ICT 機器が不十分である。TEVET 校では訓練機材が不足しており、カリキュラムに支障が

でている。 

 中等教育へのアクセス、特に後期中等教育の 10 年生への進級率が低く、教室不足が理由として

挙げられていて、1 教室あたりの生徒数が 75 人と超過密な状態となっている。  

 中等教育での男女格差の是正は改善がみられず悪化する傾向にある。女子の中等教育促進の

ため財政支援等も行っているが、一方で 10代の妊娠、結婚等による学習の中断は頻発している。 

 小学生の学習成果は、国、地域、国際的な評価において、ザンビアが低いレベルに留まっている。

教育の質の向上にむけた課題解決として、教員の資質、つまり教員のやる気の向上と有資格教

員の獲得が重要となる。 

 農村部と地方部の学校インフラ（電気、水を含む）の格差 

 特別な教育を必要とする子どもたちへの支援が十分ではない。 

 ほとんどの学校に図書館はなく、教師の授業や教科書の他に学習を深め、継続する機会がない。 

 中等教育では有資格教員が不足している。ほとんどは中等教育を修了しているものの、教員資格

や大学の学位を有するものは、全体の 30％程度に留まっている。また、STEM を担当する教員が

特に不足している。 

（２）STEM 中等学校の現状  

1） STEM 教育導入に至るまで 

MoE は基礎的な理数科学力に加えて、課題解決力の育成を重要と捉え、2019 年に「ザンビア国

STEM 戦略ノート」（Strategic Note on STEM Education in Zambia）を策定した。同年 12 月には、2024
年までの全国 52 校（全中等学校の 6％）の STEM 中等学校における STEM カリキュラムの実践を目

指し、国立科学センター（以下、NSC）とカリキュラム開発センターは、STEM カリキュラム開発を行った。

NSC は、STEM 教育の普及を担う MoE の一部局で、同カリキュラムの作成、教員の育成および施設・
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機材整備を進めている。ザンビアにおける STEM 教育は、「問題解決力」「批判的思考」「創造性」によ

り重点を置き、カリキュラムには従来の科学・数学分野に加えて農業、設計・技術、ホスピタリティ・観光

が含められているのが特徴である。翌 2020 年には、NSC を通じ MoE が「STEM 教育評価ガイドライ

ン」（Guideline for Assessing STEM Education in Zambia）を策定し、STEM 教育の評価方法に係る指

針が示された。本ガイドラインで学習者への評価は日々の実習や学期テスト、リサーチ等の学習過程

を評価する形成的評価が 65%、前期中等教育、後期中等学校それぞれの最終年度に行われる試験

結果を評価する総括的評価が 35%とすると定められた。また、STEM 教育により習得が期待されるス

キルを「情報収集」、「整理」、「創造」、「意思伝達」、「自主」と分類し、それぞれのスキルがバランスよく

育成されることの重要性が強調されている。このガイドラインは教員、学習者のみならず保護者のアク

セスも推奨されており、MoE は STEM 教育の内容が透明化されるよう学校関係者へ働きかけている。 

STEM 中等学校として選ばれた学校（調査では 35 校が確認された）は進級試験で優秀な成績を収め

た生徒を国、州、郡の各レベルで集めていて、国立の 5 校は全寮制だが、州立でも州外からの生徒も

受け入れ全寮制としているところもある。また、これらの多くはもともと技術学校であり、コース編成や施

設や機材は職業訓練校に近い。また多くが元技術学校であり、コース編成や施設や機材は職業訓練

校に近い。 

2020 年 1 月から選定された 52 校のうち 15 校においてパイロット事業として STEM カリキュラムを用い

た STEM 教育が開始された。これら 15 校は国立 5 校、州立 10 校で、男子校、女子校、共学の種別

が大きく偏らないように選定されている（次表参照）。なお、国立と州立の STEM 中等学校は提供され

ているカリキュラムの種類が異なり、国立では理数科科目に加えて農業、設計・技術、ホスピタリティ・

観光の 4 分野が提供されるが、州立では理数科に加えてこれら 4 分野のうちの 2 種類を提供してい

る。 

表 1-12 パイロット校として選定された STEM 中等学校 

No. 分類 名前 州 種別 
1 

国立 

Kapiri Girls Central 女子校 
2 Ndola Girls  女子校 
3 Edgar Lungu  共学 
4 David Kaunda Lusaka 共学 
5 Hillcrest Boys Southern 男子校 
6 

州立 

Niko Girls  女子校 
7 Kambule Boys  男子校 
8 Chizongwe Boys Eastern 男子校 
9 Serenje Boys  男子校 

10 Chiwala Boys Copperbelt 男子校 
11 Musonda Girls Luapula 女子校 
12 Rufunsa Girls  女子校 

13 Kenneth Kaunda 
Boys Muchinga 男子校 

14 Mungwi Boys Northan 男子校 
15 Solwezi Boys North -West 男子校 
※黄色ハイライトの学校は本プロジェクトの協力対象校 

出典：Guideline for Assessing STEM Education in Zambia を参考に調査団作成

2） STEM 教育パイロット事業の評価 

上述の 15 校の中等学校が STEM カリキュラムを実施して間もない 2020 年 2~3 月に、NSC がモニタリ

ングを実施し、その結果を MoE が「STEM 中等学校における STEM 教育実施評価」（Assessment of 
STEM Education Implementation in STEM Secondary Schools）にまとめた。本評価では、15 校の①一

般情報、②STEMカリキュラムに対する教員の理解、③STEMカリキュラムの実施状況、④学習者の学

習達成度の 4 項目についての評価結果が記されている。各項目の評価結果を以下にまとめる。 
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①一般情報 

全 15 校の校長、教科主任は教員資格を有しており、学校を適切にマネジメントできる能力があると考

えられる。課題としては、カリキュラムのうち「設計・技術」、「ホスピタリティ・観光」を担当できる教員の

数が、「一般」と「農業」と比して少ないため、「ホスピタリティ・観光」の授業を実施している学校が少な

いことが挙げられる。また、教室数は十分であるが、数学や農業科学ラボの施設を有さない学校がほと

んどである 

②STEM カリキュラムに対する教員の理解 

ほとんどの教員は STEM カリキュラムを理解しており、カリキュラムに沿った授業を行っている。しかし

教案の多くは MoE が用意している授業内容も含むサンプルをそのまま使用したものであり、学校、学

習者のレベルに合ったレッスンプランの作成、教員自身の創造性といった点において改善が求められ

る。 

③STEM カリキュラムの実施状況 

ほぼすべての授業において STEM カリキュラムに基づいた授業が行われている。しかし、各レッスン・

単元の目的、生徒の習得が期待されるスキルを理解できていない教員が多いと評価されている。した

がって STEM 校においては教員、職員の STEM 教育に係る能力強化研修の必要性が指摘されてい

る。また、STEM 教育の実施が 8 年生と 10 年生で先んじて行われ、9 年生、11 年生、12 年生は 2013
年から適用されていた旧式カリキュラムに基づき授業が行われていた。学校内で異なったカリキュラム

による教育が行われていたため、STEM カリキュラムで求められている School-Based Continuous 
Assessment の実施にまでは至っていない。 

④学習者の学習達成度 

習得が期待されるスキルのうち「創造性」、「自主性」は、ほとんどの科目の授業で使用されていなかっ

た。5 つのスキルがバランスよく授業内で活用されるような工夫が必要である。 

ICT 分野については、全 15 校に PC 等の ICT 機器が配置されているものの、生徒 5 人に PC が 1 台

の割合と機材の数が十分でないことが確認されている。PC の多くは中古であり、ソフト・ハードウェアの

アップデート等が適切に行われていない。また、15 校の中には、ICT 分野の専門を有する教科主任が

いないことも明らかになった。学校内の ICT 機器の充実、教員の ICT リテラシーの高さは STEM 教育

を実施するにあたり重要な要因であることから、より一層の拡充が求められる。 

3） 教育におけるジェンダー課題 

ザンビア全体で見たときに就学者数における男女差は少ないものの、遠隔州の男女格差の是正につ

いては教育に携わるドナー全てに認識されており、アイルランド大使館や FCDO（英国の外務・英連

邦・開発省）の事業が展開されている。本プロジェクトでも国立 STEM 校として全国に 2 校ある女子校

のうち Kapiri Girls 校（以下、「Kapiri 校」）を施設機材整備の対象として選定している。この Kapiri 校
では追加で女子寮の建設を含めることにしており、さらなる女子就学の促進への貢献が期待される。

なお、Kapiri 校でのヒアリングでは、寄宿舎が整備されるまでは通学路における性被害が頻発し、妊

娠によるドロップアウトした女生徒がいたが、寄宿舎の整備によって状況が改善されたことが確認され

ている。 

4） DX・STI の取り組み 

本調査で対象校でのデジタル技術を活用した実例としては Chiwala Boys 校（以下、「Chiwala 校」）で

の Making ラボがあり、回路の設計や製作、風力発電や冷蔵庫模型など、デジタルと電子工学など横

断的な学習の試みを見ることができた。他校ではコンピュータ学習として、PC の使い方などの授業を

行っているものの、Wi-Fi 接続が脆弱な地域も多く、またプロバイダーへの料金滞納により止められて

いる学校も見られた。 
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また、NSC は主に教育者を対象として LMP（Learning Management Platform）を構築し、トレーニング、

教育、学習、管理のためのコンテンツを配信してきている 12。現在は各校の通信事情、機材保有状況

などからまだ十分に普及していないが、通信環境や機材の状況は今後改善される傾向にあり、また若

年層ほどデジタル技術に馴染んでいることから、今後の活用の拡大が期待される。 

コロナ禍における遠隔教育の重要性は第 1 回現地調査のミニッツでも確認されており、今後 NSC と公

開・遠隔教育局（Directorate of Open and Distance Education：DODE）が協働することも合意されている。

また、DODE は傘下の Education Broadcasting Service を通じて 1965 年よりラジオと TV の教育番組を

放映してきた。COVID-19 対応では UNICEF の支援を受けて 2300 のラジオコンテンツを米国の

Education Development Centre と制作した実績もあり、今後も他ドナーの支援や政府の予算追加など

があれば E-learning のコンテンツ作成に取り組むことが可能である。従って、本プロジェクトで供与され

るラボ機材を活用し、NSC がオンラインによる教員養成のコンテンツを作成、DODE が技術的な支援

を提供するといった連携も可能である。 

5） 新型コロナウイルスの教育セクターへの影響 

ザンビアでは、2020年 3月 18日に最初の感染者が確認され、続いて市中感染の増加が記録された。

政府は感染拡大を懸念し、3 月 20 日から学校、大学の閉鎖につながる部分的なロックダウンを開始し

た。大学等の高等教育機関では、オンラインプラットフォームを介した学習継続が開始されたが、多く

の学生が、スマートフォンや PC といった ICT 機器を有しておらず、またインターネット環境の制限、停

電などの影響もあり、オンライン学習が困難な状況であった 13。 

第 1 波を封じ込めた後、ロックダウンが緩和されたが、それが第 2 波へとつながり 2020 年 12 月に再

び感染者数が増加した。2021 年 6 月、政府は、2 学期が開始される 6 週間前に 2 度目のロックダウン

を宣言した。その結果、受験生の多くは、十分な学習時間が確保できないまま 2021 年の最終試験に

臨まなければならなかった。また女児童や女生徒の学習、生活環境はさらに悪化し、ロックダウンの中、

家の手伝いや生計を立てるための売春、虐待から逃れるための臨まない妊娠などが確認されている 14。 

ロックダウン中に学習継続が困難であった背景として以下が確認されている。第一に、ザンビアのカリ

キュラムは伝統的な内容重視型であり、学習を支援する教員の存在が必要で学習者の自立的な学習

が難しい。こうした課題を克服するため NSC は STEM 学校の設立を通じコンテンツ（内容）ベースから

コンセプトベースのカリキュラムへの移行を試みているが、実現には全国的な普及には至っていない。 

また、ロックダウン中、一部の学校では ICT 機器を活用した遠隔による学習継続も試みられた。例えば、

COVID-19 の流行前の 2020 年に中央州カブウェの学校で、学科長が指導と学習のために WhatsApp
グループを導入した。導入時は学校関係者や保護者の間の理解が進まずに混乱が生じたがCOVID-
19 によるロックダウンが開始される中、同校は WhatsApp を活用し、課題の送信、学習者からの課題

提出、採点などを実施した。しかし、この方法はスマートフォンを持つごく一部の学習者に限られた。そ

れ以外の手段として同地区の教育委員会はラジオ局を通じた学習を実施するための教師グループを

組織した。この他、ザンビアの国営放送ではスマートフォンで教師の授業をテレビ配信した。しかし、こ

れも享受できたのは裕福な家庭のみで低所得者の家庭では、課題提出などができなかった。 

 

 

12 調査での聞き取りによるとこれまでに 35.6 万のコンテンツがアップロードされている。他方、まだ個人での PC の所

有が普及していない現状では、携帯電話でのアクセスが主であり学校での携帯電話の利用が禁止されていることか

ら、自宅からのアクセスと限定的である。登録教員数もまだ 1,560 名程度である。 
13 新型コロナウイルス感染症パンデミックに対するザンビアの対応：教訓、課題、将来の政策と戦略への影響を探る

（薬理学と薬学> Vol.13 No.1、2022 年 1 月）https://www.scirp.org/journal/paperinformation.aspx?paperid=115052 
14 COVID-19 パンデミックがザンビアの教育システムに与えた悪影響、Zimba James Filamba, GSJ 第 9 巻、第 10
号、2021 年 10 月、オンライン：ISSN 2320-9186 www.globalscientificjournal.com GSJ© 2021
（www.globalscientificjournal.com） 

http://www.globalscientificjournal.com/
http://www.globalscientificjournal.com/
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現地調査では新型コロナウイルスの影響による学びの危機の中で、その役割の重要性を増している

のが DODE であることが確認された。同機関はラジオ局とテレビ局、E-learning セクションを要する

1965 年開設の教育放送サービス（Education Broadcasting Service: EBS）を所管しており、学校教育を

受けていない子どもと女子（Out of School Children and Girls）を対象とした遠隔教育を提供している。

DODE と EBS は UNICEF との協働でラジオプログラムを全国に配信し、新たなコンテンツを作成する

など積極的に活動している。従って、本プロジェクトにおいても NSC が今後実施する教員養成のコン

テンツ作成で協働することが合意されている。DODE 代表のベアトリス博士は日本での研修経験もあ

り、本プロジェクトに関しても非常に協力的である。 

１-１-２ 開発計画 

（１）上位計画およびセクター計画 

ザンビアでは長期開発計画書である「国家ビジョン 2030」の実現に向けて国家開発計画が実施されて

きている。前計画である 2017 年から 2021 年にかけて実施された第 7 次国家開発計画（7NDP）を引き

継ぎ、現在は第 8 次国家開発計画（8NDP）が 2022 年から 2026 年の予定で実施されている。国家ビ

ジョンの達成に向け 8NDP は極めて重要な役割を果たすことが期待されている。 

1） 国家ビジョン 2030 

2006 年 12 月に発表された同ビジョンでは、農業中心の経済（第一次産業）から工業中心の経済（第

二次産業）への移行を図り、2030 年までに中所得工業国となることを目指している。この目指すべき社

会を支える原則として、次の 7 点を挙げている。 

 ジェンダー視点に立った持続的な発展 

 民主主義 

 人権の尊重 

 良き伝統と家族の価値 

 勤労、勤勉 

 平和的な共存 

 民官のパートナーシップ 

このビジョンがすべてのセクターでの開発で策定せれる短期・中期計画の方向性を示しており、「経済

成長と富創造」、「社会的投資と人間開発」、「持続可能な社会的経済的発展のための環境づくりと実

現」の分野毎に短期目標／中長期目標が設定されている。下表に「社会的投資と人間開発」に置か

れる教育とスキル開発セクターの目標／ゴール示す。 

表 1-13 Vision 2030 における教育とスキル開発セクターの短期目標／中長期目標 

セクター 教育とスキル開発 
セクタービジョ
ン 

2030 年までのすべての人が革新的で生産性の高い生涯教育と訓練を受ける。 
教育と保健における地域のセンターオブセクセレンスを設置する。 

目標／ゴール i. 2030 年までに、個人と地域社会の経済的、社会的ニーズに対応した総合的かつ多様な
カリキュラムを整備する。 

  ii. 非識字の撲滅に取り組み、2015 年までに識字率を 80% に引き上げる。 
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 目標／ゴール iii. 2010 年までに基礎教育（1 年生から 9 年生）15の純入学率を 96%、2030 年までに 99%
に引き上げる 

  iv. 2030 年までに PTR を基礎教育で 40：1、高等学校で 25：1 に改善する。 

  v. 基礎教育における児童と教科書の比率を、2030 年までに全教科で 1:1、高等教育で
生徒と教科書の比率を 3:1 に改善する。 

  vi. 基礎教育で児童の 75%が平均通学距離を半径 5 km まで短縮することを実現する。 

  vii. 大学および技能訓練からの輩出される人材が毎年 2%ずつ増加し、アクセスの公平性
を高める。国際的に認められ現地で認証される品質水準を維持する。 

出典：「国家ビジョン 2030」（Vision 2030）を参考に調査団作成 

2） 第 8 次国家開発計画 2022-2026 （8NDP） 

8NDP は COVID-19 の影響による厳しい経済状況の中で作成・策定されている。8NDP は現在の開発

状況について、経済の多角化が進まない、若者の失業率が高い、貧困や不平等が多い、地方分権の

ペースが遅い、教育の成果が低い、その他の社会サービスへのアクセスが不十分である、など依然と

して多くの課題を抱えているとしている。8NDP はその克服とビジョン 2030 の達成に向け、「経済変革

と雇用創出」、「人と社会の発展」、「環境の持続可能性」、「グッドガバナンス環境」の 4 分野を軸とした

戦略的介入を行い、また「生活向上のための社会経済的変革」を行い、経済の効率性と競争力の向

上、国民生活の水準の引き上げを目指すとしている。 

また、8NDP では経済の多様化へ向けた戦略として、DX とイノベーションを進めるために、ICT の活用

と科学技術への投資促進が挙げられている。具体的には、インフラを含めたデジタルキャパシティー

の拡大と STEM による R&D の推進が掲げられ、教育機関における STEM 教育の推進も言及されて

いる。下表に、8NDP における 4 つの戦略的開発領域を示す。 

表 1-14 8NDP における戦略的開発領域 

第 1 領域 
経済の転換と雇
用の創出 

農業、鉱業、製造業の付加価値向上に焦点を当てた工業化を軸とした経済改革を行
う。特に、少ない資本でも、労働集約的で、最終消費を目的とした商品を生産する軽
工業に焦点あてる。また、観光業など、雇用の期待できる分野を優先的に取り組む。さ
らに、すべての部門において、高い所得と雇用創出の可能性が期待できる零細・中小
企業（MSME）の育成に重点を置く。 
経済改革は民間部門が主導し、政府は政策、規制、インフラを提供等の環境整備を
行う。これらを通じ、生産性の向上および若者や女性のための雇用機会の創出を図
る。また、外的および内的ショックに対する経済の回復力を高める。 

第 2 領域 
人間・社会開発 

人間開発においては、ビジョン 2030 で掲げる繁栄した工業国となるために、十分な教
育と、高い技術を持ち、健康な労働力を持つことを目指す。そのため、教育、保健、水
と衛生へのアクセスの向上と質の改善、および社会保護の強化を進め、貧困と不平等
の削減に取組む。 

第 3 領域 
環境の持続可能
性 

経済変革を成し遂げるには、持続可能な開発を進めることが不可欠である。グリーン成
長の促進、環境と天然資源の保護、気候変動の緩和と適応の強化、災害リスクの軽減
を目的とした施策を優先し、天然資源の持続可能な利用と、気候変動の悪影響に対
する耐性の構築を行う。 

 

 

15 Vision 2030 が作成された 2006 年は、1996 年の「未来の教育」政策により導入された幼児教育 4 年、基礎教育 9
年、高等教育 3 年の 4-9-3 制であった。高等教育修了後、大学教育へ進む。基礎教育は、1 年生から 9 年生。 
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第 4 領域 
グッドガバナンス
の環境 

参加、法の支配、透明性、説明責任、合意形成、応答性、公平性と包摂性、有効性と
効率性を特徴とする環境づくりを通じ、政策とガバナンス環境の改善、および法の支
配と立憲主義の遵守を促進に重点を置く。 

第 2 領域「人間・社会開発」では、「教育・技能開発の改善」、「健康、食料、栄養の改善」、「水の供給

と衛生の改善」、「貧困、脆弱性、不平等の削減」の開発成果が設定されており、そのうち「教育・技術

開発の改善」分野の課題に対する戦略とプログラムを下表に示す。 

表 1-15 「人間・社会開発」における開発成果「教育・技術開発の改善」における戦略とプログラム 

戦略 プログラム 

戦略 1： 質、公平性、包括的な教育へのアクセスを強化 
 貧困地域での教員の採用と配置、幼児期から中等教育までの無償化、奨
学金の支給を行い、すべての学習者が高等教育にアクセスできる準備を進
める。 
 ECE センター、中等学校の建設、教室の増室、教員宿舎の整備し、アクセ
スの拡大を図る。 
 ICT プラットフォームを利用した教育 
 教育機材（机、椅子）、学習教材、必需品の供給強化。 
 教育カリキュラムを見直し、科学技術、イノベーション、起業家精神の育成を
図る。 
 技能開発基金を活用し、中等教育では、デュアルシステムを推進する。 
 特別な教育的ニーズをもつ学習者（LSEN）に対するプログラム。 
 成人識字率の向上を支援し、生涯学習を促進する。 
 幼児の読み書き、計算、問題解決能力の早期発達に資する学習環境の促
進 
 ・女子の就学継続、中途退学者の再入学促進の支援 

幼児教育 
初等教育 
インクルーシブ教育 
成人識字 
中等教育 
カリキュラムの見直し 
人材育成 
インフラ整備 
ICT 推進 
STEM 
月経衛生促進 

戦略 2： 技術・職業・起業家スキルの向上 
 品質保証の枠組み強化、民間セクターの TEVET 開発支援 
 訓練施設と訓練機材の更新 
 産業界にニーズに即したカリキュラム開発とレビュー 
 インターンシップやアプレンティスシップ（実務に基づく学習） 
 資金調達 
 技能開発奨学金制度の規模拡大 
 脆弱な若者の技能訓練へのアクセス改善 

TEVET 
カリキュラムの見直し 
研究・開発 
インターンシップ・実習生 
デジタル技術の開発 
人材育成 
インフラ整備 

戦略 3: 高等教育へのアクセスを向上 
・ STEM 向けた奨学金と学生ローンの制度を改革し、高等教育へのアクセス
向上を図る。 

・ 卒業生が適切で雇用可能なスキルを身につけることができるよう、インフラ
や教育産業との連携にも投資を行う。 

・ 高等教育の提供において民間セクターが成功するための環境整備を進め
ていく。 

インフラ整備 
人材育成 
カリキュラム開発 
民間企業の参加促進 

戦略 4： 科学技術・イノベーションの強化 
・ 科学、技術、イノベーションを促進するため、高等教育機関を含め、研究開
発への投資を強化する。 

・ 高等教育機関と国家・非国家主体との間のパートナーシップを促進し、研
究の取り込みを強化する。 

・ STEM 教育を推進し、研究、イノベーション、生産性、国内外の需要に対す
る競争力を促進する。 

・ デジタル経済への転換を支援するためのデジタルスキルの開発と応用も促
進される。 

STEM 
研究・開発 
カリキュラム開発 
産業連関の推進 
インフラ整備 
デジタル技術の開発 
パートナーシップの推進 

出典：第 8 次国家開発計画 
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（２）教育政策 

教育政策の枠組は、以下 3 つの政策文書にその基盤を置いている。 

 The Education our Future Policy （1996 年） 

 TEVET 政策（1998 年） 

 科学・技術・イノベーション政策（1996 年） 

また、現在、ザンビアの教育セクターを包括する法令は 2011 年の教育基本法（The Education Act）で
あり、この法令では各教育段階で参照するべき法律を示すとともに全ての子どもが初等教育を受ける

権利を保障している。 

カリキュラムについては 2013 年のザンビア教育カリキュラムの枠組み（The Zambia Education 
Curriculum Framework ）に基づいて学年別・科目別の授業数が定められているが、STEM 中等学校

ではザンビア STEM 戦略ノート（Strategic Note on STEM Education in Zambia）とガイドラインに基づい

て授業数が組まれている。科目別のシラバスについても STEM 中等学校は NSC の元で学年別に各

科目のシラバスが準備されている。 

2021 年に政権についたハカインデ・ヒチレマ大統領の公約のもとに、従来の初等教育無償化に続き、

2022 年 1 月より中等教育の無償化が開始された 16。これにより中等レベルの生徒数の増加に対して

教員数が不足し、調査時（2022 年 5 月）に遠隔州では教員 1 名に対して 80 名から 100 名の生徒数と

いう話を聞いた。 

（３）ジェンダー政策 

ザンビアでは、2000 年にザンビアで初めて施行された国家ジェンダー政策（National Gender Policy 
2000）の後続として、2014 年に制定された国家ジェンダー政策（National Gender Policy 2014）が現在

施行されている。本政策では、分野ごとに課題の分析と施策が提示されており、教育・TEVET 分野に

おいては、教育施設のインフラ環境改善、技術分野における女子生徒の就学促進、女子生徒および

女性教員のニーズに沿ったトイレや水回りの環境整備を実行することが掲げられている。 

法制度に関しては、2015 年にジェンダー平等法（The Gender Equity and Equality Act）が制定された。

本法令では教育におけるジェンダー平等推進についても記載されており、教育政策や教育プログラム

におけるジェンダー・ステレオタイプおよびジェンダーに基づく暴力を排除すること、国内すべての教

育機関におけるカリキュラムにジェンダー平等の理念およびジェンダーや人権に関する課題を組み込

むこと、女子生徒に特有のニーズを認識し対策に取り組むこと、伝統的に男子生徒が多い教科にお

いて女子生徒の参加を向上させることが掲げられている。また、本法令ではジェンダー平等委員会

（The Gender Equity and Equality Commission）の設立についても言及され、当委員会はジェンダー平

等および主流化に向けた省庁間の連携、モニタリング、啓発、施策の提言の役割を持つことが示され

ている。 

（４）DX・イノベーション 

ザンビアでは 1997 年に科学・技術・イノベーション政策（Science, Technology and Innovation （STI） 
Policy）が制定され、同年には科学技術法（Science and Technology Act）により、国家科学技術議会

（National Science Technology Council）、国立科学産業研究所（National Technology Business Centre）、

 

 

16 ZW News （10th Dec 2021） Zambia to offer free Primary, Secondary education starting in January 2022 | Zim News 
| Zimbabwe Latest News Today -ZWNEWS 

https://zwnews.com/zambia-to-offer-free-primary-secondary-education-starting-in-2022/
https://zwnews.com/zambia-to-offer-free-primary-secondary-education-starting-in-2022/
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国立技術ビジネスセンター（National Technology Business Centre）が設立された。2020 年に制定され

た科学・技術・イノベーション政策では、「2030 年までに STI が競争性、繁栄、持続的な発展の原動力

となる」ことをビジョンとして掲げている。本政策では 7 つのゴールのうち、2 つ目のゴールとして STI の
人的資本の構築と強化を掲げており、具体的施策として以下の 6 つが示されている。 

 全奨学金制度の 60％を STI 分野に割り当てる。 

 STEM 教育を推進する。 

 STI の継続的な専門能力開発と適切なスキルを促進する。 

 ディアスポラの STI 専門家を活用する。 

 STI における女性・女子の参加を促進する。 

 STI 人材のモチベーションを高める。 

１-１-３ 社会経済状況  

（１）社会状況 

ザンビアは南部アフリカに位置し、コンゴ民主共和国、タンザニア、マラウイなど 8 か国と国境を接する

内陸国である。公用語は英語であり、その他にもベンバ語、ニャンジァ語、トンガ語などが主要な言語

として話されている。民族構成はトンガ系、ニャンジァ系、ベンバ系、ルンダ系の計 73 部族が暮らす多

民族国家である。1964 年のイギリスからの独立以来、他のアフリカ諸国とは異なり、内乱や大きな政情

不安がない平和な国 17として順調に発展を遂げてきた。一方で、人口増加率は 3.0％前後の高い水

準で推移している。2021 年の統計では人口約 1,947 万人のうち 14 歳以下が 43%を占め 18ているが、

前述の通り、純就学率は初等教育（男子 79.9％、女子 83.8％）、中等教育（男子 37.5％、37.5％）とな

っており、初等・中等教育の拡充が急務となっている。ジェンダーに基づく暴力や早婚 19も課題となっ

ており、女性の貧困率の高さ 20や男性優位の慣習などがその背景である。 

ガバナンスについては Transparency International が毎年発表する腐敗認識指数（Corruption 
Perceptions Index）では 2016 年のスコア 38 から年々減少を続けて 2022 年にはスコア 33 となり、180
ヵ国中 116 位に下がっている。一方で、2021 年に政権についたハカインデ・ヒチレマ大統領は汚職の

一掃を掲げて大臣の任命や各機関の人事一掃を行い、反汚職委員会（The Anti-Corruption 
Commission）が回収した資金を大学奨学金として活用し、2022 年 4 月時点で 2,323 名分の奨学金支

給を発表した 21。現政権に対する国民の期待、また海外ドナーの期待は高く、透明性の確保と中等教

育の無償化を含めた教育改革が着実に進展している。 

 

 

17 2022 年においてアフリカ国内では 4 番目にランキングされている。 World Economics “Population Annual Growth 
Rates” https://www.worldeconomics.com/Indicator-Data/Demographics/Population-Annual-Growth-Rate.aspx 

18 World Bank Data https://data.worldbank.org/indicator/SP.POP.0014.TO.ZS?locations=ZM 
19 2018 年においては約 3 人に 1 人の女性が 18 歳までに結婚している。UNICEF, 2023 

https://data.unicef.org/topic/child-protection/child-marriage/#data 
20 最新の Living Conditions Monitoring Survey, 2015 において、男性の貧困率は 53.8％であるのに対し、女性は

56.7%であった。https://prais.unccd.int/sites/default/files/2018-08/LCMS%202015%20Summary%20Report.pdf 
21 The Africa Report （8th April 2022） Zambia: Unprecedented teacher recruitment follows free education 
（theafricareport.com） 

https://www.worldeconomics.com/Indicator-Data/Demographics/Population-Annual-Growth-Rate.aspx
https://data.worldbank.org/indicator/SP.POP.0014.TO.ZS?locations=ZM
https://data.unicef.org/topic/child-protection/child-marriage/#data
https://prais.unccd.int/sites/default/files/2018-08/LCMS%202015%20Summary%20Report.pdf
https://www.theafricareport.com/192107/zambia-unprecedented-teacher-recruitment-follows-free-education/
https://www.theafricareport.com/192107/zambia-unprecedented-teacher-recruitment-follows-free-education/
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（２）経済状況 

ザンビアは COVID-19 による財政悪化により 2020 年に債務不履行の状態に陥っていたが、2023 年 6
月に債権国と債務減免の合意に至った。2020 年の GDP 成長率は 26 年ぶりに最悪レベルとなるマイ

ナス 2.8％まで落ち込んだものの、2021 年には 4.6％と回復の兆しを見せている 22。一方で、一人当た

りの GDP は 2013 年に過去最高の 1,840 ドルを記録したが、その後は落ち込み傾向にあり 2021 年は

1,137 ドルであった 23。主要な輸出品である銅は総輸出の 75％を占めており、アフリカ域内ではコンゴ

民主共和国に続く 2 番目の銅生産国となっている。主な輸入品は化学製品、石油製品、医薬品など

である 24。 

一般市民の経済状況に目を向けると、ザンビアでは貧困率が減少傾向にはあるものの、国民の半数

以上が貧困状態に置かれている。中でも極度の貧困率は最新データの 2015 年の時点で 40.8％であ

り、2006 年の 42.7％からは微減となっている。また、都市部と地方の格差が深刻な問題であり、地方に

おける貧困率は都市部の 3 倍である。子どもの貧困や健康状態も課題の一つであり、5 歳以下の子ど

ものうち、約半数が発育阻害の状態にある 25。 

こうした状況を踏まえ、8NDP では経済の多様化や雇用の創出が重要事項となっている。具体的には、

農業セクター、鉱業、製造業の強化、雇用機会が多い観光業の拡大、中小企業の発展と雇用機会の

創出を目指し、特に若年層や女性への雇用機会を拡大しようとする指針を示している。 

  

 

 

22 World Bank Data https://data.worldbank.org/indicator/NY.GDP.MKTP..ZG?locations=ZM 
23 World Bank Data https://data.worldbank.org/indicator/NY.GDP.PCAP.CD?locations=ZM 
24 Trend Economy https://trendeconomy.com/data/h2/Zambia/TOTAL 
25 Living Conditions Monitoring Survey, 2015 https://prais.unccd.int/sites/default/files/2018-

08/LCMS%202015%20Summary%20Report.pdf 

https://data.worldbank.org/indicator/NY.GDP.MKTP..ZG?locations=ZM
https://data.worldbank.org/indicator/NY.GDP.PCAP.CD?locations=ZM
https://trendeconomy.com/data/h2/Zambia/TOTAL
https://prais.unccd.int/sites/default/files/2018-08/LCMS%202015%20Summary%20Report.pdf
https://prais.unccd.int/sites/default/files/2018-08/LCMS%202015%20Summary%20Report.pdf
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１-２ 無償資金協力の背景・経緯および概要 

ザンビアでは第 8 次国家開発計画（8NDP）では、産業化と多様化による経済転換のため、科学・技

術・イノベーション（STI）と研究開発（R&D）の推進を強く打ち出しており、この方針に向け STEM
（Science, Technology, Engineering and Mathematics）教育の推進を明記している。また、2021 年に政

権についたハカインデ・ヒチレマ大統領の公約のもとに中等教育の無償化が進められ、中等レベルの

生徒数が増加しており、2021 年から 2022 年にかけて生徒が急増し、中等学校の整備も喫緊の課題と

なっている。さらに、現在改定が進められている国家教育政策（National Policy in Education 1996 年

版の改定）の中でも、教育政策の目標６として「ザンビア国を STEM 分野、言語、美術、幼児教育の地

域教育ハブとする」ことを掲げている。 

STEM教育は、2000年代以降に世界的なトレンドとなっていたが、近年アフリカ諸国でも導入が進み、

ザンビア教育省（MoE）では「ザンビア STEM 戦略ノート」（Strategic Note on STEM Education in 
Zambia）を 2019 年に策定し、翌 2020 年には国立科学センター（NSC）を通じて「STEM 教育評価ガイ

ドライン」（Guideline for Assessing STEM Education in Zambia）と「STEM 中等学校における STEM 教

育実施評価」（Assessment of STEM Education Implementation in STEM Secondary Schools）を策定し

た。ザンビアの STEM 教育では 8-12 年生の生徒を対象に「問題解決力」「批判的思考」「創造性」に

重点を置いており、従来の科学・数学分野に加えて農業、設計・技術、ホスピタリティ・観光なども教育

カリキュラムに加えられている 。計画では NSC を通じて 2024 年までに、全国の中等学校 1,290 校

（2020 年） のうち 52 校を STEM 中等教育校とする予定で、2020 年に 15 校を認定し STEM 教育を

試験導入した。試験導入を通じて生徒中心の教授法や評価方法等の定着に係る課題や施設・機材

の不足が指摘され、NSC はカリキュラムの整備、教員養成、施設・機材整備を並行して行っている。 

また COVID-19 の影響によって 2020 年 3 月以降、全国的な学校閉鎖となったザンビア中等教育で

は、遠隔教育の重要性も高く、NSC は MoE の DODE （Directorate of Open and Distance Education）
と協働し、オンラインによる教員養成のコンテンツ作成を目指しており、本プロジェクトでも STEM 教育

環境の実現に加えて、STEM 科目にかかる教員の現職研修（in-service training）が期待されている。 

このような背景のもと、本プロジェクトは全国 10 州 10 校の STEM 中等学校、NSC 本部のラボを対象

に、機材供与または施設整備を行うことで、STEM カリキュラムの実践環境の改善および教員研修機

会の拡充を計り、授業の質の向上を目指すものである。 
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１-３ 我が国の援助動向 

対ザンビア国の国別開発協力方針では 3 つの重点分野のうち、経済活動を支えるインフラ整備・社会

サービスの向上を重点分野２として取り組んでおり、教育・人材育成分野プログラムの中で以下のよう

な協力が過去 10 年以内に実施されてきた。 

表 1-16 我が国の援助動向一覧 

実施期間 名称 内容 
2011～2015 年 教員の授業実践能力の強

化（STEPS）（技術協力プロ
ジェクト） 

SMASTE理科研究授業支援プロジェクト（2005-11年）の成
果を全国 9 州に拡大、定着させる事業、校内研修を充実さ
せるための教授技術ハンドブック、マネジメントガイドブック
が整備された。 

2012～2015 年 教育政策アドバイザー（個
別専門家） 

技術協力プロジェクトと NSC の研究棟設立を支援、マスタ
ープランの実現を図るために個別専門家が MoE に派遣さ
れた。 

2011, 2012, 
2016 年 

貧困削減戦略支援無償資
金協力（教育） 

SMASTE 理科研究授業支援プロジェクトとその後のマスタ
ープランを実現させるための無償資金協力として、3 年間
に渡り総額 9 億円の財政支援が行われ、NSC 本部のラボ
棟が建設された。 

2016～2019 年 教員養成校と学校現場との
連携による教育の質改善プ
ロジェクト（技術協力プロジ
ェクト） 

「学校ベースの継続的な職能開発マスタープラン（2011）」
の授業研究と教材研究を教員養成校に導入して指導力を
向上させる事業。3 州の教員養成校においてザンビア側が
自立的にカリキュラムと教材策定できるよう能力強化した。 

2017 年以前～
2020 年度 

アフリカ域内理数科教育に
おける授業研究の知見を
通じた教授法の改善（第三
国研修） 

NSC が 2017 年から他のアフリカ諸国をザンビアに招いて
実施している研修。2019 年 5 月には 12 ヵ国から 47 名が
参加して 6 日間のアドバンスコースが実施された。 

 

JICA では次期技術協力プロジェクトを計画しており、STEM 教育の中核を担っている中等教育に重

点を置き、次期カリキュラム改定に向けた計画段階から協力を行い、子どもの学びの改善に即した中

等理数科のカリキュラム・教科書・教師用指導書の改定、教員研修を実施することを通じて、生徒の学

力改善を目指している。 

TICAD8 チュニス宣言では、総論として「アフリカの潜在性が世界の成長の原動力」として「人への投

資が一層重要」としており、持続可能な経済成長と発展のための構造転換の実現の一つの要素として

産業人材育成を強調している。日本は、この枠組を踏まえ、「人」注目した日本らしいアプローチを推

進するとして、教育分野では、子どもの学びを改善し、STEM 教育を含む質の高い教育の提供と女子

の質の高い教育へのアクセスの改善への支援への取り組みを表明している 26。SDGs「4.1 無償・公

正・質の高い初等・中等教育を修了できるようにする」の達成にも寄与するものであり、本プロジェクト

による STEM 中等学校における理数科教育強化はこの方針に合致するものである。 

 

 

 

26  TICAD8 日本の取組 第 8 回アフリカ開発会議（TICAD8）（チュニジア開催）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/afr/af2/page24_001517.html 
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１-４ 他ドナーの援助動向 

中等教育支援では、世界銀行がすでにあるスキームを利用して 85 校の中等学校を建設しており、政

府が打ち出している 200 校の中等学校増設に向けて今後、世界銀行がさらに支援の追加を行う可能

性が高い。その他、本調査において MoE の計画局より取り付けたリストは以下の通りである。 

表 1-17 他ドナーの支援状況 

支援機関 プロジェクト 期間 支援額（千
USD） プロジェクト内容 

FCDO 
女子教育プ
ログラム

（CAMFED） 
2016-2025 N/A フェーズ１から続く女子教育支援。40 万人の女子が

中等教育（G8 と G9）を修了することを目指す。 

USAID 初等教育支
援 2017-2026 87,496 

初等教育における識字を中心とした５つのプロジェク
トを展開する。教員養成や試験センターのキャパビ
ル、教材の配布などを含めた包括的な支援。 

アイルランド
大使館 

中等教育奨
学金支援 2018-2021 4,440 

2021年まで継続していた中等教育への奨学金支援。
交通費などもカバーするもので、卒業後のライフスキ
ル研修も実施。 

UNICEF 初等中等教
育支援 2016-2021 N/A 

幼児教育から初等教育まで幅広く支援。中等教育で
はオルタナティブ教育やキャリアガイダンスなどを
MoE に提案。 

UNICEF 
コロナ対応
緊急教育支

援 
2020-2021 10,000 コロナ禍による学校閉鎖に対応するための緊急プロ

ジェクト。世界銀行の支援でラジオ教育などを推進。 

世界銀行 教育拡充プ
ロジェクト 2017-2022 60,000 初等中等教育における理数科教員の教員養成と研

修支援。 

世界銀行 教育拡充追
加ファンド 2020-2025 120,000 ターゲットとなる初等中等教育機関を拡大し、特に女

子のドロップアウトを防ぐための支援を実施。 

UNESCO 性教育およ
び教員養成 2019-2023 8,400 初等中等教育機関向けのリプロダクティブヘルスのカ

リキュラム作成、教員研修。 
出典: MoE のデータをもとに調査団が作成 

E-learning という点ではコロナ禍による学校閉鎖に対し UNICEF が世界銀行より 1000 万ドル（約 13 億

円）の緊急支援を受けて遠隔教育の拡充を図っており、DODE と EBS と協働で実施された。EBS のラ

ジオ向けコンテンツを更新し、ルサカ周辺でしか受信できなかったプログラムを地方のラジオ局に届け

るよう支援した。 

また UNESCO は 2022 年より 2 ヵ所の教員養成校で ICT 教育の教員研修拡充のパイロット事業を実

施予定である。このうち 1 校、南部州 Charles Lwanga 校は JICA の技術協力プロジェクトが 2019 年ま

で理数科教育の教授法を指導しており、継続したドナー支援による相乗効果が期待される。 

教育関連のドナー間での共通認識として、コロナ禍における学びの損失が非常に大きいなかで、特に

初等教育への投入に重点を置いている点と、地域格差を是正するための遠隔州への支援拡充が挙

げられる。なお、ザンビアでは地域のバランスや公正性には特に注意が必要とされており、世界銀行

の教育拡充プロジェクトで 10 州のうち 9 州を対象としたところ国会で問題となったことがある。本プロジ

ェクトでも対象サイト選定では全 10 州から行われた。 

本調査では、理数科教育の分野での NSC に対する日本の一貫した支援について他ドナーが認めて

いること、また STEM 中等学校については他ドナーが支援の対象としていないこと（支援の重複がな

いこと）を確認した。 
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第２章  プロジェクトを取り巻く状況 

２-１ プロジェクトの実施体制 

２-１-１  組織・人員 

（１）教育省 

ザンビア教育省は新政権の元で現在組織の改編中であるが、主要な部署は 2 名の事務次官

（Permanent Secretary）の下にそれぞれ配置されている。本プロジェクトの実施を担う NSC は技術サー

ビス部門の事務次官が管轄している。ザンビア国の当該セクターにおける事務次官の裁量は非常に

大きい。 

 
 

 
 

図 2-1 教育省組織図（技術サービス部門と事務部門） 

出典：MoE ホームページ（https://www.edu.gov.zm/?page_id=802）を参考に調査団作成 

（２）NSC 

本プロジェクトの実施機関の NSC は、MoE の局として位置づけられ、STEM 科目の教育と学習を促

進、向上させるため、研究・開発、STEM 教員の訓練、STEM 科目間の調整、ラボの設計、ライブラリ

ーサービス、教材制作などを行っている。ルサカ本部に職員として 42 名のほか契約職員がおり、「研

究とイノベーション」「訓練とカリキュラム支援」「生産と維持管理」の 3 つの部門に組織されており、この

ほか南部州チョマ市の PEO（州教育局）に 5 名、北部州カサマ市の PEO に 4 名が勤務している。NSC
本部には日本留学経験もあり親日派のバンダ局長以下、第三国研修や技術協力プロジェクトを担当

したナルべ副局長、チレヤ副局長が在籍しており、これまでの JICA 支援の経験が生かされる環境に

ある。 

https://www.edu.gov.zm/?page_id=802
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２-１-２  財政・予算 

（１）教育省 

教育省予算のうち費目別予算推移、校種別推移、中等教育分野の推移について次表のとおり示す。

なお、ザンビア政府の国家予算は、近年順調に増加しており、2021年1196億ZMK、2022年予算は、

1730 億 ZMK となっている。一方、教育予算は漸増傾向にあり国家予算の増加傾向と乖離している。 

表 2-1 教育省費目別予算の推移 

単位: 百万 ZMK 

  2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 
個人報酬/謝礼 7,814 85% 8,116 84.7% 9,121 90.2% 9,212 91.2% 9,292 88.7% 
商品・サービス 303 3.3% 188 2.0% 223 2.2% 375 3.7% 24 0.2% 
振替、補助金 433 4.7% 530 5.5% 502 5% 471 4.7% 1,142 10.9% 
設備投資 638 6.9% 740 7.7% 0  0  0  
負債 0  3 0.03% 0  0  0  
資産 0  0  266 2.6% 46 0.5% 22 0.2% 
合計 9,187 100% 9,577 100% 10,113 100% 10,103 100% 10,480 100% 
出典：National Budget 2019-2022 https://www.mofnp.gov.zm/?page_id=4096）を参考に調査団作成 

※2020 年のみ承認済みではなく予定予算となっている。表 2-2, 3 も同様 

 

教育省の予算項目は①個人報酬/謝礼、②商品・サービス、③振替、補助金、④設備投資、⑤負債、

⑥資産の 6 項目に分類される。項目により年ごとに占める割合が異なるが、全体予算は増加傾向にあ

る。また 2020 年のみ未承認（申請）予算での記載となっている。 

次に校種別の推移をみると、初等・中等教育への予算配分が大半を占めている。特に横ばいであっ

た中等教育への予算配分が 2021 年には、27.9％となっており、前年度（22.2％）に比べ 5％以上も大

きく増加している。加えて、2022 年には、39.5 億 ZMK と、前年の 2021 年の 25.4 億 ZMK から大幅

に増加しており、これは中等教育の無償化の導入が大きな要因である 27。また大学教育の項目もあっ

たが、2017～2020 年においては、予算が確保されていない状況である。 

表 2-2 教育省校種別予算の推移 

単位: 百万 ZMK 

  2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 
就学前教育 37 0.4% 115 1.2% 14 0.1% 11 0.1% 13 0.7% 
初等教育 6,186 67.3% 6,226 65.0% 6,983 69.1% 6,998 69.3% 7,055 56.2% 
中等教育 2,138 23.3% 2,292 23.9% 2,235 22.1% 2,240 22.2% 2,546 27.9% 
識字教育 1 0.0% 1 0.0% 1 0.0% 1 0.0% 2 6.8% 
管理サポート 826 9.0% 943 9.8% 879 8.7% 854 8.4% 865 8.4% 

合計 9,187 100% 9,577 100% 10,113 100% 10,103 100% 10,480 100% 
出典：National Budget 2019-2022 https://www.mofnp.gov.zm/?page_id=4096）を参考に調査団作成 

 

 

 

27 An Analysis of the 2022 Education and Skills Sector Budget in Zambia, Zambia National Education Coalition  

https://www.mofnp.gov.zm/?page_id=4096
https://www.mofnp.gov.zm/?page_id=4096
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表 2-3 中等教育に関する予算の推移 

単位: 百万 ZMK 

  2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 
中等教育の提
供・実施   1,631 76.3% 1,679 75.9% 1,966 88.0% 2,192 97.9% 2,523 99.1% 

オープン・遠
隔教育 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

教員教育、特
別支援 13 0.6% 9 0.4% 4 0.2% 1 0.0% 0 0.0% 

教育基準、査
定と評価 4 0.2% 5 0.2% 2 0.1% 1 0.0% 0 0.0% 

カリキュラムと
教材開発 40 1.9% 9 0.4% 4 0.2% 1 0.1% 0 0.0% 

インフラ整備
開発 450 21.0% 510 23.1% 259 11.6% 44 2.0% 22 0.9% 

合計 2,138 100% 2,212 100% 2,235 100% 2,240 100% 2,546 100% 
出典：National Budget 2019-2022 https://www.mofnp.gov.zm/?page_id=4096）を参考に調査団作成 

大学教育予算については省庁再編により、高等教育が新たに MoE の管轄となった 2021 年以降の予

算が示されている。 

（２）NSC 

NSC の予算執行状況は次表の通りである。予算の合計では 2020 年と 2021 年は同額であるが、2022
年度は 15％増額されている。研修の実施状況については、コロナの影響から 2020 年はオンライン研

修のみ実施され予算執行率が 34％、2021 年も 67％と低い状況が続いていたが、2022 年は 5 月に西

部、東部の 2 州で大規模な教員向け研修が実施され（486 名）、順調に研修事業が進められているこ

とが確認された。 

表 2-4 NSC3 カ年予算および執行状況（調査団入手資料より翻訳） 

単位: 千 ZMK 

費目 
2020 2021 2022 

予算 支出 構成比
（支出） 予算 支出 構成比

（支出） 予算 

研究開発費 （R&I） 4,900 3,958 22.2% 4,061 4,048 21.7% 4,670 
制 作 維 持 管 理
（P&M）  9,790 9,702 54.4% 4,675 4,620 24.7% 9,411 

研修・カリキュラム支
援 （T&CS） 3,835 1,309 7.3% 6,225 4,231 22.6% 5,223 

管 理 ・ サ ポ ー ト 
（M&SS） 2,863 2,853 16.0% 6,428 5,793 31.0% 5,293 

合計 21,388 17,824 100.0% 21,388 18,692 100.0% 24,596 

 

 

https://www.mofnp.gov.zm/?page_id=4096


 25 

２-１-３ 技術水準 

実施機関である NSC は 2011～16 年に貧困削減戦略支援無償資金を活用したルサカの本部、ラボ

棟の建設プロジェクトを経験しており、MoE の調達供給ユニット 28（Ministry of Education Procurement 
and Supplies Unit、以下「MEPSU」）、同インフラ局の教育プロジェクト実施ユニット（Zambia Education 
Project Implementation Unit、以下「ZEPIU」）との協働によりプロジェクトを進めた。本プロジェクトでも、

同様にこれらの専門性の高い局、ユニットと協働することで支障なくプロジェクトを進めることができると

判断される。 

２-１-４ 既存施設・機材 

（１）既存施設 

対象 10 校は各州から STEM 教育を導入するために選ばれた学校であり、レベルの高さが伺える。従

前の技術学校（Technical Secondary School）であり、実技系ワークショップや機材が充実している。各

校の施設概要は次表のとおり整理される。なお、表中、東部州の Chizongwe 以下の 6 校は現地コン

サルタントへの再委託により調査を実施、質問表と写真撮影によって状況を確認した。 

対象 10 校のうち、2013 年に開校した Kapiri 校、Musonda Girls 校を除く 8 校は、いずれも歴史ある古

い学校であり、窓ガラスや給排水、電気設備に不具合が確認されるが、建屋自体は堅牢であり増築や

改修を重ねてきており、大切に利用されていることが分かる。 

表 2-5 対象校の施設概要 

州 学校名 科学系ラ
ボ 

実技系
WS 

家政科系
WS ICT 学生寮 設立年、特徴 

中央 Kapiri Girls 3 2 1 1 あり 
2013 年、女子の国立校は当
該校の他 1 校のみ 

コッパーベ
ルト Chiwala 2 4 なし 1 あり 

1963 年、管理状態が良く意欲
が感じられる、過去に増築が
行われている 

ルサカ David Kaunda 5 11 3 2 あり 
1931 年、首都の歴史ある名門
校、過去に改修・増築が行わ
れている 

南部 Hillcrest 5 10 3 3 あり 
1956 年、歴史ある学校の一つ
で、過去に改修・増築が行わ
れている 

東部 Chizongwe 2 3 なし 1 あり 1955 年、歴史ある学校の一つ 

ルアプラ Musonda 
Girls 3 2 1 なし あり 

2013 年、施設・設備は整って
いる 

ムチンガ Kenneth 
Kaunda 3 3 なし 1 あり 

1965 年、設備は老朽化してい
る 

北部 Mungwi 2 2 なし なし あり 
1960 年、設備は老朽化してい
る 

北西部 Solwezi 2 5 なし 1 あり 
1957 年、設備は老朽化してい
るが、良く維持管理されている 

西部 Kambule 2 3 なし 1 あり 
1907 年、最古の学校、設備は
老朽化しているが良く維持管
理されている 

 

 

28 現在、MoE は組織改編中のため、本報告書では従来の組織図に沿った記述とする。 
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（２）既存機材 

対象 10 校の既存機材の充足状況、保管・維持管理の状況について確認した。基礎的機材は概ね整

備されているものの適正な人数実験や実習できる数量には不足している。また、老朽化している機材

もあり、木工や金属加工で使用される旋盤、剪断機、帯鋸などの大型機械は使えない状態のものが多

い。これらは修理予算が無い、補修部品やスペアパーツ調達先が国内に無い、校内に技術者が無い

などの理由から修理がされずそのままとなっている。 

保管状況として、どこも盗難対策はされているものの、準備室やキャビネットで機材が無造作に置かれ

ており、整理整頓がされていない学校が多い。学期ごとに員数検査が行われるが、定期的なメンテナ

ンスはされておらず、専門的な体制もない。 

２-２ プロジェクトサイトおよび周辺状況 

２-２-１ 関連インフラの整備状況 

対象サイトのアクセス、ならびにインフラ整備状況は次表のように整理される。機材のみの供与する 6
校 は遠隔地にあるが、アクセス上の大きな支障は無いものの、調達ルートは天候やその時点での道

路状況によるため、実施時に改めて確認、詳細に検討が必要である。なお、全てのサイトは既存校で

一般住民の家屋また耕作地は存在せず非自発的移転は発生しない。 

表 2-6 対象サイトの関連インフラ 

州 学校名 アクセス 給水 電気 インターネット 

中央 Kapiri 
Girls 

幹線道路から 1.3km 未

舗装 
敷地内に井戸（4 本）あ

り、給水量は十分 
変圧器（315kVA）、新

設建屋に供給可能 
現在なし、MTN 支援

により接続の予定 

コッパ
ーベル

ト 
Chiwala 

幹線道路から 7.0km 未

舗装 

敷地外の井戸が主水

源、取水時間に制限あ

り、敷地内の井戸（2本）

は水量乏しい 

変圧器（315kVA）、新

設建屋に供給可能 

携帯電話ネットワーク

利用、ZAMREN によ

る地上線引込の予定 

ルサカ David 
Kaunda 

市街地に立地、アクセ

ス良好 
敷地内に井戸（7 本）あ

り、給水量は十分 
変圧器（500kVA）、新

設建屋に供給可能 
地上線による通信で

良好 

南部 Hillcrest 
市街地に立地、アクセ

ス良好 
敷地内に井戸（3 本）あ

り、給水量は十分 
敷地内に変圧器あり 

1 回線、携帯電話を

利用 

東部 Chizon-
gwe 

首都から州都（570km）

は一部悪路だが概ね良

好、サイトは幹線道路か

ら 1km 未舗装 

学校には給水はあるも

のの実験水栓はない 
三相電源の利用が可能 

ZAMREN によるフリ

ーWi-Fi の利用が可

能、Airtel の方が早い 

ルアプ
ラ 

Musonda 
Girls 

首都からのアクセスは

一部悪路だが比較的良

好 

実験・実習室への給水

はある 
三相電源は利用不可 

携帯ネットワークによ

る、比較的遅い 

ムチン
ガ 

Kenneth 
Kaunda 

首都からアクセス路は

一部悪路、低速走行と

なり一日がかり、修復中 

学校には給水はあるも

のの実験水栓はない 
三相電源の利用が可能 無し 

北部 Mungwi 
首都から州都（850km）

は一部悪路で補修中、

州都からサイトは良好 

学校には給水はあるも

のの実験水栓は破損し

使えない 
三相電源の利用が可能 無し 

北西部 Solwezi 首都から州都までは良

好、市街地に立地 

学校には給水はあるも

のの実験室には給水さ

れていない 
三相電源の利用が可能 

有線のネットワーク

（5.6Mbps）が利用可

能 

西部 Kambule 

首 都 か ら 州 都 ま で

600km、舗装路でアク

セスは良好、市街地に

立地 

実験室には給水されて

いるが、配管が老朽化

し漏水している 
三相電源の利用が可能 

プロバイダーへの支

払ができず現在は未

接続 
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２-２-２ 自然条件 

ザンビアは南部アフリカの内陸国であり、日本の約 2 倍の 75.3 万㎢の国土を有する。タンザニア、マラ

ウイ、モザンビーク、ジンバブエ、ボツワナ、ナミビア、アンゴラ、コンゴ民主共和国の 8 カ国と国境を接

する。国名の由来にもなっているザンベジ川はザンビア北部に端を発し、西部州を縦貫し国境の南端

に沿って流れ、ナミビア、ボツワナ、ジンバブエとの国境を形成し、モザンビークへと抜ける。観光資源

であるヴィクトリアの滝や国土中部を流れるカフエ川や東部を流れるルアングワ川などもザンベジ川水

系の一部である。 

（１）敷地・地勢 

国土の大部分は平均標高 1000m～1300m の高原であり、建設サイトはいずれも 1,300m の高台にあ

り、河川から離れている。Chiwala 校は緩い傾斜地に、他 2 サイトはほぼ平坦な地形である。現地調査

では現地再委託により計画サイトの指定範囲で平面およびレベル測量を行った。測量範囲は DK 校

が 14.1ha、Chiwala 校が 18.2ha、Kapiri 校が 28.8ha である。測量対象は、敷地境界、アクセス道路、

既存建物などの構造物、電線、樹木などの顕著な対象物であり、5ｍグリッドで 0.5ｍごとの等高線を表

示する。 

（２）土質・地盤 

施設の基礎設計のため、各建設サイトで現地再委託により地盤調査を実施した。調査項目はボーリン

グにより深さ 10m までの 1m 毎の標準貫入試験（SPT=Standard Penetration Test）、ならびに採取した

サンプルのラボ試験である。地盤調査時には建設位置が特定できなかったため、可能性のある広範

囲で調査を実施した。SPT は EN ISO 22476-3 により、ラボ試験は粒度分布（Sieve Analysis）、含水量

（Moisture content）、アッターベルグ限界（Atterberg Limits）、比重（Specific Gravity）、三軸圧縮試験

（Triaxial Compression）である。各サイトでのボーリングの結果の概要は次表のとおりである。なお、ボ

ーリングの範囲内では地下水位には当たらなかった。 

表 2-7 ボーリング調査結果の概要 

  地点 表土の性状 建設位置の N 値 
Chiwala 校 10 赤茶色の砂質粘土（Sandy Clay, Brown Red） 4-6 
Kapiri 校 12 黄色または灰色の砂（Sand, Yellow Orange/Gray） ホステル: 4-8 

      ラボ棟: 6-7 
DK 校 6 赤茶色の砂質粘土（Sandy Clay, Brown Red） 4-8 

（３）気象条件 

ケッペンの気候区分によると多くが温帯冬季少雨気候（Cwa）であり、国境近くにサバナ気候（Aw）や

ステップ気候（BSh）が見られる。ルサカとンドラの月別平均気温は 15℃～23℃と一年を通じての寒暖

の差は比較的少ないが、日較差は 15 度程度と比較的大きい。南半球にあり冬季にあたる 4～10 月
が乾季、夏季の 11～3 月が雨期、年間降雨量は 1,200～1,300mm 程度である。 
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図 2-2 ルサカ、ンドラ市の月別気温、降雨量、東京との比較 

出典：Weatherbase（https://www.weatherbase.com/）のデータにもとづき調査団作成 

ザンビア国は内陸国であることから、サイクロンによる被災もなく、下図から分かるように風速は

28km/h（7.8m/s）以下がほとんどで、まれに 38km/h（10.5m/s）も見られる。冬季に 61km/h（16.9m/s）
以下の風が吹く東京と比べて穏やかな環境といえる。 

 
図 2-3 ルサカ市（左）、東京（右）における月別風速分布 

出典: Meteoblue（https://www.meteoblue.com/en/weather/week/lusaka_zambia_909137） 

https://www.weatherbase.com/
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（４）自然災害 

建設サイトとなる 3 つの市の災害種別リスクは次表のように整理される。また、EM-DAT では洪水と干

ばつが確認されている。 

表 2-8 災害種別のリスク 

 地震 サイクロン 猛暑 河川氾濫 都市洪水 水不足 地滑り 

ンドラ市 可能性低い 非常に稀 可能性低い 非常に稀 非常に稀 非常に稀 非常に稀 

カピリ市 
可能性低い 非常に稀 

中程度の可
能性 

可能性低い 非常に稀 非常に稀 非常に稀 

ルサカ市 可能性低い 非常に稀 可能性低い 非常に稀 非常に稀 非常に稀 非常に稀 

出典: Think Hazard （https://thinkhazard.org/en/report/3430-zambia-lusaka/EH） 

地震 

1970 年以降（過去 50 年程）のザンビア周辺でのマグニチュー

ド 4（M4）以上の地震記録によると、南部州カリバ湖畔で多く

起きている。構造物への影響が小さい M4 は 1,811 回、M 6 を

超える地震は隣国マラウイとタンザニアで発生している。 

出典： Incorporated Research Institutions for Seismology （ IRIS） 
Earthquake Browser を基に調査団作成 

一方、地震に係るハザードマップ（下図）によると、対象地域

は修正メルカリ震度階級 6 度（気象庁震度階級でやや弱い 
4 度相当）に区分される 29。 

 
出典：OCHA Regional Office for Central and East Africa （2007）, Earthquake Risk in Africa 

図 2-4 南部アフリカの地震ハザードマップ 

 

 

29 https://note.com/sopin_porchicke/n/ncc975bb9dd1d（2022 年 6 月 6 日アクセス） 

https://note.com/sopin_porchicke/n/ncc975bb9dd1d
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２-２-３ 環境社会配慮 

（１）プロジェクト実施による自然・社会環境への影響と環境社会配慮 

本プロジェクトは、土地使用権が確認された既存中等学校の敷地内に、実験室や学生寮（hostel）を建

設するものであり、新たな土地の取得やプロジェクトによる生徒数の増加はない。また、どのサイトも生

態学的あるいは環境保護面で特殊な地域に該当しない。 

（２）環境社会配慮に係るザンビア国側の手続き 

ザンビアでは、環境・公害防止規制（Environmental and Pollution Control Regulation、1997） により環

境・社会に影響を及ぼす可能性のある開発行為について、事業実施者が環境社会への影響を事前

評価し、ザンビア環境管理庁（Zambia Environment Management Agency、以下、「ZEMA」）に評価報

告を提出し、ZEMA による審査を受け計画承認を得ることが求められている。ZEMA は開発行為者か

ら提出される Project Proposal にもとづき、環境への影響の度合いに応じ Environment Impact 
Statement（EIA に相当する。以下、「EIS」）の提出、または Environmental Project Brief（IEE に相当す

る。以下、「EPB」）の提出、あるいは EIS および EPB の提出が不要（No Objection）と判断する。 

MoE は施設の概略設計にもとづき Project Proposal を ZEMA に提出し、ZEMA は Project Proposal に
もとづき影響の度合いが低いと判断し、すでに No objection レターを発行した。 

 

２-３ その他（グローバルイシュー） 

ザンビアでは国家ジェンダー政策（National Gender Policy 2000、同 2014）の中で分野ごとに課題の分

析と施策が提示されていて、教育・TEVET 分野では教育施設のインフラ環境改善、技術分野におけ

る女子生徒の就学促進、女子生徒および女性教員のニーズに沿ったトイレや水回りの環境整備が掲

げられている。法制度としては 2015 年にジェンダー平等法（The Gender Equity and Equality Act）によ

り、教育におけるジェンダー平等推進が謳われ、教育政策や教育プログラムにおけるジェンダー・ステ

レオタイプおよびジェンダーに基づく暴力を排除すること、国内すべての教育機関におけるカリキュラ

ムにジェンダー平等の理念およびジェンダーや人権に関する課題を組み込むこと、女子生徒に特有

のニーズを認識し対策に取り組むこと、伝統的に男子生徒が多い教科において女子生徒の参加を向

上させることが推奨されている。 

本プロジェクトはここに上げられた女子就学促進を進めるザンビアの教育政策に適った内容となって

おり、女子に向けての STEM 教育の機会拡大と就学促進のための学生寮の建設、またジェンダー配

慮の設計手法などにより、ザンビア政府の取り組みを支援するものとなっている。 
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第３章  プロジェクトの内容 

３-１ プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、対象となる STEM 中等学校において実験室（以下、「ラボ」）や教育機材の不足の

状況を解消し、STEM 教育の推進に寄与する計画を策定する。計画の策定にあたり、形成過程にある

STEM 教育内容に合わせてフレキシブルに対応できるよう設備の更新、多様な学習形態への対応な

どが可能となるような施設設計とし、また脱炭素、ICT活用の観点から、新しい価値を付加することを目

指す。さらに、STEM 中等学校だけではなく、NSC 本部のラボに機材供与をすることにより、オンライン

による教員養成のコンテンツ作成を通じ、教員研修に寄与することも目指す。 

 

３-２ 協力対象事業の概略設計 

３-２-１ 設計方針 

（１）協力対象範囲、全体規模の設定 

1） 要請サイトの評価・選定 

先方政府は全国 10 州から各 1 校の中等学校を要請してきた。このうち 4 校が施設建設と機材供与の

対象校であり、残り6校が機材供与のみの対象校である。STEM校には共学、女子校、男子校があり、

共学校が 2 校、女子校 2 校、男子校 6 校が選定されており、一定のジェンダー配慮がされている。ま

た、STEM 中等学校には国立、州立、郡立の 3 種類があるが、本プロジェクトでは国立と州立が優先

的に選定されている。立地としては施設建設校では中央州以外は州都または最大都市に立地してお

り、機材供与校でもルアプラ州以外では交通の便利な州都に立地している。なお、この他に STEM 教

育のコンテンツ作成のため、NSC の本部ラボへの機材供与も要請されている。 

要請サイトの評価、選定は候補サイトの踏査にもとづき行った。 

表 3-1 要請サイトの概要 

州 学校名 区分 1 区分 2 要請内容 
生徒数 教員数 

全体 女子 全体 STEM 有資格 
中央 Kapiri Girls 女子 国立 施設+機材 557 557 50 26 50 

コッパーベルト Chiwala 男子 州立 施設+機材 740 11 66 39 58 
ルサカ David Kaunda 共学 国立 施設+機材 1,033 255 55 35 63 
南部 Hillcrest 男子 国立 施設+機材 1153 34 77 38 66 
東部 Chizon-gwe 男子 州立 機材 810 0 70 29 57 

ルアプラ Muson-da Girls 女子 州立 機材 500 500 58 29 39 
ムチンガ Kenneth Kaunda 共学 州立 機材 1224 587 56 37 65 
北部 Mungwi 男子 州立 機材 1041 0 60 36 60 
北西部 Solwezi 男子 州立 機材 1,502 0 65 34 60 
西部 Kambule 男子 州立 機材 1225 0 70 28 70 

合計         9,785 1,944 627 331 588 
出典: NSC 回答にもとづき、調査団が集計（2023 年 8 月） 
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図 3-1 調査対象校の位置 

施設建設+機材供与の対象校 

4 州 4 校のサイト調査で、学校の運営状況、既存施設と設備、機材の現状、敷地の特徴を確認した。

施設建設を行うという視点から以下を選定基準に評価した。Chiwala 校では給水時間の制約があるも

のの現在、大きな問題はなく学校運営を行っており、施設建設の支障になるとは判断しない。このため、

全てのサイトで施設建設が可能と評価した。 

 STEM カリキュラムを教えられる教師がいる 

 十分な生徒数がいる 

 他ドナーの施設整備計画と重複は無い 

 既存サイト内に建設のための十分なスペースがある 

 増設教室向けの電力供給、給水に問題がない 

 建設重機や資材搬入のアクセスに問題がない 

他方、事業規模の制約から 4 サイトのうち効率的な投資効果が期待できる 3 つのサイトに絞る必要が

生じ、先方と協議を重ねて、Kapiri 校、Chiwala 校、DK 校の 3 サイトを施設建設の対象校として選定

し、Hillcrest 校は機材供与校とすることを合意した。 

機材供与校の対象校 

6 州 6 校のサイト調査で、学校の運営状況、既存施設と設備、機材の現状を確認した。機材供与校の

選定基準として以下を設定し評価した結果、いずれのサイトも機材供与を行うことが可能と判断した。 

 STEM カリキュラムを教えられる教師がいる 

 十分な生徒数がいる 
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 他ドナーの施設整備計画と重複は無い 

 トラックによる安全なアクセスが可能である 

 機材を設置する特別教室があり、機材を設置するテーブルや収納キャビネット、電力と給排水も

問題がない。防犯上の対策も施されている。 

2） 対象コンポーネントの選定の方法 

現地調査で入手した各校の時間割と生徒数、クラス数にもとづいて特別教室の需要算定を行う。各校

ごとのクラス別時間割を科目ごとに集計、週当たりの授業時間 50 コマで割ることで各科目の需要を算

定した。例えば Chiwala 校では週当たりの生物の授業時間が 82 時間、50 で割ると 1.64 が需要率とな

り、切り上げた 2 が必要教室数となる。時間割は各校の方針、施設・機材条件や各期によって流動的

であるため、本来は NSC の標準時間割により行うものだが正式な標準時間割は無く、ここでは各校の

時間割を参考とした。なお、各校の時間割は 8, 9 年生の標準時間割 30におおむね準拠しているが、

コンピュータ授業時間数は標準時間割より少ない傾向がある。 

時間割の特徴、留意点として以下がある。 

 STEM 中等学校では月から金まで 5 日間、おおむね朝 7:30 前後から 1 コマ 40 分の授業を 10 コ

マ行っており、途中休憩と昼食が入る。 

 学校ごとに設計・技術（Design & Technology、以下「DT」）、家庭・経済（Home & Economics、以下

「HE」）、また農業科学や自然科学に特化したコースが設定されている。 

 DT は、製図室や金工、木工、組積、電気の実習室（Workshop、以下「WS」）を使うが、時間割は

その区分は明示していないため、ここでは一括して計算した。 

 HE も、調理、縫製、家庭管理（Home Management）の各 WS を使うが、学校によって食品・栄養

（Food & Nutrition）のみ区分することもあるが、需要算定では一括する。 

また、各サイトの固有の状況として以下がある。 

 サイト調査により建設年、広さ、状態を確認した。建設年の古いものは構造の著しい劣化は見られ

ないが、一部設備の不具合が見られる。ここでは全て使えるものとした。 

 Kapiri 校は一般の後期中等学校として設計された建物を利用しており、STEM 校に用途変更する

ために、図書館を ICT 室に、生物ラボ、縫製 WS を一般教室に転用している。ここでは一般教室

を 1 室建設することで生物ラボを本来の用途に戻す前提で、既存教室数を計算した。 

 また、Kapiri 校では生徒数 509 人（2022 年時点、この項同様）に対し学生寮の定員は 352 人とな

っており 157 人分が不足しており、クリニックや WS、学生寮の入口部分などに仮住まいすることで

対応している。女子の就学需要を喚起する上で、Kapiri 校での学生寮の建設ニーズは高いと言

える。 

以上から、新規建設の需要を計算すると次表のようになる。 

 

 

30 NSC のプレゼンテーション資料から 
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表 3-2 4 サイトの需要計算 

 

出典: 各校の時間割、生徒数、クラス数のデータ（2022 年）にもとづき調査団が算定 
 

事業規模の想定とサイトの絞り込み 

上記試算の結果、建設規模は 4,500 ㎡程度、また Kapiri 校の学生寮を加えると 5,400 ㎡程度となり

31、想定される予算を超え、価格調整のためサイト数を絞り込む必要がある。NSC との協議の結果、

建設対象としてはコッパーベルト、中部、ルサカの 3 サイトとし、南部州には機材のみ供与することが

確認された（添付ミニッツ参照）。 

建設コンポーネントの選定 

 各校から聞き取った分野別の優先順位は、1 位が自然科学で 2 位が ICT または DT だが、前述

の需要計算にあるように DT と HE の新規需要は無いため、科学ラボと ICT・数学ラボが対象とな

る。 

 数学の授業時間数から割り出した数学ラボの需要（上表の[C]列）はかなり大きい。数学ラボは

ICT と数学、電子工学など横断的な授業をするものとして説明を受けているが、数学の全ての時

間がラボを使っての授業となるかは不明である。このため、STEM の新しい試みを支援する主旨

から各校 1 室ずつの整備とする。 

 

 

31   科学系ラボの大きさは既存のものから 14.0 m x 10.5 m=147 ㎡と想定し、廊下やトイレなどを加味して試算した。 

students 746 509 1070 1065
classes 25 15 28 28

[A] [B] [C] [D] [E] [A] [B] [C] [D] [E] [A] [B] [C] [D] [E] [A] [B] [C] [D] [E]
integrated science 76 1.52 2 2 40 0.8 1 1 48 0.96 1 1 45 0.9 1 1
agriculture 50 1 1 1 20 0.4 1 1 30 0.6 1 1 1
biology 82 1.64 2 2 51 1.02 2 2 129 2.58 3 1 2 109 2.18 3 1 2
chemistry 68 1.36 2 1 1 45 0.9 1 1 110 2.2 3 2 1 129 2.58 3 1 2
physics 74 1.48 2 1 1 45 0.9 1 1 110 2.2 3 2 1 128 2.56 3 1 2
computer studies 70 1.4 2 1 1 46 0.92 1 1 66 1.32 2 2 80 1.6 2 3
mathematics 174 3.48 4 1 95 1.9 3 1 170 3.4 5 1 180 3.6 5 1
additional math 21 0.42 ↑ 18 0.36 ↑ 42 0.84 ↑ 36 0.72 ↑

design and technology 111 2.22 3 4 49 0.98 1 3 110 2.2 3 12 103 2.06 3 10
home economics 32 0.64 1 1 20 0.4 1 1 22 0.44 1 2
food & nutrition 16 0.32 1 1 30 0.6 1 1 28 0.56 1 1
business studies 64 1.28 32 0.64 40 0.8 42 0.84
religious education 79 1.58 59 1.18 56 1.12 52 1.04
English 163 3.26 90 1.8 148 2.96 156 3.12
French 12 0.24 8 0.16
sports/clubs 52 1.04
geography/history 59 1.18 84 1.68 133 2.66 112 2.24
civil education 98 1.96 50 1 68 1.36 84 1.68
statistics 16 0.32
sure math. 10 0.2
local language 12 0.24 13 0.26
principle accounting 10 0.2 10 0.2
INDEX
[A] Total number of lessons per week
[B] [A]/50
[C] Roundup[B]
[D] Number of existing rooms, red means aged
[E] [C]-[D]

Chiwala Kapiri DK Hillcrest
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 統合科学（integrated science）は 8,9 年生で行われ、その内容は生物、物理、化学であり実習では

各科目のラボを使う。NSC との協議でもこれら 3 科目の優先順位が統合科学より高いことが確認

されており、統合科学の需要を各科目に割り振って計算する。 

 次表にあるとおり、物理の需要率が Chiwala 校では 1.99、Kapiri 校では 1.17、必要室数はこれを

切り上げるためともに 2 教室となるが、ラボの必要性は Kapiri 校の方が低い。化学でも同様であ

り、次表（[E]）では Kapiri 校で化学と物理実験室を共有することとした。 

以上から、3 校の建設コンポーネントを次表のように計算した。 

表 3-3 3 サイトの建設コンポーネントの検討 

 

出典: 調査団作成 

3） 施設規模・コンポーネント 

①ラボ棟 

前項の検討により、各サイトに建設するラボ棟の施設コンポーネントは次表のようになる。 

表 3-4 ラボ棟のコンポーネント 

 Chiwala 校 Kapiri 校 DK 校 

科学ラボ 6 室: 農業科学、生物 x3、 
物理、化学 1 室: 化学・物理 5 室: 農業科学、生物 x2、 

物理、化学 
数学ラボ 1 室 1 室 1 室 
ICT ラボ 1 室 - - 

その他 トイレ（男子生徒用、教員
用）、各ラボの準備/機材室 

一般教室、 
化学ラボの準備/機材室 

トイレ（男女生徒用、教員
用）、各ラボの準備/機材室 

 

なお、Kapiri 校のラボはトイレ棟に近接していることからトイレは不要とした。 

students 746 509 1070
classes 25 6.00 15 3.62 28 9.00

[A] [B] [C] [D] [E] [A] [B] [C] [D] [E] [A] [B] [C] [D] [E]
integrated science 76 1.52 40 0.8 48 0.96 1
agriculture 50 1 1 1 20 0.4 1 1 30 0.6 1 1
biology 82 2.15 3 3 51 1.29 2 2 129 2.9 3 1 2
chemistry 68 1.87 2 1 1 45 1.17 2 1 1 110 2.52 3 2 1
physics 74 1.99 2 1 1 45 1.17 2 1 110 2.52 3 2 1
computer studies 70 1.4 2 1 1 46 0.92 1 1 66 1.32 2 2
mathematics 174 3.48 4 1 95 1.9 3 1 170 3.4 5 1
additional math 21 0.42 ↑ 18 0.36 ↑ 42 0.84 ↑

design and technology 111 2.22 3 4 49 0.98 1 3 110 2.2 3 12
home economics 32 0.64 1 1 20 0.4 1 1
food & nutrition 16 0.32 1 1 30 0.6 1 1
business studies 64 1.28 32 0.64 40 0.8
religious education 79 1.58 59 1.18 56 1.12
English 163 3.26 90 1.8 148 2.96
French 12 0.24
sports/clubs 52 1.04
geography/history 59 1.18 84 1.68 133 2.66
civil education 98 1.96 50 1 68 1.36
local language 12 0.24 13 0.26
principle accounting 10 0.2 10 0.2
INDEX
[A] Total number of lessons per week
[B] [A]/50
[C] Roundup[B]
[D] Number of existing rooms, red means aged
[E] [C]-[D]

Chiwala Kapiri DK
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②学生寮 

Kapiri 校では生徒数 509 人（2022 年時点、この項同様）に対し学生寮の定員は 352 人となっており

157 人分が不足しており、本プロジェクトではこの不足数 157 人を目標として計画する。 

（２）自然環境条件に対する方針 

1） 気象条件への対応 

ザンビアの国土はアフリカ大陸の内陸部に位置し、国土は大きく平均標高 1,000m～1,300m の古い

花崗岩台地とルアングア（Luangwa）の谷に大きく分かれる。計画対象となる 3 サイトは標高 1,300m 程

の台地上に位置する。ケッペンの気候区分では、ほぼ全域が温帯冬季少雨気候(Cwa）となっており 4
～10 月の乾季と 11～3 月の雨期に明確に分かれる。年間降雨量は 1,200～1,300mm 程度であり、

年間を通じた平均気温は 15℃～23℃と寒暖の差は比較的少ないが、日較差は約 15 度程度と比較

的大きい。 

本プロジェクトでは以下の方針で施設計画を行う。 

 自然通風による室内換気、また遮光しつつ自然採光により一定の室内照度の確保を図る方針と

する。東西に窓が向く箇所もあり直射光を遮るスクリーン状のレンガ組積壁（perforated brick 
masonry）などを計画する。 

 太陽光による直射熱を反射させるアルミフォイルシート（reflective foil insulation）を屋根の下に設

け、屋根面からの熱の影響を低減する。 

 降雨の雨音に対する遮音、断熱の目的から天井を設置する。 

2） 自然災害への対応 

対象校へのインタビューでは大きな自然災害の被災歴は確認されなかったが、DK 校では部分的に

冠水も確認されており、降雨時の短時間の冠水への備えとして既存建物と同程度の床高さとする

（Kapiri 校も）。強風はごく稀に突風（gust）として観測される程度であり、建物に深刻な影響は考えにく

いが、周囲に風を遮る障害物も少ないサイトもあることから構造設計での風荷重の設定を行う。 

対象地域では地震による被災履歴は確認されていないものの、地震に係るハザードマップ 32によ

ると、修正メルカリ震度階級 6 度（気象庁震度階級でやや弱い 4 度相当）に区分されている

ことから、構造設計では一定の地震荷重を考慮するものとする。 

3） 地形・地盤条件への対応 

対象サイトのうち Chiwala 校は地盤が傾斜しており、他の 2 校の地盤は平坦またはごく緩い傾斜であ

る。また、地盤調査の結果、いずれも比較的弱い地盤であることが判明しているが、膨張土は確認さ

れていない。これらの条件にもとづき地形、地盤への対応として以下を方針とする。 

 地盤が傾斜している Chiwala 校は現状地盤に沿って階段状に床レベルを設定、床レベルの差は

斜路や階段により解消する。また建物回りに雨水溝を設け、地盤が高い側からの雨水に備える。 

 地盤が平たんなDK、Kapiri校のラボは一時的な降雨による冠水に備えて既存の教室棟と同程度

の床高さ（周囲の地盤面+50cm）とする。 

 

 

32 OCHA Regional Office for Central and East Africa （2007）, Earthquake Risk in Africa 
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 複数棟が平行に並ぶ Kapiri 校の学生寮は、サイトの傾斜に応じて各棟の床レベルを設定する。 

 計画は平屋建てとし基礎への負担を減らす計画とする。 

（３）社会経済条件に対する方針 

ザンビアの犯罪発生率は他のアフリカ諸国と比べて特別高くはないが、施設設計では盗難・強盗など

の基礎的な防犯対策は必要となる。特に、ICT ラボは PC が集中して配置されており盗難のリスクが高

い。本プロジェクトでは以下のような盗難対策をとる。 

 ラボ棟と学生寮の外壁の窓はレンガスクリーン（perforated brick masonry）や防犯グリルを設置、エ

ントランスと避難口のドアはスチール製とする。 

 夜間の防犯照明として建物の外壁照明（wall washer light）を計画する。 

 複数棟が並ぶ Kapiri 校の学生寮は、既存学生寮と同様に塀で囲う形式とする。 

（４）建設事情／調達事情に対する方針 

1） 許認可等 

①土地利用許可 

本プロジェクトでは既存中等学校への増築工事であり、計画対象サイトの土地が政府所有である旨の

レターを MoE から受領している。（添付資料参照） 

②建築許可 

建築許可の申請はプロジェクトの主体者である教育省が行い、審査は地方行政機関が行う。Chiwala
校はンドラ市役所（Ndola city council）、DK 校はルサカ市役所（Lusaka City council）、また Kapiri 校
は中央州行政事務所が審査する。申請に必要な書類は申請書、ならびに土地所有権証と図面リスト

に示した図面（配置図、平面図、基礎伏図、立面図、断面図、建具図）となる。申請後、図面の一部は

消防局、保健局、環境局、水道事業者による承認を得るために回覧されるが、消防については事前

に協議を済ませておく必要がある 

審査期間は民間工事の場合などでは 2 か月以上を要するが、ルサカ市役所への聞き取りによると、本

プロジェクトでは 1 週間程度とのことである。 

2） 建築基準等 

①建築基準 

ザンビアでは建築審査で参照される公衆衛生法（Public Health Act）、消防（Fire Brigade）からの指導

が最も重要な設計上の規制となる。また、材料規格としては英国規格（British Standards、以下、「BS」）、
近隣の南アフリカ共和国基準（South African National Standards、以下「SANS」 ）やヨーロッパ規格

（European Standards、以下、「EN 規格」）が適用される。本プロジェクトの施設計画でも BS や EN 規

格、SANS、また確認申請時に審査の基本となる公衆衛生法（Public Health Act）を参照する方針とす

る。構造解析については日本の基準である日本建築学会指針に則して行う。 

②学校施設基準 

ザンビアでは教育法（The Education Act、2011 年、2021 年改訂）が施行されており、学校の運営や組

織等が規定されている。クラスあたりの生徒数も示されており、前期中等課程（8,9 年生）で 40 人/クラ
ス、後期中等課程（10-12 年生）で 35 人/クラスとされている。施設の寸法や要求事項など詳細な規定
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はなく、過去に建設された施設を踏襲している。本プロジェクトでは実施機関の NSC との協議を通じ、

近年建設された STEM 中等学校や NSC 本部の実験室棟などを参照し施設計画を行う。 

3） 建設事情･調達事情 

昨今の建設市場はコロナ禍の影響による建設活動の低下、就業機会の減少、建設費の支払い遅延

等に加え、ロックダウンなどの社会的・経済的な影響があり、建設を伴う投資案件の規模は大幅に縮

小した。国内大手クラスの施工業者へのインタビューでは、これらの国内の建設市場の冷え込みを背

景に本プロジェクトへの関心が示され、また施工業者の技術力・管理能力も確認され、業務遂行能力

はあると考えられる。 

本プロジェクトに必要となる建設資材のうち、国内生産されている資材は鉄筋、セメント、骨材、コンクリ

ートブロック等の一部の製品に限られ、多くの建設資材（合板、建築用仕上げ資材、設備・電気資材

等）は、経済圏を同じくする南アフリカからの輸入品であり、主にルサカにある国内サプライヤーから調

達となる。一時コロナ禍に伴うロックダウンにより物流に大きな影響を受けたが、緩和後はほぼ正常化

しており、主要資材の調達上の問題はないと考えられる。家具については南アフリカからの既製品を

扱うサプライヤーが主であり、自社製作している業者は少ない。 

昨今の原材料や燃料費の高騰に伴い、今後建設資材の上昇が懸念されるため、それらのリスクに配

慮して事業費の算定を行う必要がある。 

4） 労務事情 

いずれの地域でも一般労務の確保は可能だが、技術者や熟練工はルサカなど大都市での雇用が一

般的である。また、施工業者は規模に関わらずプロジェクト単位で技術者や熟練工を雇用する、地方

で建設する場合はルサカからこれら要員を派遣する傾向がある。本プロジェクトでも Kapiri 校、

Chiwala 校の建設ではルサカから熟練工を雇用し派遣することとなり、宿舎、交通費、出張手当に加

え、新型コロナウイルスに係る衛生規則に準拠した措置などを工事費の積算では考慮する。 

5） 輸送事情 

建設対象校のある地域では道路事情、路面状況は良好であり、各都市間は大型車両による資機材輸

送が可能な舗装された幹線道路で接続される。Kapiri 校、Chiwala 校へのアクセスでは、それぞれ

2km、3km の未舗装路の走行が必要となるが、平坦で雨期の際にも大型車両の通行に問題がない。

ルサカ市内の DK 校は全く問題がない。 

機材供与校は遠隔州にあり、首都ルサカからは遠く、また未舗装路や悪路でのアクセスとなるサイトも

多いが、雨期においてもアクセスは可能である。 

（５）現地業者の活用に係る方針 

1） 現地施工業者 

ザンビアでは施工業者は国家建設協議会（National Council for Construction、以下「NCC」）に登録が

求められており、業種によるカテゴリー分類（B 建築、C 土木、E 電気、M 機械等）と、技術者数、保有

資機材、資本金、売上、施工実績等による 6 段階の等級格付けがされる。本プロジェクトの規模、内

容、求められる品質と安全を確保するためには最上位の 1B クラスの業者が適していると判断される。 

施工業者の財務事情に起因する材料調達の遅れが工事遅延の最大の要因であると言われており、

健全な財務力を有する施工業者を選定することは確実なプロジェクトの進捗にとって非常に重要であ

る。近年の新型コロナウイルスや停滞した経済の影響によって、1B クラスの業者の間でも、施工業者
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の財務力には差があることから、実施段階では施工業者の過去の施工実績、財務力等に関する審査

基準について詳細に検討し、適切な入札条件の設定を行う。 

2） 現地サプライヤー 

①建設資材 

ルサカには南アフリカなど第三国の建設資材を取り扱うサプライヤーがいる。施工業者はプロジェクト

に応じて現地サプライヤーから調達するか、直接第三国から調達するか、コストや量、品質などの点か

ら判断する。設備資材のサプライヤーは限定的であるため、施工業者が南アフリカなどから直接調達

している。 

②家具 

南アフリカなど第三国の家具製作会社の既製品を調達するサプライヤーがあり、MoEの学校案件でも

これらの業者が実績を有する。国内で注文に応じて家具を製作する業者もあるが、品質が一定してい

ないという評価もあることから、本プロジェクトでは既製品の家具を前提とする。 

③機材 

輸入機材を取りまとめて調達する大手サプライヤーがルサカにある。官公庁への納入実績を持つ信

頼できる業者へのインタビューにより、本プロジェクトの 10 サイトへの機材調達が可能であると評価さ

れる。 

3） 現地コンサルタント 

ザンビア国内には大型インフラ案件を扱う大手企業から、単体の建築案件を扱う小規模なものまで、

多くのコンサルタントがおり、技術コンサルタント協会（Association of Consulting Engineers of Zambia）
に登録されている。小規模なコンサルタントでは社内の人材が限られており、協力会社との協働により

業務を行う。本プロジェクトで求められる品質、安全と工期を確保するためには、社内の各分野に複数

の技術者を抱え、品質管理体制が整っている大手コンサルタントとの協働が適切と考えられる。 

（６）運営･維持管理に対する対応方針 

維持管理や操作が容易であり、特殊な技術を要しない仕様を基本とし、消耗品の入手が困難な資材

や設備は採用しない。また、運営・維持管理コストの低減を図るために、自然採光、自然換気、通風を

確保するとともに、機械設備の使用を最小限とし、電力消費を抑えた施設計画とする。 

（７）施設･機材等のグレード設定に係る方針 

本プロジェクトは今後、全国に展開する STEM 中等学校の中心的な機能を有するラボ棟の建設であ

り、国の施策でもある科学・技術・イノベーションに資する人材養成機関のモデルとして計画される。教

育施設としての標準的な仕様に従いつつも、技術やイノベーションを感じられる外観とグレード、設備

仕様が求められる。実験・実習機材はカリキュラムに準じた標準的なものとし、現地で維持管理可能な

仕様とする。 

また、ジェンダー配慮については、サイト選定で女子校を建設対象校に含め、また不足している学生

寮を建設することで、女子の就学を促すことを期待する。特に、ザンビアには国立の女子 STEM 校は

2 校しかなく、そのうちの 1 校である Kapiri 校を対象とすることは意義が大きい。また、施設設計の点

で、①プライバシーの保護として女子寮は塀で囲い覗かれないようにし、中庭部分に物干しスペース

を確保、②月経管理の視点から手洗いを備えたブースの設置、生理用品用の焼却炉、休憩スペース

の確保などを行う。 
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インクルーシブ対応として、日本の基準にしたがい斜路や手すりの設置などバリアフリー設計を行う。ト

イレには多目的トイレを設け、学生寮にも障害者用の寝室に転用できる室を計画する。脱炭素社会の

視点からは、太陽エネルギーの活用や自然採光、雨水利用などを取り入れる。 

（８）工法／調達方法、工期に係る方針 

現地業者による施工技術と現地代理店が調達できる材料を前提に、一定の品質が期待できるように

する。 

工期の設定では、サイト数、施設の規模、構造の種類と階数、雨期（11 月～4月）の土工事への影響、

12 月のクリスマス休暇による材料と労務調達への影響などを考慮する。 

機材の調達については、経済効率性の視点から、施設建設の完了に合わせて全て一括して据付・引

き渡しを行う工程とする。 

３-２-２ 基本計画（施設計画／機材計画） 

（１）施設計画 

1） 配置計画 

施設配置はサイトごとの固有条件（広さ、敷地形状、傾斜、接道条件、敷地内の既存樹木など）を勘案

して、以下のように適切な計画する。 

 ラボ棟は他の教室や特別教室、事務管理棟からアクセスし易い位置とする。 

 ラボ棟は設備のメンテナンス、資機材の搬入、教職員の車による通勤や来客のために、車両での

寄り付きができるようにする。 

 Chiwala 校ラボ棟の平面プランは既存の樹木を避けて計画した。 

 Kapiri 校の学生寮は、既存学生寮や教員住居などの住居ゾーンに配置する。 

2） 平面計画 

標準設計を参照しつつ諸室機能を踏まえた適切な計画とする。各棟の諸室内容、サイズは下記の方

針に従い、活動内容および家具レイアウトを考慮し計画する。 

 ラボの定員は 40 人とする。 

 火災時の避難のため出入り口のドアは避難方向に開くようにし、原則として二方向避難できるよう

にする。 

 Chiwala 校と DK 校のラボ棟では各方向に避難通路を設け、外壁に面して鋼製グリルドアを設け、

防犯のため内側のみにドアハンドルを付ける。 

 バリアフリー設計の視点からエントランスから各ラボまでは段差のないようにし、斜路の勾配は 1/12
以下とする。また、ラボの入り口は 850mm（親子ドアは 1.2m）とした。 

①ラボ棟 

 ラボ棟は 1 棟としてまとめることで、廊下部分を内部空間として取り込み、ラボ間のアクセスが向上

するとともに、生徒の談笑や課外活動の場として利用できる空間とし、多様な学習形態が可能なよ

うにする。 
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 科学ラボの平面寸法、実験台のサイズと向きは NSC 標準に準じるとする。ただし、実験台の間の

通路は生徒の活動や教員が確認や助言のため行き来できることが大切であり実験台の幅は標準

より狭くすることで、通路幅を広くする。 

表 3-5 科学ラボの比較 

  NSC ラボ棟 本プロジェクト 

平面図 

 
 

平面 
サイズ 11.88m x 8.5m、100.98 ㎡ 126m x 9.45m、119.07 ㎡ 

（実験室のみは 105.21 ㎡） 
実験台 
寸法 3.4m x 1.4m 3.4m x 0.9m 

実験台相
互の間隔 1.24m または 0.9m 1.6m または 1.4m 

 

 実験学習は 4 人単位とし、1 台の実験台に 2 グループ、1 つのラボに 5 台の実験台と教員用の実

験台を設ける。 

 実験機材や薬剤類を納める機材キャビネットをラボ後部に配置し、機材や器具を置くためのカウ

ンターを外部窓側に設ける。 

 外部窓側には換気のためドラフトチャンバーを設ける。また化学実験室は緊急シャワーを設置す

る。 

 ラボの内部に準備室を設け、教師の控室や機材保管を兼ねる。 

 ICT ラボはアイランド型に 40 人分の机を配置し、平面サイズは科学ラボと同じとする。 

 数学ラボは応用数学でのプログラム学習の他、ICT や電子・電気などの他の分野と相互に関連し

て横断的な学習ができるように、オープンスペースにパーティション状の棚やカウンターデスク、壁

で緩やかに仕切ったスペースとして形成される。 

 数学ラボは授業の時間外も、自由な学習、活動の場として提供されることを想定し、カウンターや

ベンチなど計画する。 
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②学生寮 

 1 ユニット 13 室、52 人とし各ユニットはオープンスペースを挟んで 2 つの棟に分割し、学生はこの

オープンスペースを通路として使い、ユニット間を行き来できる。オープンスペースには洗面と洗

濯スペースが面し、ベンチも備えており学生が談話や交流する場を想定する。 

 Kapiri 校では建物配置のグリッドが東西軸に対し約 20 度傾いており、学生寮の棟もこの 2 つの角

度を使って屈折させ、敷地全体の建物配置と調和しつつ東西軸に面し直接光が入りづらい室も

確保する。また、見る角度によって異なる景色が楽しめるようにする。 

 Kapiri 校の既存学生寮の寸法、1 室あたりの定員、家具レイアウトを参考に計画する。また、窓際

に自習カウンターを設け、自習、読書や談話ができるようなスペースを設ける。 

 学生寮の平面形は中廊下式とし、廊下幅は有効で 1200mm 以上確保する。外に面した廊下の端

は避難用のドアを設け、内側にだけドアハンドルを付ける。 

 シャワー、トイレのブース数は既存学生寮や他案件を参考に決定した。 

 入口に近い寮室の一つを中庭側からアクセスできるようにドアを追加し、必要に応じて障がい者用

の室に変更できるようにした。 

 既存学生寮に倣い、覗き見や盗難などの犯罪を防止する目的から塀で囲い、コンパウンドを形成

する。塀の配置も建物の配置に調和するように

角度を付ける。囲い込み面積は既存が約

2,600 ㎡に対して本設計は 2,250 ㎡である。 

③その他 

 各サイトに消火ポンプと消火用タンクからなる

ポンプ室を計画する。ポンプ室は梯子などの

長ものやメンテナンス用具、ラボ用のガス容器

置き場、MDB などの設置に使う。 

 

3） 断面計画 

① ラボ棟 

 Chiwala 校では各ラボが接する地盤レベルより 300 以上高い床高さを設定、他 2 校では現状地盤

+500mm（既存建物相当）とする。 

 外壁はレンガ化粧積み、窓部分はスクリーン状のレンガ壁

とし遮光と採光、防犯を兼ねた開口部とする。 

 竪ハゼタイプの鋼板シートを用いた緩勾配（3°）の屋根に

よる、段違い切妻屋根（Kapiri 校は片流れ）とし、中央部へ

の採光のための高窓を設ける。 

 外壁の梁上は高窓とし嵌め殺しガラス窓と換気パネルの組

み合わせとする。ガラス窓には防犯グリルがついている。 

 内壁も梁の上部は高窓とし内部空間を一体的に感じられる

ようにし、また広い空間のため天井が低く感じられる傾向があることから天井高は 3.5m 以上とした。 

計画プラン 

既存のプラン、 
青枠は水回り 
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  傾斜地に建つ Chiwala 校では周囲の地盤に合わせて床高が 4 段階になり、斜路と階段で接続さ

れている。全体で 1.05m の高低差がある。 

 屋根が長いため大量の雨水となり軒の下に雨水を受ける側溝と砂利敷きを計画する。 

② 学生寮 

 各棟の周囲地盤レベルより 500mm 高い床高さとして設定する。 

 天井高さは標準的なドア高さから 2.5m を最低とし、2 段ベッドや荷物置き場となる廊下側で 4.6m
となる。 

 廊下端の両妻面高窓から廊下部分の採光を取る。 

4） 構造計画 

ラボ棟は大きな屋根の下にラボの個室が独立する建物で、外壁が受ける風と地震力を鋼構造の水

平構面が抵抗している。 

①構造形式 

ラボ棟 

 基礎：独立基礎 

 主体構造 : 鉄筋コンクリート造 

 屋根：鉄骨造、緩勾配の段違い切妻屋根 

学生寮 

 基礎 : 布基礎 

 主体構造 : 鉄筋コンクリート造、鉄骨による小屋組み 

 屋根：軽量鉄骨下地による切り妻屋根 

 

②構造基準 

ザンビアでの構造設計では英国基準（British Standard: BS）が準用されている。本プロジェクトでは鉄

骨構造計算基準（日本建築学会）ほかを準用する。 

 地盤支持力 ：現地再委託による地盤調査結果（地盤面から 1m の深さで N=4～8）に基づき、基

礎レベルを地盤-0.5m とし地盤支持力 50kN/㎡と設定する。  

 風荷重 ：現地には定められた基準風速がない 33ことから、本プロジェクトでは日本の東京の風圧

の半分になるよう設定する。風圧は風速の二乗に比例することから、東京の基準風速 34m/s から

24m/s と算定した。 

 地震力 ：改正メルカリ震度階級で震度 6 度のゾーンに該当し、水平加速度は 45gal、地震のせん

断力係数は Co=0.20×45/400=0.023<0.05 を採用。 

 

 

33 MoE の聞き取りでは風速 10m/s とある。 
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③構造材料 

構造材料は以下のように計画する。 

 コンクリート：BS EN 10080 の C25/30（キューブ供試体で 30MPa）  

 鉄筋：異形鉄筋 SANS 920, 143/ Grade 450（450Mpa 以上） 

 鋼材：SANS 50025/ EN 10025 S355JR（降伏強度 355Mpa 以上）、 

5） 電気設備計画 

①受変電設備 

 変電設備：既存施設は中圧 11kV を引き込み、敷地内のトランス（315kVA）で 400/230V に変圧し

ている。新規建物の必要電力量は 30kVA 以下と想定されることから、既存トランスから電力線を分

岐させ、新規建物に引き込む計画とする。 

②太陽光発電設備 

 創エネルギーのため太陽光発電設備を採用、各ラボ棟で照明の需要をカバーできる容量（3-
6kW のユニット導入を想定）とし蓄電池も併用して計画する。 

③電灯設備 

 省エネのため LED 照明器具とし、部屋ごとに必要照度、設置方法、照射角度、防水等級などの

点から製品を選定する。 

 実験教室：実験台の机上照度（床から 800mm）を 300-500lx 程度とする。点灯区分は、ペリメータ

の昼光利用が可能な様にゾーン分けをする。また、避難表示灯も計画する。 

 廊下、便所等：平均照度を 200lx 程度とする。 

 数学ラボ：机上照度を 300lx 程度とし、スポットライトで作業テーブルやカウンターの照度を補う。ま

た、個別利用を考慮し、ゾーン化・個別化した点灯区分とする。 

 学生寮：入口、読書カウンター、ベッド枕元の壁などの照明を計画する。 

 屋外灯：防犯・入口用に壁面照射のスポットライトと、学生寮には庭園灯を計画する。点灯はフォト

セル制御とする。 

④コンセント設備 

 ラボ：実験台に各 2 箇所（2 口）を設け、この他に一般コンセントを各室 6 箇所に配置する。 

 数学ラボ : テーブルごとに床コンセントを、カウンター上に一般コンセントを設置する。 

 学生寮：一般コンセントを計画する。 

⑤情報設備 

 インターネット設備：ラボ棟全体に Wifi 回線が使えるように、無線の受信機を介して Wifi ルータを

計画する。 

⑥火災報知設備 

 火災報知システムとして、各居室にセンサーを設置、また廊下などに押しボタンによるブザー・フラ

ッシュライト、受付に受信機を設置する。 
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⑦避雷設備 

 ラボ棟：コンピュータ等の機器があるので、保護用でサージプロテクタを低圧主配電盤（Main 
Distribution Board: MDB）に計画する。 

6） 空調換気設備計画 

①空調設備 

 各ラボとオープンスペース、学生寮にシーリングファンを計画する。 

②換気設備 

 自然換気を基本とするが、科学ラボではドラフトチャンバーを計画し、LP ガスの使用時にも運転す

るものとする。 

7） 給排水衛生設備計画 

①給水設備 

 いずれのサイトも既設の高架水槽からの重力給水としており、本プロジェクトでも既設給水管から

分岐し各所に配水する。 

 科学ラボの実験台への給水は、床トレンチを経由して行う。 

②給湯設備 

 学生寮のシャワーに創熱エネルギーとして太陽熱温水器を計画する。電気温水器のバックアップ

は無いタイプとする。 

③衛生器具設備 

 大便器：低圧フラッシュバルブによる陶器製洋式便器を採用する。 

 手洗器：ステンレス製連立小便器（Curbed back urinals）を計画する。 

 シャワー：学生寮に、混合栓のシャワーを計画する。 

 単水栓：レバーハンドルタイプを計画する。 

④排水設備 

 排水方式は、屋内分流・屋外合流方式とする。 

 トイレの排水管はライニング内に設置しメンテナンスができるようにする。 

 汚水は腐敗槽を介して簡易に処理した排水を敷地内の既存排水系統に接続する。 

 実験排水は、中和桝に集水し希釈処理し放流する。 

⑤LP ガス設備 

 中央配管方式にて各実験台に LP ガスを設置する。 

 配管スペースとして床トレンチを計画する。 

⑥消火設備 

ルサカ消防署への事前インタビューから、消防設備として以下を計画する。 
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 屋内消火栓は、警戒半径を 30m とする。また、消火ポンプおよび消防用タンク 10ton を計画する。 

 ラボ：コンピュータ等の機器がある事から CO2 消火器（内容量 3kg）を設置する。 

 学生寮：粉末式消火器（内容量 6kg 程度）を設置する。 

8） 外構計画 

 ラボ棟の外周に、メンテナンスや将来の変更がしやすいように、給排水管、ガス管などを納める外

構設備トレンチを設ける。 

 ラボ棟の屋根の水下側の軒下に雨水側溝と砂利帯を設け、屋根からの雨水を受けるようにし、側

溝の末端には浸透ピットを計画する。 

 傾斜地に立つ Chiwala 校のラボ棟では、地表面を流れる雨水によりラボが冠水しないように、ラボ

の外壁に沿って雨水側溝を設ける。 

 Chiwala 校、DK 校は生徒のアクセスのため、またエントランス廻りに車両が寄り付けるようインター

ロッキング舗装を計画する。 

 Chiwala 校と DK 校では屋根の一部に軒樋をつけ、雨水貯水タンクに雨水を溜め、植生への散水

や清掃水として利用する。 

 Kapiri 校の学生寮では 3 つのユニットをつなぐ舗装の他、物干しのスペースを設ける。 

9） 建築資材計画 

建築材料の選定にあたっては、施工性、維持管理の容易さを考慮し、現地調達可能な材料を基本と

して計画する。類似案件および既存建物との仕様比較を以下の表に示す。 

表 3-6 主要部仕様比較 

部位 MoE 標準、NSC 本
部ラボ棟 

本プロジェクト 採用理由 

外部仕様   
屋根 カラー鋼板、角波

（IBR）t=0.8mm 
カラー鋼板、竪ハゼ
t=0.55mm 

現地工法として広く普及し、調達もしやすい。竪
ハゼタイプとすることで緩勾配にでき、金物も出
ない納まりとなり雨仕舞も向上する。 

外壁 コンクリートブロック
＋モルタル＋塗装 

化粧レンガ積み、一
部透かし積み 

モルタルペンキはわずか数年で汚れて古く見え
るのに対し、化粧レンガ積みは耐候性が高い。 
化粧レンガによる透かし積みもよく見かける一般
的な工法である。 

窓 アルミ引違い窓、ま
たは鋼製窓 

アルミ引違い窓、固定
窓またはアルミ枠ジャ
ロジー 

鋼製窓は隙間があり、開閉部分も少ないことから
アルミサッシュを採用、室内に出のない引違い形
式とする。 

ドア 鋼製枠+木製框ドア 同左 現地の標準的な仕様 
外廊下床 コンクリート直押え 同左 現地工法で、維持管理が容易な仕様 
内部仕様   
床 ラボ MoE: コンクリート

直押さえ 
NSC:テラゾー、タイ
ル貼り 

コンクリート直押さえ 教育施設として一般的であり、経済的視点から選
択した。 

便所 タイル貼り 同左 現地工法で、維持管理が容易な仕様 
壁 ラボ モルタル+塗装 

便所 タイル貼り 
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天井 ラボ MoE: パーティクル
ボード＋塗装 
NSC: 吸音性天井
材 

ラボ: 吸音性天井材 
学生寮: 木質系仕上
げパネル 

室内の反響音の抑制と、維持管理が容易な仕様 
学生寮は落ち着ける空間なるように選択した。 

10） 家具計画 

現地標準に準じて、学校運営に最低限必要な教育用家具を整備する。なお、科学ラボの実験台、学

生寮の読書カウンターは建築工事として行う。 

表 3-7 計画家具内容 

建物 部屋 家具※（）内は室ごとの数量 
ラボ棟 科学ラボ スツール（41）、機材キャビネット（5） 

数学ラボ 台形テーブル（14）、椅子（42）、スツール 
ICT ラボ PC 机 ・椅子（40）、教師用机・椅子（1） 
一般教室 生徒机 ・椅子（40）、教師用机・椅子（1） 

機材/準備室 教師用机・椅子（1）、機材キャビネット（5） 
学生寮 寮室 二段ベッド（2）、読書椅子（4）、ロッカー（4） 

（２）機材計画 

対象 10校に対し、調査で機材を設置するラボとWSが確認できたため機材を整備する。科学教育（生

物、化学、物理、農業）分野を優先し、カリキュラムとシラバスに整合した機材とする。技術教育分野で

は維持管理が困難な、旋盤などの大型機材は対象外とし、代わりに手工具を人数分供与し、生徒が

実際に道具を使って技能向上を図れるようにする。数学ラボでは応用数学の科目などでさまざまな分

野への展開・発展が期待できるプログラム教育を推進する。また、遠隔教育の推進という視点から、

STEM 教育のコンテンツ作成のため NSC の本部ラボに対しても STEM 校向けと同様な機材を整備す

る。 

機材の数量は、前述のとおり科学機材では基本数量を 1 グループ 4～5 人で 1 台とするが、統合科学

（Integrated science）については基本数量の 1.5 倍とする。展示や演示用機材については１室あたり１

台とする。また、機材数は室数に乗じて計算する。NSC の本部ラボでは、日常的に実験や実習をする

ことはないため機材数量は基本数量の 50％とする。以下に、サイトごとのパッケージの数量、ならびに

計画機材リストを示す。 

表 3-8 各校ごとの機材パッケージ数 

注）統合科学の構成機材は各ラボの基礎的な機材を集め、多数の生徒が機材に触れられるよう数量を増やした。

数学は基礎レベルの機材のため統合科学の範疇に含めた。 

 統合 
科学 農業 生物 化学 物理 ICT 応用 

数学 
電気 
電子 

設計・ 
製図 

家庭
科 技術 

Chiwala 3 1 3 2 2 2 1 1 1 0 1 
Kapiri 1.5 1 2 2 2 1 1 1 1 1 1 

DK 1.5 1 3 3 3 1 1 1 1 0 1 
Hillcrest 1.5 0 2 2 2 1 0 0 1 1 1 
Musonda 1.5 1 1 1 1 1 0 0 1 1 1 
Solwezi 1.5 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 
Kambule 1.5 1 1 1 1 1 0 0 1 0 1 
Kenneth 1.5 0 1 1 1 1 0 0 1 0 1 

Chizongwe 1.5 1 1 1 1 1 0 0 1 0 1 
Mungwi 1.5 1 1 1 1 2 0 0 1 0 1 

NSC 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 
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表 3-9 全機材リスト 
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1 1-1 Ph 電流計 145 20 10 30 20 10 10 10 10 10 10 5
2 1-2 Ph 電圧計 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
3 1-3 Ph 検流計 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
4 1-4 Ch トリプルビームバランス 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
5 1-5 Ch 電子比重計 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
6 1-6 Ch ビーカー (250 ml) 620 80 80 120 80 40 40 40 40 40 40 20
7 1-7 Ch ビーカー (100 ml) 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
8 1-8 Ch ビーカー(500 ml) 78 10 10 15 10 5 5 5 5 5 5 3
9 1-9 Ch みつばち棚（穴あき蓋） 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5

10 1-10 Ch ビュレット
(プラスチック、50ml) 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5

11 1-11 Ph ボールとリング拡張セット 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
12 1-12 Ph バイメタルストリップ 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
13 1-13 Ph ノギス 282 45 23 23 45 23 23 23 23 23 23 8
14 1-14 Ph マイクロメーター 282 45 23 23 45 23 23 23 23 23 23 8
15 1-15 Ph 銅製熱量計 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5

16 1-16 Ch 金属製スタンドセット(クラ
ンプ、木製ボス含む) 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5

17 1-19 Ph ニュートンの７色円盤 185 30 15 15 30 15 15 15 15 15 15 5
18 1-20 Ph 回路基板 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
19 1-21 Ch るつぼ（蓋付） 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
20 1-22 Ch リービッヒ冷却器 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
21 1-23 Ch 比重瓶 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
22 1-24 Ch 滴瓶 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
23 1-25 Ph 銅製電極板 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
24 1-26 Ph 炭素電極 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
25 1-27 Ph ORP電極 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
26 1-28 Ch 円錐フラスコ (250 ml) 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
27 1-29 Ch 丸形フラスコ (500 ml) 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
28 1-30 Ch メスフラスコ (500ml) 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
29 1-31 Ch メスフラスコ (1000ml) 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
30 1-32 Ch 分液ロート 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
31 1-33 Ch クロマト管 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
32 1-34 Ch ポリロート（プラスチック） 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5

33 1-35 Ch メスシリンダー（目盛な
し）

155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5

34 1-36 Ph 虫めがね 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
35 1-37 Ph 凹レンズ 310 40 40 60 40 20 20 20 20 20 20 10
36 1-38 Ph 凸レンズ 310 40 40 60 40 20 20 20 20 20 20 10

機材名

各サイトごとの機材数

数量

機
材
番
号

要
請
番
号

分野
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37 1-39 Ph レンズホルダー 310 40 40 60 40 20 20 20 20 20 20 10
38 1-40 Ch シリンダー (100ml) 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
39 1-41 Ch シリンダー (25ml) 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
40 1-42 Ph 棒磁石 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
41 1-43 Ph U型磁石 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
42 1-44 Ph コルクボード 282 45 23 23 45 23 23 23 23 23 23 8
43 1-45 Ch ピペット 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
44 1-46 Ph 三角プリズム 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
45 1-47 Ch 四角形ガラス-ブロック 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
46 1-48 Ph 抵抗器 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
47 1-49 Ph レオスタット 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
48 1-50 Ch リップルタンク 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
49 1-51 Ph 1m定規 282 45 23 23 45 23 23 23 23 23 23 8
50 1-52 Ph ストップウォッチ 555 90 45 45 90 45 45 45 45 45 45 15
51 1-53 Ch 試験管（18mm） 2500 200 400 200 400 200 200 200 200 200 200 100

52 1-54 Ch 試験管立（プラスチック
12穴）

155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5

53 1-55 Ch 試験管（150 x 180 mm） 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
54 1-56 Ch 三脚台 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
55 1-57 Ch 金網 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
56 1-58 Ch 温度計（-10℃～110℃） 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
57 1-60 Ph 電動ベル 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
58 1-61 Ph 検電器 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
59 1-62 Ph エボナイト 47 6 6 9 6 3 3 3 3 3 3 2
60 1-63 Ph 指導用電子機材 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
61 1-64 Ph 人体模型 47 6 6 9 6 3 3 3 3 3 3 2
62 1-65 Bi 男性器模型 33 6 4 6 4 2 2 2 2 2 2 1
63 1-66 Bi 女性器模型 33 6 4 6 4 2 2 2 2 2 2 1
64 1-67 Bi 脳模型 33 6 4 6 4 2 2 2 2 2 2 1
65 1-68 Bi 図解受精キット 33 6 4 6 4 2 2 2 2 2 2 1
66 1-69 Bi 腎臓模型 33 6 4 6 4 2 2 2 2 2 2 1
67 1-70 Bi 人体肌模型 33 6 4 6 4 2 2 2 2 2 2 1
68 1-71 Bi 骨格模型 33 6 4 6 4 2 2 2 2 2 2 1
69 1-72 Bi 循環器模型 33 6 4 6 4 2 2 2 2 2 2 1
70 1-73 Bi 呼吸器模型 33 6 4 6 4 2 2 2 2 2 2 1
71 1-74 Bi 顕微鏡 66 12 8 12 8 4 4 4 4 4 4 2
72 1-75 Ph ばねばかり 465 60 60 90 60 30 30 30 30 30 30 15
73 1-76 Ch 分銅 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
74 1-77 Ch 元素記号表 47 6 6 9 6 3 3 3 3 3 3 2
75 1-78 Ch 乳鉢/乳棒 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
76 1-79 Ch 原子模型 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5

機
材
番
号

数量

各サイトごとの機材数
要
請
番
号

分野 機材名
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77 2-1 Ma 三角定規　分度器セット 143 15 30 60 30 0 0 0 0 0 0 8
78 2-2 Ph コンパス 282 45 23 23 45 23 23 23 23 23 23 8
79 2-3 Ph 確率キット 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
80 2-4 Ph ばねばかり 465 60 60 90 60 30 30 30 30 30 30 15
81 2-5 Ph スケール 310 40 40 60 40 20 20 20 20 20 20 10
82 2-6 Ph ビームバランス 78 10 10 15 10 5 5 5 5 5 5 3
83 2-7 Ph 壁掛温度計 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
84 2-8 Ch メスシリンダー 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
85 2-9 Ch 計量カップ 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
86 2-10 IS 計算尺 1110 180 90 90 180 90 90 90 90 90 90 30
87 2-11 IS 関数電卓 1110 180 90 90 180 90 90 90 90 90 90 30
88 2-12 Ph 重りセット（金属製） 145 20 10 30 20 10 10 10 10 10 10 5
89 2-13 Ph メジャー 282 45 23 23 45 23 23 23 23 23 23 8
90 2-14 Ph ミラー 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5
91 2-15 Ph 六分儀 155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5

92 2-16 Ph 平面テーブルとアリダー
ド

155 20 20 30 20 10 10 10 10 10 10 5

93 2-20 Ph 2D,3Dマグネットブロック 282 45 23 23 45 23 23 23 23 23 23 8
94 2-21 Ph 図形ブロック 282 45 23 23 45 23 23 23 23 23 23 8
95 2-22 Ph 3D地球儀 282 45 23 23 45 23 23 23 23 23 23 8
96 2-23 IS ジオボード 145 30 20 40 20 10 10 0 0 0 10 5
97 2-24 Ph ホワイトボード 282 45 23 23 45 23 23 23 23 23 23 8
98 2-25 Ph 壁掛け時計 60 9 5 5 9 5 5 5 5 5 5 2
99 2-26 EE スマートボード 5 1 1 1 0 0 1 0 0 0 0 1

100 3-1 Cmp データベースサーバー 38 6 3 3 3 3 3 3 3 3 6 2
101 3-2 Cmp デスクトップパソコン 500 80 40 40 40 40 40 40 40 40 80 20
102 3-3 Cmp ノートパソコン 63 10 5 5 5 5 5 5 5 5 10 3
103 3-4 Cmp プロジェクター 25 4 2 2 2 2 2 2 2 2 4 1
104 3-5 Cmp スマートボード 100 16 8 8 8 8 8 8 8 8 16 4
105 3-6 Cmp スキャナー 25 4 2 2 2 2 2 2 2 2 4 1
106 3-7 Cmp 複合型プリンター 25 4 2 2 2 2 2 2 2 2 4 1
107 3-8 Cmp 書画カメラ 63 10 5 5 5 5 5 5 5 5 10 3

108 3-9 Cmp インターネット接続キット
（ネットワーク機材）

13 2 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1

109 4-1 DT Ｔ字定規 125 30 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
110 4-2 DT オーディオボード 125 30 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
111 4-3 DT 三角定規セット 125 30 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
112 4-4 DT コンパスセット 125 30 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
113 4-5 DT 消しゴム 125 30 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
114 4-6 DT A3用紙 125 30 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
115 4-7 DT スチール定規 125 30 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5

機
材
番
号

要
請
番
号

分野 機材名 数量

各サイトごとの機材数
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116 4-8 DT マイクロメーター 125 30 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
117 4-9 DT 並片パス 125 30 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
118 4-10 DT 外パス、内パス 125 30 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
119 4-11 DT マーキングゲージ 125 30 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
120 4-12 DT メジャー 250 60 20 20 20 20 20 20 20 20 20 10
121 4-19 Tt ハンマー 105 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
122 4-20 Tt 木槌 105 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
123 4-21 Tt ヤスリセット 105 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
124 4-22 Tt ペンチ 105 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
125 4-23 Tt ジグソー 105 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
126 4-28 Tt 万力 105 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
127 4-31 Tt 鉄床 32 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 2
128 4-33 Tt 水準器 105 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
129 5-2 He 手動ミシン 54 0 12 0 12 12 12 0 0 0 0 6
130 6-1 Tt 木工用工具 105 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5
131 6-2 Tt 金属加工用工具 105 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5

132 6-3 Add
Mat

プログラミング学習用パ
ソコン

140 40 40 40 0 0 0 0 0 0 0 20

133 6-4 Ch プレパラート 290 40 40 60 20 20 20 20 20 20 20 10
134 6-5 Ch カバーガラス 290 40 40 60 20 20 20 20 20 20 20 10
135 6-6 Ph 光学実験用セット 63 10 10 5 5 5 5 5 5 5 5 3
136 6-8 EE 電気回路実験セット 45 10 10 10 0 0 10 0 0 0 0 5
137 6-9 Ag 水分計 85 10 10 10 0 10 10 10 0 10 10 5
138 6-10 Ag 糖度計 85 10 10 10 0 10 10 10 0 10 10 5
139 6-11 Ag 孵卵器 10 2 1 1 0 1 1 1 0 1 1 1
備考: IS :統合科学、Ph:物理、Ch:化学、Bi:生物、Ag:農業、EE:電気、Ma:数学、Add Mat : 応用数

学、Cmp: ICT、DT:設計・製図、He:家庭科、Tt:技術

機材名 数量

各サイトごとの機材数
機
材
番
号

要
請
番
号

分野



 52 

３-２-３ 概略設計図 

配置図 

平面図 

立面図 

断面図 

 

 

表 3-10 計画施設概要 

サイト名 建物種別 延床面積※ 内容 

Chiwala 校 ラボ棟 1,448.69 ㎡ 科学ラボ x6 室、ICT ラボ、オープンスペースに数学ラボ、男子
用トイレ・教員トイレ、各ラボの準備・機材室 

  ポンプ室 9.60 ㎡ ラボ棟向け消火ポンプ、梯子などの用具入れ、ガス容器庫 
小計  1,458.29 ㎡   

Kapiri 校 ラボ棟 436.59 ㎡ 科学ラボ x1 室、一般教室、オープンスペースに数学ラボ、ラボ
の準備・機材室 

  学生寮 962.64 ㎡ 156 人定員の寮室（3 ユニット x52 人）、トイレ・洗面、シャワー、
洗濯室 

  ポンプ室 9.60 ㎡ 学生寮向け消火ポンプ、梯子などの用具入れ 
小計  1,408.83 ㎡   

DK 校 ラボ棟 1,071.63 ㎡ 科学ラボ x5 室、オープンスペースに数学ラボ、生徒用トイレ・教
員トイレ、各ラボの準備・機材室 

  ポンプ室 9.60 ㎡ ラボ棟向け消火ポンプ、梯子などの用具入れ、ガス容器庫 
小計  1,081.23 ㎡   
合計  3,948.35 ㎡    

※延床面積は壁芯面積とし、開放部分も面積として算定した。 
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配置図/ Chiwala 校 
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配置図/ Kapiri 校 
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配置図/ DK 校 
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平面、立面、断面図/ Chiwala 校 
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平面、立面、断面図/ Kapiri Girls 
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平面、立面、断面図/ DK 校 
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平面、立面、断面図/ Kapiri 校学生寮 
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３-２-４ 施工計画／調達計画 

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

（１） 事業実施の基本事項 

本プロジェクトは日本国政府の閣議決定を経て、両国政府間で事業実施に係る交換公文（Exchange 
of Notes、以下、「E/N」）が締結され、またザンビア政府と JICA との間で E/N に基づく贈与契約（Grant 
Agreement、以下、「G/A」）が締結された後、日本国政府の無償資金協力施設・機材等調達方式（現

地企業活用型）の枠組みに従って実施される。その後、ザンビア政府は邦人コンサルタント企業（以下、

「コンサルタント」）と契約を締結し、施設・機材の詳細設計が行われる。詳細設計図面と入札図書の完

成後、ザンビアにおいて競争入札が行われ、選定された企業とザンビア政府間で建設工事・機材調

達契約が締結され、同契約に従って施設の建設および機材の調達が行われる。なお、本プロジェクト

では無償資金協力の原則に従って、入札は建設工事と機材調達を分離して行う方針とする。 

（２） 事業実施体制 

1） ザンビア側実施体制 

本プロジェクトのザンビア側の責任機関は MoE であり、各種先方負担の実施、必要な予算措置を行

う。NSC は事業実施機関としてプロジェクトの内容の確認や先方負担事項の調整・指示を行う。技術

的なイシューに関しては MoE のインフラ局が必要な許認可や関係機関の合意取得、また現地業者か

らの支払い請求に対し、コンサルタントの支援を受けつつ JICA への支払依頼を行う。設計内容につ

いてもインフラ局（ZEPIU）が担当する。また、施設・機材の調達および付加価値税・輸入関税に係る

免税手続きに関しては、同様に MoE の（MEPSU）が担当する。 

2） 国際協力機構（JICA） 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、ザンビア側機関との間で G/A を締結し、本プロジェクトが日

本の無償資金協力の制度に従って適切に実施されるよう実施監理を行う。また、ザンビア実施機関か

らの支払依頼に応じて贈与実行決裁を行い、日本の銀行に対して支払依頼を行う。 

3） コンサルタント 

コンサルタントはザンビア側実施機関との間で締結する設計監理契約に従い、本報告書の内容に基

づく施設・機材の詳細設計および施工・調達監理業務を行う。また、入札図書を作成し、施工・調達会

社の選定と建設工事・機材調達契約の締結を支援する。これら業務を効率的に実施するため、コンサ

ルタントは MoE との間に緊密な協力関係を築いて作業を進める他、施工・調達期間中は必要な監理

技術者を現地へ派遣する。 

4） 施工業者・機材サプライヤー 

施工業者、機材サプライヤーは MoE と締結する施工･調達契約に則り、契約図書に従って履行期限

内に建設工事、機材調達を実施する。 

5） 事業実施体制 

事業実施段階における各機関の関係と事業推進の体制を次図に示す。 
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図 3-2 事業実施体制 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

（１）免税手続き 

MEPSU との協議により、本プロジェクトの関税および付加価値税などの税金は E/N および G/A の記

載に基づき免除されることが確認されている。 

1） 輸入関税 

輸入関税の免税手続きは以下のとおりである。 

a. 輸入前に契約業者は Master List （様式 CE 25）と Invoice、Packing List、船荷証券（B/L）を

添付し MoE に提出する。 

b. MoE の承認後に、財務省（以下、「MoF」）に上記書類をオンラインで提出・申請する。MoF

から歳入庁（Zambia Revenue Authority 、以下「ZRA」）に書類が送られ審査される。 

c. ZRA から Rebate Certificate が MoE に発給される。 

d. 契約業者は MoE から Rebate Certificate を受領し、通関業者に提示し、無税で輸入品を受

け取る。 

2） 付加価値税 

付加価値税の免税手続きは以下のとおりである。 
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a. 契約業者は Local Purchase Order（LPO）申請書を MoE に提出する。 

b. MoE は LPO 申請書を ZRA にオンラインで提出する。 

c. ZRA により承認された後に、LPO が MoE に発給される。その LPO を用いて契約業者は物

品・サービスを無税にて購入することが可能となる。 

（２）現地施工業者 

本プロジェクトの施設建設は JICA の「施設・機材等調達方式（現地企業活用型）に係る調達ガイドライ

ン（Procurement Guidelines for the Japanese Grants （for Japanese consultant and local contractors） 
（Tentative Type Ⅱ）、以下、「JICA 調達ガイドライン」）」に従い、原則として被援助国業者を対象にした

一般競争入札で選定される業者により実施される。 

前述の通り、ザンビアの施工業者は NCC による業種と 6 段階の格付けがされている。2022 年 4 月現

在の登録状況によれば、建築を行う建設業の最上位ランク 1B に 56 社が登録されており、そのうち 17
社が現地資本 50%以上の現地施工業者、残る 39 社は海外施工業者であり、その大半が中国企業で

ある。 

1B クラスの施工業者へのインタビューや質問票により、商業施設や高層ビル、病院などの工事実績、

技術者と機材の保有状況、安全管理体制が確認された。これらの会社は本プロジェクトと同程度の規

模、内容の工事を施工する技術力、能力を有すると評価される。 

本プロジェクトの実施では一般競争入札での競争性の担保の観点から、一定の応札可能業者数を確

保しつつも、十分な施工能力と、財務健全性が確認できる施工業者が調達可能となる入札条件を検

討し設定する必要がある。 

（３）機材調達に関する留意点 

機材の据付・引き渡しは建設工事対象 3 校の完了時期に合わせ 10 校同時に行う。一部の学校で電

源や水道の故障が認められたので、予め MoE を通じて学校側にラボ、WS の電気・水道整備を通達

し、改善報告を確認の上で調達計画を進めるものとする。 

機材調達を行う 10 サイトのうち、遠隔地のサイトへのアクセスルートは 11 月から 4 月までの雨期に豪

雨による洪水リスクがあり、道路の泥濘化や渡河ポイントの水没が輸送の障害となる可能性がある。ま

た、Kenneth Kaunda 校までの輸送ルートであるセレンジとチンサリ間の 400 キロメートルは道路改修中

であり、工事が完了しない限り雨期の輸送は困難。調達が雨期になる場合、ルートの検討やコンテナ

とトラックサイズダウンなど輸送計画の検討を行い、安全で確実な実施が必要である。 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

日本の無償資金協力で本プロジェクトを実施するに当たり、日本側とザンビア側の負担業務区分は以

下のとおりとする。 

（１）日本国側負担業務 

1） 施設建設 

 本報告書に記載された施設の建設 

 上記施設に付帯する電気、空調、防災、給排水衛生設備の整備 



63 

 上記施設に付帯する最小限の外構施設（敷地造成、構内車路・駐車場、雨水・排水処理施設） 

 上記施設建設に要する資機材および工事仮設材等の調達 

2） 家具調達 

 ラボ棟用の教育家具の調達 

 学生寮用の一般家具の調達 

3） 機材調達 

 教育用機材および ICT 機材の調達 

 機材の輸送と据付および一部機材の指導・調整 

（２）ザンビア側負担工事・事項 

 施設建設の障害となる既存樹木の伐採・伐根 

 施設建設の障害となる既存電力線などの移設 

 ガスの供給（Gas container の設置） 

 日本側負担工事に含まれない家具、什器、備品、消耗品等の整備 

 日本側負担工事に含まれない植栽などの整備 

 事業の実施に必要な許認可の取得（建設にかかる許認可、機材設置にかかる法的手続き・検査） 

 免税処置 

 銀行取決めと手数料の支払い 

 本プロジェクトの関係者の入出国・滞在にかかる便宜供与 

 施設・機材の適切で効果的な運用と維持管理 

 その他無償資金協力に含まれない関連業務の費用負担 

3-2-4-4 入札管理計画 

（１）ロット構成 

ロット構成は、対象サイトの地理的条件、現地企業の能力を考慮した発注規模を設定することを前提と

し、以下を基本方針とする。 

1） 施設建設 

本プロジェクトは延床面積約 3,950 ㎡（3 サイト合計）、各サイトの床面積は 1,080 ㎡~1,460 ㎡と一定規

模になる。建設業登録 1Bカテゴリーに属する施工業者へのインタビューや過去案件の実績から、1社
での 3 サイトの工事運営は可能とする十分な施工能力を有していることが確認されている。また、新型

コロナウイルスの影響で近年の年間売上額はばらつきがあり、1B カテゴリーの建設業者の中でも財務

力、保有建機、技術力に差が生じていることが認められるため、対象業者の資格要件は十分な検討

が必要となる。 
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本プロジェクトは、1B カテゴリーに属する施工業者の中でも大手業者の参加意欲を高めるため、建設

工事の発注規模は 1 ロットとして纏まった規模に設定する計画とする。 

2） 家具調達 

家具調達は、家具業者の能力を考慮するとともに、品質の均一化とスケールメリットに期待し、全サイト

を 1 ロットとして計画する。 

3） 機材調達 

ザンビアで広く流通している教育用機材はインド製品が多く、競争力点から優位であり、また調達期間

も海上輸送とサイトまでの陸送で 4.5 ヶ月程度であり、調達の支障にはならない。インド製品と同様に

価格競争力が高い中国製品はあまり流通しておらず、欧米製品は価格が高く競争力が低い。特殊機

材を含まないため、入札は単一のロットで進めることが可能である。 

（２）ザンビアにおける入札手順 

ザンビア公共調達局（Zambia Public Procurement Authority、以下「ZPPA」）が公共調達基準を定めて

おり、公共工事入札は公共調達法（Public Procurement Act） No.8（2020）に基づく法令（Statutory 
instrument）No. 30（2022）にしたがって行われる。以前は ZPPA が公共調達の入札管理を一手に担っ

ていたが、現在は各省庁の Procurement Unit が入札を実施しており、本プロジェクトでは MEPSU が

入札を実施する。現在 ZPPA は、公共入札に係る苦情窓口、また各案件の実施状況報告を受ける立

場にあり、入札評価には関与してない。 

表 3-11 標準入札所要期間 

 図渡し～開札 入札評価、承認 合計 
所要日数 47 日 35 日 82 日 

 

入札の評価は MoE の各部局から構成される委員会により行われ、その構成は MEPSU から 2 名、イ

ンフラ局から 2 名、ZEPIU から 1 名、会計部（Accounting section）から 1 名、NSC から 1 名とコンサル

タントが想定されている。 

（３）本プロジェクトにおける入札計画 

本プロジェクトの入札は ZPPA による標準的な手順・条件を勘案しつつ、JICA 調達ガイドラインに則っ

て実施する。 

1） 施設建設 

NCC の登録カテゴリー1B クラスでかつ現地施工業者（現地資本が 50%以上の企業）に限定した一般

競争入札とする。 

2） 家具調達 

第三国の既製家具メーカーの代理店などを対象に、教育家具の調達実績を重視した一般競争入札

とする。なお、家具の発注内容は、施設建設の入札結果により数量の減が発生する可能性もあり、施

設建設の入札結果が判明した後、第 2 バッチとして実施する。 

3） 機材調達 

国内調達サプライヤーを対象とした一般競争入札とする。 
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3-2-4-5 施工監理計画／調達監理計画  

（１）施工・調達監理の基本方針 

コンサルタントは日本国の無償資金協力の枠組みと概略設計の主旨を十分踏まえ、詳細設計から入

札業務、施工・調達監理、引渡しへと一貫した業務を行う。両国政府機関への密接な連絡・報告を行

い、施工・調達関係者に対して迅速かつ適切な助言を行い、契約図書に基づく所定品質の施設・機

材を遅滞なく完成させるよう監理を行う。 

（２）入札支援業務 

無償資金協力プロジェクトでは JICA 調達ガイドラインに従って入札を実施することが求められるため、

入札の手順、図書は双方の関係者が合意できる内容に調整する必要があり、コンサルタントはこれを

支援する。また、入札の評価ではコンサルタントは MoE の ZEPIU、MEPSU と共に入札評価委員会の

メンバーとなる。 

（３）施設の施工監理の体制と業務内容 

プロジェクト全体の進捗管理と施工監理、資金管理支援業務を適切に実施するため、コンサルタント

は邦人建築技術者 2 名を常駐監理者（Resident Engineer）として現地に派遣し、以下の業務を行う。 

 監理書類の作成：施工監理の質を確保し、業務内容と手順の標準化のため、施工監理のポイント

を取りまとめたチェックリストおよび各種試験･検査結果報告書、定例報告書の統一フォームを作

成する。 

 施工計画等の承認：施工業者から提出される施工計画書、工程表、サンプル等を確認し、遅滞な

く承認する。また、施工業者から設計図、仕様書、契約書について質問（inquiry）があった場合に

は、速やかに施工業者への説明を行う。 

 スポット施工監理：構造および設備等の専門領域について、各サイトの工事の進捗を見ながら邦

人専門技術者をスポットで派遣し、常駐監理者への助言、検査、試運転等の実施立会いを行う。 

 品質管理試験：工事の品質に影響する鉄筋やブロックなどの建設材料の試験を実施し、品質の

確認を行う。 

 会議の開催：施工業者との定例打合せを開催して、工事の進捗と工程の確認を行う。また、ザンビ

ア側実施機関と JICA には月次の報告会を設け、工事状況と進捗に影響する問題点、先方負担

事項の進捗などについて話し合う。 

 支払い支援：施工業者からの支払請求の内容を査定し、証明書を発行するとともに、ザンビア側

実施機関が JICA に対して行う支払依頼手続きを支援する。 

 報告書作成等：工事の進捗に係る月例報告書（Project Monitoring Report）などを作成し、ザンビ

ア実施機関および JICA に提出する。 

 竣工検査：工事完了時に竣工検査を実施し、結果を関係機関に報告する。 

 瑕疵検査：瑕疵保証期間（Defects Notification Period）満了時に瑕疵検査（Search and inspection）、
瑕疵是正工事（Remedying defects）の監理と確認を行い、検査結果を関係機関に報告する。 

 サイト施工監理：各サイトに現地技術者を常駐させ、施工監理フォームに従い日々の工事の品質、

工程と安全の確認、記録と指示を行う。また、必要に応じて設備技術者によるチェックも実施する。
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邦人総括監理者は定期的に全サイトを巡回して施工監理の状況（工事の品質確保、工程遵守、

安全確保に係る検査等）を確認と是正の指示をする。また、不具合や遅延のある場合には、業者

への改善指示、指導等の適切な措置を取る。 

 施工監理拠点：DK 校のある首都ルサカから Chiwala 校

のあるンドラまでは幹線道路（T2、T3）で 330km あり、ザ

ンビアの主要産品である銅の輸送のためトラックが頻繁

に通行している。所要時間は時間帯によるが 6 時間から

8 時間かかる。また、銅を積んだトラックが頻繁に通行す

ることから路面に明瞭な轍が刻まれており、高速走行や

追い越しに危険を伴う。効率と安全の観点から施工監理

拠点は DK 校のあるルサカとンドラに施工監理事務所兼

宿舎を、また Kapiri Mposhi にサイト監理技術者の宿舎を

計画する。 

以上より、本プロジェクトの監理の体制は次図のようになる。 

 

図 3-3 施工監理体制 

（４）機材の調達監理体制と業務内容 

入札後、据付までの間現地補助員を活用し監理業務を進める。輸送時には学校ごとの梱包とし、各サ

イトへの機材の配送時にサイトごとのインボイスを配送前にチェックし誤配リスクを減らし、効率的な納

品作業を可能にする。また、サイトでの据付工事、初期操作指導の完了後、機材サプライヤーによる

学校への引き渡し検収に立ち会う。検収では契約書に示された機材名、モデル名、原産国（地）、メー

カー名、ODA ステッカーの貼り付け有無、概観などについて確認する。 

機材の調達監理は、据付から検収・引き渡しまでの期間、調達監理技術者 3 名を派遣して調達監理

を行う体制とする。 

3 

1 

Kapiri Mposhi 
2 
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3-2-4-6 品質管理計画 

本プロジェクトの施設は鉄筋コンクリートと鋼構造による平屋建てである。品質管理では耐久性等の基

本性能に大きな影響を及ぼす、鋼材やコンクリートなどの躯体工事に重点を置き、下表に従って監理

を行う計画とする。材料規格や試験方法は BS または SANS を参照する。 

表 3-12 品質管理項目 

項目 方法 

地盤 基礎掘削後に床付け面の地盤の性状を目視で確認し、基礎レベルを計測し図面と照合す
る。 

建物位置 関係者立会の下、デジタル測量器などで建物位置を確認する。 

鉄筋 納入元･種類ごとに鉄筋の品質をミルシートで確認し、公的試験所で鉄筋径ごとに引っ張り試
験を実施する。 

配筋検査 コンクリート打設前に配筋検査を行い、数量･位置･精度、継手と定着長さ、スペーサーの設置
状況を確認する。 

セメント 製造メーカーの試験結果により品質を確認する。 
セメント袋の保管に際して、湿気を避け硬化しないようにし、また積み上げ袋数を規定数以下
とする。 

コンクリー
ト 

試験練りにより 28 日間の所定強度を確認する。 
水分量は仕様書に定める最大値以下で、スランプ試験結果を参考に管理する。 
打設ごとに圧縮強度試験を実施し、3 サンプルの 28 日間の強度平均が指定強度を上回るこ
とを確認する。 

組積造 コンクリートブロックについては、材料承認時に圧縮強度試験にて 2.25N/m ㎡（構造計算での
要求強度）以上を確認する。 
最大積上げ高 1.2ｍとし、シート掛けで保管を行う。 

鉄骨 鉄骨加工場選定にあたっては製作図の製作、切断・穴あけ・溶接の品質管理、検査体制、な
どを確認する。 
アンカーボルトの位置と高さの位置確認は、デジタル測量計を用い、BS や SANS による管理
許容差を参考として行う。また、アンカーボルトのセッティングプレートの製作と取り付けを確認
する。 
鉄骨の建方における柱の位置と倒れの確認も、デジタル測量計や下げふりを用い、BS や
SANS による管理許容差により管理する。 

3-2-4-7 資機材等調達計画 

（１）施設 

本プロジェクトの施設建設で使用される建設資機材は、現地の一般的な仕様・規格に準じたもので、

ほとんどが現地の施設建設等に一般に用いられる汎用材である。ザンビア内で生産される主要資材

は、セメント、コンクリート骨材（砂・砕石）、鉄筋、コンクリートブロック等の二次製品であり、その他の主

要資材（鋼材、建築用仕上げ材、設備、電気資機材等）の大半は南アフリカからの輸入品である。た

だし、南アフリカとの物理的・時間的な距離が近いことから、南アフリカ製品は比較的容易に調達する

ことが可能であり、施工業者が直接南アフリカから資材を調達するケースも多い。以下に主な建設資

材の生産地と概要を示す。 
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表 3-13 主要建設資材の調達先 

資材名 現地調達 第三
国調
達 

概要 

国産
品 

輸入
品 

建築 
資材 

仮設材  ○ ○ 足場材などは南アフリカから調達が可能 
砂 ○   各サイト近郊で川砂の調達が可能 
骨材 ○   砕石プラントより砕石の調達が可能 

セメント ○   国産品のセメントが調達可能で、供給量も安定してい
る。 

生コン ○   ルサカやンドラ近郊に複数のプラントが存在する。ま
た、プラントを保有する大手施工業者もいる。 

焼成レンガ ○   ルサカやンドラ近郊の製造業者から調達が可能 
木材  ○ ○ 軟木は南アフリカ産の、堅木はコンゴ民主共和国産の

規格材が広く流通している。 
型枠用合板  ○ ○ 同上 

鉄筋 ○   品質の良い国産品の鉄筋が調達可能 
鉄骨  ○  南アフリカから安定的に供給でき、ルサカの製作工場

や建設会社のワークショップで加工できる。 
鋼製屋根材  ○  国南アフリカ製等の輸入品が流通している。 
金属製建具 ○ ○  スチール、アルミとも輸入品が広く流通している。 
木製建具 ○ ○  現地製や南アフリカの既製品が広く流通している。 

セメント製品 ○   コンクリートブロック、縁石、平板タイル等のコンクリート
二次製品は現地生産品が調達可能 

磁器タイル  ○  南アフリカ・欧州からの輸入品が流通している。 
塗料  ○  南アフリカ・欧州などの塗料メーカーの代理店があり、

調合・販売している。 

金物類  ○  国内で広く流通する欧州・南アフリカ製等輸入品が調
達可能 

ガラス  ○  国内で広く流通する輸入品が調達可能 
ボード類  ○  国内で広く流通する輸入品が調達可能 

家具  ○  南アフリカ製の既製品が広く流通しておりラボやカウン
ター天板も南アフリカ調達を想定 

設備 
資材 

盤類   ○ 南アフリカ製作品を前提とする。 
電線・ｹｰﾌﾞﾙ類  ○  維持管理の可能な輸入品を現地調達 
照明器具・スイ
ッチ・コンセント   ○ 器具交換等を考慮して、維持管理の可能な輸入品を

調達 
火災報知設備  ○  維持管理の可能な輸入品を現地調達 

太陽光発電設
備   ○ 

維持管理の可能な輸入品を調達。 
※サプライチェーン上の人権問題に配慮し、ASEAN
加盟国製にするなどの条件付けを検討 

配管材、タン
ク・ポンプ類  ○  維持管理の可能な輸入品を現地調達 

太陽熱温水器  ○ ○ 維持管理の可能な輸入品を調達 

衛生陶器・水栓
類  ○  国内で流通する欧州・南アフリカ製等輸入品が調達可

能。 
消火栓・消火器  ○  現地で一般的に流通している輸入品を調達。 

ファン類  ○  現地で一般的に流通している輸入品を調達。 
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（２）機材 

全ての機材は業者を通じてザンビア内で調達可能、インドまたは南アフリカからの輸入が想定される。

コンサルタントは機材監理担当者に対し、本プロジェクトで調達される全ての機材について、引き渡し

時に操作方法と保守管理方法（日常点検・清掃・調整・警備な故障等）の確認と指導を行う。 

3-2-4-8 初期操作指導・運用指導等計画 

科学実験機材は基礎的なものであり、調整・試運転および初期操作指導のみを実施し、運用指導を

実施しない。 

3-2-4-9 ソフトコンポーネント計画 

本プロジェクトではソフトコンポーネントは実施しない。 

3-2-4-10 実施工程 

日本国政府の無償資金協力により本プロジェクトが実施される場合、両国間での E/N と G/A の署名

後に以下の段階を経て事業が実施される。 

① 詳細設計・入札図書作成・承認（約 6.5 ヶ月） 

コンサルタントはザンビア側実施機関との間で設計監理契約を締結し、本概略設計の内容に基づい

て詳細設計図面と入札図書を作成する。また、詳細設計の内容に基づき詳細積算を行って JICA の

確認を得る。業務開始時と業務完了時に現地でザンビア側関係機関との打合せを行い、最終成果品

を提出する。これら一連の業務に要する期間は約 6.5 ヶ月である。 

② 入札（約 5 ヶ月） 

ザンビア側の入札図書の承認後、MEPSU が主体的に入札を実施し、コンサルタントはこれを支援す

る。入札公告から契約締結までの所要期間は約 4 ヶ月である。これに履行保証・前渡金保障の取得

や前渡金支払いに要する期間を見込んだ 1 ヶ月を考慮する。 

③ 施工・調達（約 16 ヶ月） 

工事契約書に署名後、JICA の認証を得て、契約業者は建設工事と機材調達に着手する。本プロジ

ェクトの施設規模と現地事情などから、建設工事と機材調達・据付に必要な期間は約 16.0 ヶ月と判断

される。これには順調な資機材の調達とザンビア側関係機関の迅速な諸手続きや審査、円滑なザン

ビア側負担工事の実施が前提となる。 

④ 機材（約 14 ヶ月） 

各工程の必要期間は次表のとおり想定し、入札以降の工程は施設の建設完了時に一括して機材の

据付・引き渡しを行うように、その時期を設定する。 

表 3-14 機材調達実施工程 

業務実施工程 想定期間 

計画内容最終確認・仕様書レビュー業務 1.0 ヶ月 
入札図書承認・入札公示準備 1.0 ヶ月 

入札業務（図書配布・評価・契約等） 2.0 ヶ月 
機材の調達ならびに予備期間 5.0 ヶ月+3.0 ヶ月 

据付・調整試運転・検収・引渡し期間 2.0 ヶ月 
合計 14.0 ヶ月 
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以上を取り纏めた概略の事業実施工程を次表に示す。G/A 締結から工事完了までの事業実施期間

は 27.5 ヶ月と見込まれる。 

 

図 3-4 事業実施工程表 

  

月数
詳細設計 着手協議

詳細設計
積算調査

詳細積算 国内作業
積算審査 現地作業
入札図書承認

月数
施設建設 入札公示

図渡し・業者見積期間
開札・入札評価
施主承認
契約・認証

保証類の取得、前渡金支払い

準備工事
地業、基礎工事

躯体工事
組積工事

業者選定・発注・製作 鉄骨工事
屋根工事

仕上工事
設備工事

外構工事
検査・引渡し

家具調達 図書承認・入札公示
入札

開札・入札評価・契約
家具発注、製作、輸送

家具据付
検査・引渡し

機材調達 図書承認・入札公示
入札

開札・入札評価・契約
製造・調達

検収・引渡し

1 2 3 4 5 6 7

141 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

11

21

1 2 3 4 5

15 16 17 18 19 20

6 7 8 9 10 12 13 14 15 16
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３-２-５ 安全対策計画 

地方都市の失業者や不法移民等が職を求めてルサカ市やコッパーベルト州ンドラ市等の主要都市へ

流入する中、周辺国から運び込まれた軍用小銃等を使用した凶悪犯罪、車両強盗、住居侵入強盗、

商店侵入強盗、路上強盗等が昼夜を問わず発生している。また、コンゴ民主共和国から越境してきた

難民・不法移民等が国境周辺地域に住み着き、窃盗・強盗を行うなど、治安が悪化している（以上、外

務省海外安全ホームページによる）。ルサカ市内とンドラ郊外には建設対象サイトが、またコンゴ民主

共和国に比較的近いルアプラ州の Musonda girls 校、西部州の Solwezi boys 校には機材供与を計画

している。実施段階では、以下の項目に留意して事業実施に当たる。 

 建設対象サイトでは、現場への入場管理を厳格に行い、また資機材の管理は施錠のできる倉庫

やコンテナに保管し、24 時間警備により確実な防犯対策をする。 

 遠隔地の 6 つの機材供与サイトについては、輸送ルート上の危険が懸念される場合、リスクを軽

減するためルートやスケジュールを見直し輸送計画を立てる。また移動中の連絡、犯罪が起きた

ときの手順を決めておくことも重要である。特に Solwezi サイトは外務省危険情報のレベル 2 ゾー

ンに近いことから注意が必要である。また、現地の慣習に慣れているドライバーを雇用し、車両に

は常時ファースト・エイドキットを携帯する。作業員は複数の通信会社の携帯電話を携え、毎日の

定時連絡を行う。 
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３-３ 相手国側負担事業の概要 

本プロジェクト実施に係るザンビア側負担事項は以下のとおりである。 

表 3-15 ザンビア国負担事項 

①入札前 

 内容 期限 責任 
機関 

想定金額 
千 USD 

1 コンサルタント契約を締結する G/A 締結後 
速やかに MoE - 

2 日本側の銀行（代理銀行）に口座開設のための銀行取極め（B/A）
を締結する 

G/A 締結後
1 か月以内  MoFNP - 

3 コンサルタント支払いに関する支払授権書（A/P）を代理銀行に発
行する 

契約締結後
1 か月以内 MoE - 

4 B/A にもとづき代理銀行が行う各種サービスに関する以下の手数
料の負担する  

 MoE  

1） A/P の通知手数料 契約締結後
1 か月以内  0.0 

2） 支払い手数料 支払い毎  0.9 
5 建設許可の取得する 入札公示の

前 MoE - 

6 計画サイトの建設範囲の障害物撤去と整地する、特に以下のアイ
テムについて撤去する 

入札公示の
前 

MoE 2.4 1） Chiwala 校の未利用の給水塔 
2） Kapiri 校の学生寮建設位置の温室、基礎付き給水タンク、ラボ
棟建設位置の境界塀 
3） DK 校の箱状の構造物、インターネットケーブルと柱 

7 詳細設計の結果に伴う、プロジェクトモニタリングレポート（PMR）を
提出する 

入札公示の
前 MoE - 

8 入札手続きをスムーズに実施し、また以下項目を含むが、これに
限らない費用を負担する 

入札毎に 

MoE 4.0 1） 公共メディアでの入札公示の手配 
2） 入札評価委員会の設定 

②プロジェクト実施中 

 内容 期限 責任 
機関 

想定金額 
千 USD 

1 契約業者支払いに関する支払授権書（A/P）の代理銀行に発行す
る 

契約締結後
1 か月以内 

MoE - 

2 B/A にもとづき代理銀行が行う各種サービスに関する以下の手数
料を負担する  

 MoE  

1）コンサルタント支払いにかかる A/P の通知手数料 契約締結後
1 か月以内 

 0.0 

2）コンサルタント支払いにかかる支払い手数料 支払い毎  1.9 
3）契約業者への送金手数料 支払い毎  1.1 

3 JICA への支払い要求書（Request for disbursement）の発行、代理
銀行への送金申請（Application of remittance）に必要な手続きを
行う 

プロジェクト
実施中 MoE - 

4 速やかな通関を保証し、受取国内の国内輸送をアシストする プロジェクト
実施中 

MoE - 

5 施設建設・機材供与のため必要なサービスを提供する日本人また
は第三国人が、受取国に入国し、また業務遂行のための滞在に必
要な便宜を図る 

プロジェクト
実施中 MoE - 
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6 製品とサービスの購入に関連して、受取国内で課せられる関税、
国内税、その他徴税を免税する 

プロジェクト
実施中 

MoE - 

7 プロジェクトの実施に必要だが、無償資金によりカバーされない、
その他のすべての経費を負担する 

プロジェクト
実施中 

MoE NA 

8 環境、地域、公共や作業員に甚大な悪影響を持つ、または可能性
のある出来事や事故について速やかに JICA に通知する 

建設期間中 MoE - 

9 PMR を提出する 毎月 MoE - 
10 竣工図、機材リスト、写真を含む最終 PMR を提出する 工事完了証

明書発行後
1 か月以内 

MoE - 

11 プロジェクトの完了報告書を提出する プロジェクト
完了後 6 カ
月以内 

MoE - 

12 必要に応じ、計画施設に電力供給、給水、排水、その他の公共サ
ービスを提供する 

建設期間中 MoE NA 

13 プロジェクト実施に関わる人員の安全を確保する 建設期間中 MoE - 

③プロジェクト完了後 

 内容 期限 責任 
機関 

想定金額 
千 USD 

1 敷地内の植栽や修景をする 建設完了後
速やかに MoE  

2 無償資金でカバーされない一般家具や機材を準備する 建設完了後
速やかに MoE NA 

3 無償資金による施設・機材を適切かつ効果的に維持利用する 
1） 維持予算の確保 
2） 施設の日常点検のための管理要員の配置 
3） ラボ機材に必要な消耗品、試薬とオイルを定期的に供給 
4） 必要に応じて、教科書と追加機材を生徒に支給 
5） 定期的な腐敗槽の清掃、化学排水やごみ処理の管理 

建設完了後 

MoE NA 

4 学校の運営に必要な教員とスタッフを配置する 建設完了後 MoE  

ザンビア側負担事項の実施は、本プロジェクトの実施機関である MoE または NSC が行う。免税や許

認可等の手続き事項も MoE が窓口となり、関係機関との連携を図りながら、負担事項の実施を担当

する。 
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３-４ プロジェクトの運営･維持管理計画 

（１）運営・維持管理体制 

中等教育レベルの運営管理は MoE 中等教育局が管轄し、州教育事務所（Provincial Office of 
Education）に配置される中等教育担当官、施設管理者（building officer）が各学校に必要な助言、指

導、支援などを行う。教員採用・配置は教育サービス審議会（Teaching Service Commission）が行うが、

個々の学校運営は校長の裁量に任されている。学校運営・維持管理にかかる重要事項は、学校長、

地域代表、父母代表、教員等をメンバーとする学校管理員会（School Management Board）の下で決

定される。 

科学実験機材や ICT機材等の維持管理は教員が担当しており、サイト調査でも機材は良く整理され、

管理されていることが確認できた。教員の基礎的な機材の扱いに問題はなく、維持管理状況等から、

供与された機材は有効に活用されるものと期待される。 

（２）運営・維持管理予算 

学校の運営・維持管理の予算は政府からの通常の支給（Grant）のほか、Free Education（自由な教育）

や Orphaned and Vulnerable Children（孤児と脆弱な子供たち）への支援を名目とする支給もある。建設

対象 3 校の直近の学校予算規模については調査時の聞き取りから以下のようになっている。 

･ Chiwala 校の 2023 年 Q1-3 の収入は 370 千 ZMK、年間では 493 千 ZMK（約 3.6 百万円）

と推定される 

･ Kapiri 校の 2022 年の年間収入は 411 千 ZMK（約 3.0 百万円） 

･ DK 校（1,033 人）、政府支給（Grant）は今期（四半期）220 千 ZMK、年間では 880 千 ZMK
（約 6.5 百万円）と推定される 

各校はこれを原資として、教材の購入、教員研修、電気料金、燃料や清掃備品の購入、建物や家具、

機材の修理などに充てる。教員の給与は政府から直接支払われるが、警備員や清掃スタッフ、庭師な

どの給与もこの学校ごとの予算から支払われる。 

この他に寮生から寮費を徴収しているが、これは一般の学校運営からは切り離されている。また、政権

交代前は父兄からの寄付金もあり不足する分を補っていたが、新政権下では中等教育の無償化の建

前から、全て国が補填する方針となり学校運営を支援する CDF（Constituency Development Fund）が
設立されたものの、現在は移行期のため機能していない。 

大きな修繕については州教育局を通じて公共事業省に申請、採択された場合、資材と労務費が支給

され、学校はこれを使い工事を進める。ただし、時間がかかるため必要なタイミングでの修繕ができず、

独自の対応をする学校もある。 

（３）教員配置計画 

調査対象の STEM 中等学校では、授業時間は 40 分（1 コマ）、おおむね朝 7:30 前後から昼食を挟ん

で、15:20 または 15:50 まで 1 日 10 コマ、月曜から金曜まで週当たり 50 コマが標準とされている。本

プロジェクトでは各校の時間割にもとづいて新規建設規模を決めていることから、プロジェクトの実施

により生徒数が増える、または新たな科目が新設されることはない。対象 10 校の教員あたり生徒数は

15.6 と低水準であることからも、本プロジェクトの実施により新規教員の配置は不要と判断する。 
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（４）維持管理計画 

１）施設 

施設の日常的な維持管理については学校長の指揮の下で教職員、生徒が参加して行う。本計画施

設の維持管理には特別な技術は必要としないが、建物を長期にわたって良好な状態に維持するため

には、日常的な清掃と点検の実施と磨耗･破損･老朽化に対する適切な修繕が必要であり、そのため

の必要最小限の維持管理予算の確保が求められる。 

 定期清掃：校舎は教員の指導の下で生徒による定期清掃を実施する。また管理部門の清掃は清

掃スタッフにより行う。 

 経常的な修繕：定期的な点検と適正な日常管理とがなされれば、竣工後の数年間の補修・修繕

の必要はない。それ以降は塗装部の塗替え（1 回/10 年程度）、建具の点検、調整（1 回/年程度）

等の定期的な補修が必要となる。 

 設備の維持管理：日常点検と、簡易な補修、修理や部品交換等の日常管理を行う体制を整える。 

 外構･植栽の維持管理：排水溝や排水枡の点検と清掃を定期的に行うことが必要である。また、雨

水による地盤侵食等を防止し、構内環境を整えるために、敷地内を適切に植栽し、維持管理する

ことが望ましい。 

２）機材 

機材の維持管理は教員が中心となって行うが、現在は責任者、維持管理と検査方法、検査の間隔を

規定する管理体制とマニュアルが整備されていない。また、各校ともインベントリー（在庫品リスト）は作

成されているものの、学期末の在庫数量の確認のためにしか使われていない。本プロジェクトで供与

される機材を有効に活用するためには、維持管理体制とマニュアルを整備し、この維持管理システム

をインベントリーと紐付けすることが必要である。 
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３-５ プロジェクトの概略事業費 

３-５-１ 協力対象事業の概略事業費 

（１）日本側負担経費 

施工・調達業者契約認証まで非公表 

（２）ザンビア側負担経費 

表 3-16 ザンビア側負担経費 

費目 概算費用 
（千 USD） 

円換算 
（千円） 

銀行取極め・支払い等に係る銀行手数料 3.9 520 
入札公示費用 4.0 533 
既存給水塔、温室、土台の撤去、埋設水道管の移設 2.4 320 
合計 10.3 1.373 

（３）積算条件 

本プロジェクトは日本国政府の無償資金協力の制度に従い実施されるものとする。積算にあたっては

以下のレートで算定した。 

積算時点 ：2023 年 4 月 

為替交換レート ：1 USD=133.41 円、1 USD=19.506 ZMK（ザンビア・クワチャ）、1ZMK =6.839
円 

施工・調達期間 ：工事の期間は実施工程に示したとおり、16 ヶ月を見込む 

※ 円対米ドルについては三菱東京 UFJ 銀行発行の外為 対顧客電信売相場 TTS レートを採用する。対象は（2023
年 3 月末日）を起算日とした過去 3 ヶ月（月単位）の平均レートとする。また ZMK はザンビア中央銀行（TTB レー

ト）から入手し、対米ドル交換レート（TTS）を用いて算出した換算値により設定する。 

３-５-２ 運営･維持管理費 

本プロジェクト施設の運営･維持管理に必要とされる費用についての試算を以下に示す。 

（１）運営費 

以下では、本プロジェクトの実施により増加する分の運営維持費の試算を行う。 

1） 教員人件費 

本プロジェクトでは、既存カリキュラムの実施のため必要な施設・設備、機材を供与するものであり、新

規の教員配置は不要である。 

2） 施設運営費 

①電気料金 
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稼働時間については以下のように設定する。 

 ラボ棟 一日 9 時間、週 5 日間、各学期 14 週、3 学期から 1,890 時間 

 学生寮 平日 8 時間、週末 16 時間、各学期 14 週、3 学期から 3,024 時間 

 学生寮のシーリングファンは就寝時も使うとして、平日 16 時間、週末は 24 時間として 5,376 時間 

以上を踏まえ、以下のような算定条件を設定する 

 照明、シーリングファンは稼働時間のまま、コンセントは ICT 機材については稼働時間に対し使

用率 50%、一般用は 10%を想定する。 

 ラボ棟では、太陽光発電により使用電力の 80%が補完されるとする。 

 2021 年 12 月現在のザンビア国内電気料金 0.854 ZMK/kWh34により計算する。 

上記の算定条件に基づき、各校当たりの電力使用量は次表のとおり試算される。 

表 3-17 電気使用量試算 

    消費電力（kWh） 年間使用料 

    照明 シーリング
ファン コンセント 給水用 

ポンプ 合計 ZMK 千円 

Chiwala 校 ラボ棟 1,164 4,082 20,390 88 25,724 21,968 158 
Kapiri 校 ラボ棟 423 1,210 2,419 25 4,077   0 

  学生寮 9,396 8,387 12,247 335 30,365 29,413 211 
DK 校 ラボ棟 955 3,175 7,031 63 11,224 9,585 69 
合計       60,967 437 

 

②水道料金 

本計画は、給水原は井戸であるため、ポンプに使われる電気料として見込んだ。 

③下水処理料金 

本プロジェクトでは、Chiwala 校と Kapiri 校では浄化池への放流、DK 校では都市下水道への放流を

前提とする。放流前に簡易な腐敗槽処理をするため定期的に清掃が必要となる。2 年に 1 回程度の

頻度で、一回あたり各校約 4 千 ZMK（3.5 万円 35）と試算される。 

④通信費 

対象 10 校のうち 6 校はすでに契約済みであり、未契約の 4 校についてはインターネット接続の計画

はない、あるいはサービスの範囲外のためプロジェクトの実施による増額はない。 

 

 

34 近年電気料金が上がっており予想は困難。また近年にユニットごとの定額制から従量制に変更するとの公示もある。

ここでは従量制を前提に試算した。 
35 移動距離 100km として他国の事例から類推した。 
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（２）施設の維持管理費 

本プロジェクトで整備される施設は定期的に適切なメンテナンスを行えば、竣工後 30 年程度は大規

模な修繕は必要としない。各校のメンテナンススタッフは日常の清掃と点検を行い、少なくとも家具の

補修、設備部品の交換、機材の補修を行う。これまでの同規模類似施設の実例を踏まえ、各部位の

平均的な修繕・維持管理費を次表のとおり設定し、各校の年間維持管理費を算定した。 

表 3-18 年間の施設維持管理費（千円） 
 設備: 設備費 x1.0% 家具: 家具費 x2.0% 合計 

Chiwala 校 217 209 426 
Kapiri 校 285 351 636 

DK 校 149 129 278 
 651 689 1,340 

（３）機材の維持管理費 

本プロジェクトでは、維持費が掛らず保守に専門的技術を必要としない機材選定する方針としている。

ICT ラボ向け機材も基本的には入れ替えであり電気使用量の増加は考えない。また、消耗品類として

は化学実験の試薬 12.5-15 千円/年（化学実験機材の約 0.3%、100～120USD）、また潤滑油などの保

守用材料として 4 千円/年などである。 

（４）運営・維持管理費の集計 

以上から、施設建設対象校と機材供与のみの学校について、本プロジェクトによって増加する運営維

持管理費の試算結果を次表に示す。水光熱費、施設維持管理費も妥当であり、継続的な運営・維持

管理を図る上で支障はないと判断される。 

表 3-19 想定される維持管理費の割合（千円） 
 電気料金 腐敗槽清掃 施設維持費 機材維持費 合計 

Chiwala 校 158 18 426 19 621 
Kapiri 校 211 18 636 16 881 

DK 校 69 18 278 19 384 
その他機材のみ
供与の 7 校 

   17-19 119-133 

 438 54 1,340 71-73 2,005-2,019 
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第４章  プロジェクトの評価 

４-１ 事業実施のための前提条件 

本プロジェクト実施の前提条件としてザンビア側が取り組むべき事項は以下のとおりである。 

（１）ザンビア側負担事項の実施 

本プロジェクトの実施にあたっては、施設建設の障害となる既存給水塔やタンク、コンクリート土台の撤

去や温室や埋設水道管の移設等のザンビア側負担事項が、入札公示前までに確実に実施されること

が必要である。 

（２）免税措置の実施 

本プロジェクトは日本の無償資金協力による実施を想定しており、 E/N および G/A に基づき、事業

実施に係る物品および役務の調達に対する関税、付加価値税等を含む内国税等は免除される必要

がある。事業実施段階では MoE は関係機関と連携し、必要な免税措置を取らなければならない。 

 

４-２ プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

プロジェクトの効果が発現・持続するためにザンビア側が取り組むべき事項は以下のとおりである。 

（１）遠隔研修を実施するための他機関との連携 

本プロジェクトの実施にあたっては、NSC に導入される資機材を今後のオンライン教育に生かしていく

ことが求められている。NSC と DODE の連携によるオンライン教材の開発に向けて、両機関の連携を

促進することが求められている。 

（２）STEM 教育の浸透に向けての継続的な現職教員研修と予算の確保 

STEM教育の試験導入では、施設・機材整備とともに教員養成の必要性も改めて認識された。今回対

象となる 10 校のうち 9 校では、STEM 教育の研修を受講した教員の割合が 65%と他と比べて高い割

合となっているが、教員の異動や退職もあるため、継続した教員研修が必要とされる。また、本プロジ

ェクトの対象 10 校がモデル校として各州の STEM 校を推進する役割を担っていく狙いから、NSC の

研修予算や研究開発予算が今後も確保されることが求められる。 

（３）適切な運営・維持管理の実施 

対象校において運営・維持管理に必要な予算が継続的に確保され、施設・機材が適切に運営・維持

管理されることが求められる。 
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４-３ 外部条件 

（１）ザンビアの教育政策および実施機関の位置づけに変更がないこと 

ザンビア政府は上位計画の中で人材育成の視点から STEM 教育を位置づけ、また STEM 教育を推

進する機関としてNSCを位置づけている。本プロジェクトの効果を発現・持続するために、同国の教育

政策上、STEM 教育の位置づけ、NSC の機能・役割に変更がなく、STEM 教育が引き続き推進される

ことが求められる。 

（２）経済状況が安定し、燃料や資機材の安定的供給 

コロナ禍、ロシアのウクライナ侵攻の影響により世界規模で経済が不安定な状況を迎えており、物価の

上昇は容易に予測できない。予想を超える物価上昇や現地通貨に対する円安傾向がある場合、コン

ポーネントの削減を含めた事業費の見直しが必要となる。また燃料費の高騰のみならず、資機材の不

足が起こると建設実施が困難となるため、経済状況の安定が求められる。 

（３）パンデミックによる社会活動の制限がないこと 

2020 年初頭より世界的に猛威を振るったコロナ禍により、空港閉鎖やロックダウンが余儀なくされ経済

や人々の生活に大きな与影響を与えている。本プロジェクトの効果が発現し、持続するためには、新

たなパンデミックが発生しないことが要件となる。 

（４）治安状況の安定 

ザンビアでは 1964 年の独立以降、国内 73 の民族を束ねるという困難に直面しつつ、対内的な平和と

国家としての一体性を維持してきたものの、民族・地域間の絶妙な政治的バランスが常に求められる。

また、ザンビアはアフリカ大陸の南部に位置し、8 か国と国境を接する内陸国であり、コンゴ民主共和

国との国境付近では、同国から越境してきた難民・不法移民等が国境周辺地域で窃盗・強盗を行うな

ど、治安の悪化も懸念される。安定した工事の進捗と本プロジェクトで整備された施設が効果的に運

営されるためには、治安状況の安定が望まれる。 

 

４-４ プロジェクトの評価 

４-４-１ 妥当性 

（１）プロジェクトの裨益対象 

本プロジェクトの直接の裨益対象は計画対象校に就学する生徒および教員であるが、卒業生がザン

ビアの産業界を担う人材として活躍することで国民に広く裨益し、また STEM 中等教育の浸透、包摂

的な質の高い教育によりザンビアの人的資本の増強に寄与するものである。 

（２）上位計画との整合性 

前述のとおり、ザンビアでは 8NDP で、経済改革のための人材育成という視点から STEM 教育につい

て言及されており、また 2021 年以降、ハカインデ・ヒチレマ大統領の公約のもとに中等教育の無償化

が進められ、中等レベルの生徒数が増加し中等学校の整備は喫緊の課題となっている。国家教育政

策でも STEM 教育について言及があり、ジェンダーについても触れられている。本プロジェクトでの中
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等学校の STEM 教育の支援、特に国立女子 STEM 中等学校を含む支援はザンビアの教育分野の

上位計画に整合している。 

（３）我が国の援助政策・方針との整合性 

ザンビアに対しては、国別開発協力方針（2018 年 6 月）で「経済活動を支えるインフラ整備・社会サー

ビス（教育・人材育成）の向上」を重点分野としており、TICAD8 チュニス宣言において持続可能な経

済成長と発展のための構造転換の実現の一つの要素として産業人材育成を強調している点とも整合

する。本プロジェクトはザンビアの STEM 教育の支援を目的として実施するものであり、教育を通して

ザンビアの基礎的人材育成、雇用促進や国の経済発展に寄与することから、我が国の援助政策・方

針と整合する。また、JICA グローバル・アジェンダの「8．教育」では、「誰ひとり取り残さない教育改善

クラスター」を設定し、あらゆる子どもの質の高い教育へのアクセスの拡大を目指す。本プロジェクトは、

施設の拡充等により質の高い公教育へ包摂することを目指すものであり、同戦略にも合致する。 

４-４-２ 有効性 

（１）定量的効果 

本プロジェクトの実施による定量的効果は次表のとおり想定される。 

表 4-1 期待される定量的効果 

指標名 基準値 
（2022 年実績） 

目標値（2029 年） 
【事業完成 3 年後】 

本プロジェクトが施設整備を支援する STEM 校にお
いて当該施設を利用する生徒の総数（人／年） 0 2,330 人 （対象 3 校の

現在の生徒数） 
本プロジェクトが機材整備のみを支援する STEM 校
において機材を利用する生徒の総数（人／年） 0 7,455 人 （対象 7 校の

現在の生徒数） 
本プロジェクトが  NSC に提供する機材を通じて 
STEM 教育研修を受ける教員数（人／年） 0 3,000 人 

（２）定性的効果 

本プロジェクトの実施による定性的効果は以下のとおり想定される。 

 STEM 中等学校での授業の質の向上 

 生徒の学習効果の向上 

 女子就学環境の改善 

以上の内容により、本プロジェクトの妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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1 調査団員・氏名 

現地調査 I 

 氏名 担当 所属 

1 
松崎 瑞樹 総括 

国際協力機構 人間開発部 

基礎教育グループ 基礎教育第 2 課 

2 
富松 愛加  協力企画 1 

国際協力機構 人間開発部 

基礎教育グループ 基礎教育第 2 課 

3 
泉川 みなみ 協力企画 2 

国際協力機構 人間開発部 

基礎教育グループ 基礎教育第 2 課 

4 川添 健治 業務主任/建築計画 （株）マツダコンサルタンツ 

5 土屋 達嗣 副業務主任/施工計画/積算 （株）マツダコンサルタンツ 

6 兵藤 要 建築設計/環境社会配慮 （株）マツダコンサルタンツ 

7 山内 伯文 調達計画/機材計画 インテムコンサルティング（株）  

8 田中 真奈 教育計画/ジェンダー インテムコンサルティング（株） 

9 八巻 優磨 自然条件調査 （株）マツダコンサルタンツ 

10 Mr. Amos 

MUCHANGA 
事前調査（自社負担） （株）マツダコンサルタンツ 

 

現地調査 II（概略設計概要説明調査） 

 氏名 担当 所属 

1 
松崎 瑞樹 総括 

国際協力機構 人間開発部 

基礎教育グループ 基礎教育第 2 課 

2 
村上 啓子  協力企画 

国際協力機構 人間開発部 

基礎教育グループ 基礎教育第 2 課 

3 川添 健治 業務主任/建築計画 （株）マツダコンサルタンツ 

4 新海 康晴 設備計画 （株）マツダコンサルタンツ 
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2 調査行程 

現地調査 I 

  

官団員
a. PM/建
築計画

b. 建築設
計/環境
社会配慮

d. 調達計
画/機材
計画

e. 教育計
画/ジェン
ダー

c. 副PM/
施工計画
/積算

f. 自然条
件調査

g. サイト調査
（自社補強）

現地コンサルタ
ント

10 42 42 42 42 42 42

4月10日 日 MPM-LUN

4月11日 月

4月12日 火 建設候補の4州での調査

4月13日 水 機材候補の6州での調査

4月14日 木

4月15日 金 ←Easter NSC=National Science Center

4月16日 土 MoE=Ministry of Education

4月17日 日 PEO=Provincial Educational Officer

4月18日 月 Bold school names means site survey.

4月19日 火 TN=Technical Note

4月20日 水

4月21日 木

4月22日 金

4月23日 土

1 4月24日 日 EK319 TYO-DXB 22:30-04:50+

2 4月25日 月 EK713 DXB-LUN 09:25-14:35 meeting

3 4月26日 火 JICA, NSC協議 各担当分の技術調査

4 4月27日 水 NSC協議

5 4月28日 木 data analysis

6 4月29日 金 サイト調査準備 各担当分の技術調査 ←a

7 4月30日 土 data analysis

8 5月1日 日

9 5月2日 月 Lusaka-Serenge

10 5月3日 火 Lusaka-Choma, PEO, Choma-Livingston 業者ヒアリング Serenge-Mansa

11 5月4日 水 Hillcrest PEO, Musonda

12 5月5日 木 Livingston-Choma, PEO, Choma-Lusaka Mansa-Kasama

13 5月6日 金 PEO, David Kaunda PEO, Mungwi

14 5月7日 土 Kasama-Nakonde-Chinsali

15 5月8日 日 Lusaka-Ndola Documentation

16 5月9日 月 PEO, Chiwala PEO, Kenneth Kaunda

17 5月10日 火 Ndola-Kapiri, Kapiri, Kapiri-Kabwe, PEO Chinsali-Serenge

18 5月11日 水 Kabwe-Lusaka Serenge-Solwezi

19 5月12日 木 PEO, Solwezi

20 5月13日 金 Solwezi-Lusaka

21 5月14日 土 Lusaka-Chipata

22 5月15日 日 Documentation

23 5月16日 月 discussion NSC 調査準備 PEO, Chizongwe

24 5月17日 火 NSC協議 Lusaka-Ndola Chipata-Lusaka

25 5月18日 水 NSC協議 Chiwala Lusaka-Mongu

26 5月19日 木 David Kaunda Ndola-Kapiri, Kapiri, Kapiri-KabwePEO, Kambule

27 5月20日 金 ミニッツ署名 Kabwe-Lusaka Mongu-Lusaka

28 5月21日 土 data analysis

29 5月22日 日

30 5月23日 月 報告書

31 5月24日 火

32 5月25日 水

33 5月26日 木

34 5月27日 金

35 5月28日 土

36 5月29日 日 LUN-MPM

37 5月30日 月 NSC協議

38 5月31日 火

39 6月1日 水

40 6月2日 木 NSC協議、TN署名、EK714 LUN-DXB 21:35-06:30+

41 6月3日 金

42 6月4日 土 EK318 DXB-TYO 02:40-17:35

再委託関
係TN作成 各担当分の技術調査

事前協議、補足
調査

各担当分の技術調査

データ分

析、報告

書作成

各担当分の技術調査 再委託関係、サイト調査管
理

←African

Freedom

Day

各担当分の技術調査 再委託関係、サイト調査管
理

教育省、NSC事

前協議

←Kenneth

Kaunda

Birthday

←Labour

Day

業者ヒアリング

データ分
析、報告
書作成

各担当分の技術調査
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現地調査 II 

 

  

官団員 a. PM/建築計画 b. 設備計画

8 15 11

1 7月23日 日 EK313 HND-DXB

EK713 DXB-LUN

2 7月24日 月 NSC協議

P00306 LUN-NLA

3 7月25日 火 CH校調査

4 7月26日 水 KP校調査

5 7月27日 木 KBW-LUN

6 7月28日 金 DK校調査

7 7月29日 土 資料整理

8 7月30日 日 HND-LUN

団内打合せ

9 7月31日 月 NSC協議 建材調査

P00306 LUN-NLA

10 8月1日 火 CH校視察

KP校視察 EK714 LUN-DXB

11 8月2日 水 大臣の面談、NSC協議 LUN-HND

団内打合せ

12 8月3日 木 MoE(ZEPIU)協議

NSCミニッツ署名

13 8月4日 金 JICA事務所

大使館報告

14 8月5日 土 資料整理

EK714 LUN-DXB

15 8月6日 日 EK312 DXB-HND

HND=羽田

LUN=ルサカ

NLA=ヌドラ
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3 関係者（面会者）リスト 

Organization Title Name 

Ministry of Education/ 教育省 

 Minister of Education Mr. Douglas Syakalima 

 
Permanent Secretary – Technical 
Service, 次官 - 技術サービス担
当 

Mr. Joel Kamoko 

Department of Secondary 
Education/中等教育局 

Director,局長 Ms. Yvonne M. Chuulu 

Department of Infrastructure/イン
フラストラクチャー局 

Director,局長 Mr. Nathan B. Mulenga 

Department of Infrastructure/イン
フラストラクチャー局 

Zambia Education Project 
Implementation Unit (ZEPIU), 
Architect/ プロジェクト実施ユニ
ット 

Mr. Habbati L. M 

Department of Infrastructure/イン
フラストラクチャー局 

ZEPIU, Quantity Surveyor/ プロジ
ェクト実施ユニット 

Mr. Teddy Sinkolongo 

Ministry of Education Procurement 
Service Unit (MEPSU)/ 教育省調達
供給ユニット 

Directo, 局長 Mr. Tenara Banda 

Department of Planning and 
Information/ 計画情報局 

Acting Director/ 局長代行 Mr. William Nyundu 

Directorate of Open and Distance 
Education (DODE)/ 公開・遠隔教
育局 

Director/局長 Dr. Beatrice Machaka 

DODE/Education Broadcasting 
Service 

Assistant Director/副局長 
Mr. Yotham Mutgepuka 

DODE/Education Broadcasting 
Service 

Executive Controller, Radio/経理部
長 

Ms. Liladys Sakala 

DODE Staff/職員 Ms. Ing’utu Kalumiana 

DODE Planning Officer/企画担当 Ms. Jacqueline Mukuka 

DODE Principle Planning/主幹企画 Mr. Millan Matatula Gondwe 

National Science Center (NSC)/ 国立科学センター 

NSC Director/局長 Dr. Benson Banda 

NSC 
Assistant Director -Training & 
Curriculum Support 副局長 
-訓練・カリキュラム担当 

Mr. Sidney Nalube 

NSC 
Assistant Director Research & 
Innovation/副局長 研究・技術開
発担当 

Mr. George Chileya 

NSC 
Senior Education Officer/上級教育
担当 

Mr. Mateke Vimbi 

NSC Training officer/研修担当 Ms. Patricia Katanga 

NSC 
Acting Senior Training Officer 
Technology/上級研修オフィサー
代理 技術担当 

Ms. Purity Sibote 

NSC 
Acting Training Officer- 
Mathematics/訓練オフィサー代理
-数学 

Mr. Mweebo Shife 
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Organization Title Name 

NSC 

Senior Education Officer – Program 
& Coordination/上級教育オフィサ
ー-プログラム＆コーディネーシ
ョン 

Ms. Bessie Tembo 

NSC 
Training Officer – Biology/訓練オフ
ィサー 生物学 

Ms. Esther G Kazeze 

NSC 
Senior Training Officer – Biology 
Science Education/シニア訓練オフ
ィサー 生物科学担当 

Ms. Namayanga Clara K. 

NSC Training officer/研修オフィサー Ms. Sakala Chipo 

NSC Program Consul/計画執政官 Mr. Edward Tindi 

NSC 
Senior Engineers Technical Science 
Officer/上級技術者 技術科学担当 

Mr. Moonga Anecetus 

NSC 
Senior education standard Officer - 
Natural Science/上級教育基準担当 
科学 

Mr. Kakumbi Bernard 

NSC 
Acting Principal Information 
Communication Technology Officer/
主席情報通信技術者代理 

Ms. Christina Kafulo 

NSC Ag. SEO Mr. Siakatila R. 

 

Zambia Environmental Management Agency (ZEMA)/ ザンビア環境管理庁 

ZEMA Inspector, Inspectorate/監査人 Mr. Rodgers Lungu 

Zambia Public Procurement Agency (ZPPA)/ ザンビア公共調達局 

ZPPA 
Advising service Manager/サービス
マネージャー 

Ms. Beenzu Chilukutu 

Provincial Education Standard Officer (PEO)/ 州教育局 

PEO/Lusaka 
Provincial Education Standard 
Officer/州教育基準担当官 

Mr. Mutimoshi Loueness 

PEO/Central 
Acting Provincial Education Officer/
州教育担当官代理 

Ms. Hamududu Mambe M 

PEO/Central Statistician/統計官 Mr. Reynold Chola 

PEO/Central 
Senior Human Resource 
Management Officer/上級人事管
理 

Ms. Muleya Lweendo 

PEO/Central Senior Building Officer/上級建築官 Mr. Charles M. Nsompa 

PEO/Copperbelt 
Acting Provincial Education 
Standard Officer/州教育基準担当
官代理 

Mr. Patrick Kaonga 

PEO/Copperbelt 
Senior Education Standard Officer 
Natural Science/上級教育水準担当
官 科学 

Mr. Chanda Virginia 

PEO/Choma Senior Planner/上級計画官 Mr. Terrence Musogole 

PEO/Eastern 
Provincial Education Standard 
Officer/州教育基準担当官 

Mr. Brainley Malambo 

PEO/Muchinga 
Provincial Education Standard 
Officer/州教育基準担当官 

Mr. Felix Ngoma 

PEO/Northern 
Provincial Education Standard 
Officer/州教育基準担当官 

Mr. Mulambwa Nawa 
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Organization Title Name 

PEO/Luapura 
Provincial Education Standard 
Officer/州教育基準担当官 

Mr. Fredrick Munkinyi 

PEO/Northern Western 
Provincial Education Standard 
Officer/州教育基準担当官 

Mr. Jennipher Chishimba Banda 

PEO/Western 
Provincial Education Standard 
Officer/州教育基準担当官 

Ms. Grace Sinkolongo 

PEO/Southern  Mr. Gambwe 

Donor-related/ ドナー関連 

UNICEF Chief of Education/教育担当課長 Ms. Hideko Miyagawa 

UNICEF Education/JPO/教育 Ms. Alisa Oba 

The World Bank Health Specialist/保健専門家 Ms. Aya Kagota 

The World Bank Economist/経済専門家 Mr. Mupuwaliywa 

The World Bank Senior Education Specialist/上級教
育専門家 

Mr. Girma Woldestadik 

UNESCO Team Leader/チームリーダー Mr. Remmy Mukonta 

UNESCO Project Assistant/プロジェクト補
佐 

Mr. Lewis Mbinza 

UNESCO Program Coordinator/プログラム
コーディネーター 

Mr. Amos Sikayile 

USAID Zambia Senior Education Cooperation 
Advisor/上級教育協力アドバイザ
ー 

Ms. Yvonne Naluvwi 

USAID Zambia Education Office Director/教育室長 Ms. Sara Crites 

J.C. Flowers Foundation Executive Director/ザンビア所長 Ms. Rebeca Vander Meulen 

Crowdsource Creators 
Research and Communication 
Officer/リサーチ＆コミュニケー
ション担当 

Ms. Jasmine Thomas 

Embassy of Ireland, Zambia 

Program Manager, Education, 
Skills& Gender/プログラムマネー
ジャー、教育、スキル、ジェン
ダー 

Ms. Miyanda Kwambwa 

ZANEC Executive Director/ザンビア所長 Mr. George Hamusunga 

Teaching Service Commission 

Teaching Service Commission Chairperson/会長 Mrs. Daphne Nawa Chimuka 

Teacher Education and Specialized Services 

Teacher Education and Specialized 
Services 

Director/取締役 Mr. Ngosa Kotati 

National Council for Construction (NCC)/ 国家建設協議会 

NCC 
Registration contractor officer/登録
契約者担当 

Mr. Moses Daka 

Fire Brigade, Engineering Service Department, Lusaka City Council (LCC)/ ルサカ市消防局 

LCC 
Deputy Chief Fire Officer/消防本部
副本部長 

Mr. Robert Banda 

University of Zambia/ ザンビア大学 

The University of Zambia School of 
Education 

Dean/学部長 
Dr. Bentry Nkhata 
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Organization Title Name 

The University of Zambia School of 
Education 

Head of Mathematics and Science 
Education Department/数学・科学
教育学科長 

Dr. Patricia Phiri Nalube 

David Kaunda National Technical High School 

 Head Teacher/校長 Ms. Maureen Mwape Tonga 

 Deputy Head Teacher/副校長 Mr. Mwewa Rogers 

 HOD Natural Science/科学学科長 Mr. Misheck Phin 

 HOD Mathematics/数学学科長 Mr. Gabriel Mwanza 

 HOD Human Resource/人事部部長 Mr. Edwin Chungu 

 HOD Practical Subject/実習学科長 Ms. Songa 

 Staff Supervisor/職員統括 Mr. Clifford M Chikoloma 

 Science Teacher/理科教員 Ms. Mary Musole 

Chiwala boys STEM Secondary School 

Education board, district Masaiti Secretary of board /事務局長 Mr. Kuda Sammuel S. 

 Head Teacher/校長 Mr. Chipasha Chileshe 

 Deputy Head Teacher/副校長 Mr. Chibwe Enock 

 Acting HOD, Mathematics & 
Computer/数学学科長代理 

Ms. Chisanga Mulenga Patience 

 Acting HOD Tech./ 技術学科長代
理 

Mr. Soko Gelshom 

 
Teacher (Design and Technology)/
教員(設計・技術) 

Ms. Mabyaki Esnart 

 HOD/学科長代理 Mr. Hamooga Lasso  

 Acting HOD/学科長代理 Ms. Phili Bridget 

 H/ HOS ICT Mr. Chabala Peter 

 H/ HOS Natural Science Mr. Kabesha Davies 

 Teacher/教師 Ms. Nyangu Broyda 

 Teacher/教師 Mr. Ntembula Boyd 

 Teacher/教師 Ms. Kapotolo Nandi 

 Teacher/教師 Mr. Chilufya Samuel 

 Teacher/教師 Mr. Miti Kambani 

 Teacher/教師 Ms. Clara Mwango 

 Teacher/教師 Ms. Tembo Vainess 

 Teacher/教師 Mr. Sikombe Changala 

 Teacher/教師 Mr. Chendaeka Aaron 

 Teacher/教師 Mr. Phiri Kayola Moses 

 Teacher/教師 Mr. Siawe Davisoil 

 Teacher/教師 Mr. Kayunga Isaac 

 Teacher/教師 Mr. Kasakula Mwewa 

 Subject Teacher/教科担当教員 Mr. Lombe Florence 

 Guidance Teacher/指導教員 Mr. Chonga Lubona 

Kapiri Girls National Technical Secondary School 

 Head Teacher/校長 Ms. Masguswi Victoria 

 Acting Head Teacher/校長代理 Mr. Mwabe Chrispin 

 Acting HOD, ICT/学科長代理 Mr. Mumba Innocent 
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Organization Title Name 

 HOD, Practical Subject/実習学科長 Mr. Matimba Peter 

 Acting HOD, Practical Subject/実習
学科長 

Mr. Kautineu Daniel 

 School Statistician/学校統計担当 Mr. Muchele Pride 

 Acting HOD/学科長代理 Mr. Mukutina Robbie 

 HOD guidance & consulting/ガイダ
ンス・相談担当 

Ms. Chandiwich Annie 

 Teacher/教師 Mr. Kalilila Simasiku 

 Teacher/教師 Mr. Kwando Timothy 

 Teacher/教師 Mr. Mutamba Kabbenge 

 Teacher/教師 Mr. Bowa Kennedy 

 Teacher/教師 Mr. Lungu Benjamin 

 Teacher/教師 Mr. Mupela Kebby 

 Teacher/教師 Mr. Luo Staslous 

 Teacher/教師 Mr. Chipesha Derrick 

 Teacher/教師 Ms. Kusda Lita 

 Teacher/教師 Mr. Kayawe Kahilu 

 Teacher/教師 Ms. Reginah Ngambo 

Hillcrest Boys National STEM Secondary School 

 Deputy Head Teacher/副校長 Mr. Miyoba Njomona 

 Acting HOD Practical subject/実習
学科長代理 

Mr. Hansuna Junza 

 HOD, Mathematics/数学学科長 Mr. Ntukumina Patrick 

 HOD, Science/科学学科長 Mr. Mulenga Charles 

民間企業 

Velos Enterprises Ltd Managing Director/専務 Mr. Nick Frangeskides 

Velos Enterprises Ltd Commercial Manager/営業部長 Mr. Andrew Frangeskides 

Juke Construction Limited CEO/最高経営責任者 Mr. Betsy Mukena 

Astro Works Ltd 
Senior Project Manager/上級プロ
ジェクトマネージャー 

Mr. Jonathan Mwenda 

Astro Works Ltd Chief Operation Officer/業務部長 Mr. Krishnan Jagadheeswaran 

Camland Construction Limited 
Director-Group HR & 
Administration/取締役グループ人
事・総務担当 

Mr. George M. Mulenga 

Camland Construction Limited 
Marketing Manager/マーケティン
グ部長 

Mr. MuzondiKamanga 

Camland Construction Limited Deputy General Manager/副本部長 Mr. Yu Rangdong 

BSBK LIMITED 
Project Manager/プロジェクトマ
ネージャー 

Mr. Siraj Basu 

Millers Construction Ltd 
CEO/Managing Director/最高経営
責任者/専務 

Mr. S. Chandrasekaran 

Millers Construction Ltd Operations Manager/業務部長 Mr. R. Satheesh Kumar 

Stefanutti Stocks Construction 
Limited 

Director/取締役 Mr. Watson Ng'ambi 

SALTECH ENTERPRISES  Mr. Vifrnon Vahtakis 

Estim Construction Zambia Limited Operations Manager/業務部長 Mr. Vikas Agrawal 
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Organization Title Name 

TOMORROW INVESTMENTS Commercial Manager/営業部長 Ms. Chama Chanshi 

TOMORROW INVESTMENTS Managing Director/専務 Mr. Trinity Dhanda 

KOKEB ENTERPRISES LIMITED Managing Director/専務 Mr. Robert van Rensburg 

BCHOD Partner/役員 Mr. Moses Nkhata 

BCHOD Associate Partner/副部長 Mr. Tresphor Musonda 

Design Links Managing Director/専務 Mr. Moses Chulu 

Embassy of Japan in Zambia/ 在ザンビア日本国大使館 

 Ambassador/特命全権大使 
Mr. Ryuta Mizuuchi 
水内 龍太 

 First Secretary/一等書記官 
Mr. Makoto Tomita  
富田 真 

 Second Secretary/二等書記官 
Mr. Takashi Mori 
森 高志 

JICA Zambia Office/ JICAザンビア事務所 

 Chief Representative/所長 
Mr. Norihito Yonebayashi  
米林 徳人 

 Senior Representative/次長 
Mr. Motohiro Matsumura  
松村 元博 

 Representative/所員 
Mr. Kenta Mikami  
三上 賢太 

 Representative/所員 
Mr. Shin-ichiro Futami  
二見 伸一郎 

 Program Officer Mr. Nyambe Nambayo 
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4 討議議事録（M/D） 

4-1 現地調査 I 
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4-2 現地調査 II 
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4-3 テクニカルノート（現地調査 I） 
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5 参考資料／入手資料リスト 

番号 資料名 形態 発行年 発行機関 

1 A Set of Drawings of a Standard Primary School 

Design 

電子ﾃﾞｰﾀ 2001 年 Ministry of Education 

2 A Set of Drawings of a Standard Secondary School 

Design 

電子ﾃﾞｰﾀ 2003~ 

2011 年 

Ministry of Education 

3 A Set of Drawings of a Double Storey Science 

Laboratory Block for National Science Centre 

電子ﾃﾞｰﾀ 2014 年 Ministry of Education 

4  Bills of Quantities for The Construction of an 

Administration Block at National Science Centre 

印刷物 2014 年 Ministry of Education 

5 Bills of Quantities for The Construction of a Double 

Storey Science Laboratory Block for National 

Science Centre 

電子ﾃﾞｰﾀ 2015 年 Ministry of General Education 

6 Bills of Quantities for The Construction of External 

Works for a Double Storey Science Laboratory 

Block for National Science Centre 

電子ﾃﾞｰﾀ 2016 年 Ministry of General Education 

7 Contract Document for the Construction of Two 

Double Storey Science Laboratory Blocks and 

Lecture Rooms for National Science Centre 

印刷物 2017 年 Ministry of General Education 

8 Bills of Quantities for Tender Document for 

Construction of Boarding Secondary School 

印刷物 記載な
し 

Ministry of Education 

9 The Land and Deeds Registry Act 電子ﾃﾞｰﾀ 2010 年 National Assembly of Zambia  

10 The Public Health Act 電子ﾃﾞｰﾀ 2006 年 National Assembly of Zambia 

11 The Urban and Regional Planning Act 電子ﾃﾞｰﾀ 2015 年 National Assembly of Zambia 

12 The Standard Act 電子ﾃﾞｰﾀ 2017 年 National Assembly of Zambia 

13 The Occupational Health and Safety Act 電子ﾃﾞｰﾀ 2010 年 National Assembly of Zambia 

14 Environmental Management Act  電子ﾃﾞｰﾀ 2011 年 National Assembly of Zambia 

15 Land Survey Act 電子ﾃﾞｰﾀ 2021 年 National Assembly of Zambia 

16 Public Procurement Act 電子ﾃﾞｰﾀ 2020 年 National Assembly of Zambia 

17 The Environmental Management Act, 2011 電子ﾃﾞｰﾀ 2011 年 National Assembly of Zambia 

18 The Environment Management (Licensing) 

Regulations 

電子ﾃﾞｰﾀ 2013 年 National Assembly of Zambia 

19 The Environmental Protection and Pollution Control 

Act 

電子ﾃﾞｰﾀ 1990 年 FAOLEX Database 

20 The Energy Regulation Act, 2019 電子ﾃﾞｰﾀ 2019 年 National Assembly of Zambia 

21 The Water Supply and Sanitation Act 電子ﾃﾞｰﾀ 1997 年 National Assembly of Zambia 

22 The Water Resources Management Act 電子ﾃﾞｰﾀ 2011 年 National Assembly of Zambia 

23 The Solid Waste Regulation and Management Act 電子ﾃﾞｰﾀ 2018 年 National Assembly of Zambia 

24 WDPA_sources_Jun2022 電子ﾃﾞｰﾀ 2022 年 World Database on Protected 

Areas (WDPA) 

25 BirdLife International (2022) Country profile: 

Zambia 

電子ﾃﾞｰﾀ 2022 年 BirdLife International 

26 IBA_map 電子ﾃﾞｰﾀ 2022 年 BirdLife International 



A87 

 

番号 資料名 形態 発行年 発行機関 

27 KBA_map 電子ﾃﾞｰﾀ 2022 年 Key Biodiversity Areas 

28 Company Profile 電子ﾃﾞｰﾀ 2022 年 B.S.B.K Ltd 

29 Company Profile 電子ﾃﾞｰﾀ 2022 年 Cargo Mover Transport 

30 Scientific products catalogues 電子ﾃﾞｰﾀ 2021 年 DIDAC Scientific UK Catalog 

31 Scientific products catalogues 電子ﾃﾞｰﾀ 2021 年 Jain Laboratories Catalog 

32 Scientific products catalogues 電子ﾃﾞｰﾀ 2021 年 Chembiz Catalog 

33 Scientific products catalogues 電子ﾃﾞｰﾀ 2021 年 Rutland Catalog 

34 Compliance Certificate to Hazel Daniel International 

Limited 
電子ﾃﾞｰﾀ 2022 年 

National Pension Scheme 

Authority 

35 Certificate of Incorporation Company Limited by 

Shares 
電子ﾃﾞｰﾀ 1997 年 

Patents & Companies 

Registration Agency 

36 Presentation on STEM Education Vision 電子ﾃﾞｰﾀ 2022 年 Ministry of Education 

37 Hillcrest equipment inventory list 
電子ﾃﾞｰﾀ 2022 年 

Hillcrest Boys National STEM 

Secondary School 

38 Assessment of STEM Education Implementation in 

STEM Secondary Schools 

電子ﾃﾞｰﾀ 2020 年 National Science Centre, 

Ministry of General Education 

39 Guidelines for Assessing STEM Education in 

Zambia 

電子ﾃﾞｰﾀ 2020 年 National Science Centre, 

Ministry of General Education 

40 Education and Skills Sector Plan 2017-2021 電子ﾃﾞｰﾀ 2017 年 The Ministry of General 

Education and The Ministry of 

Higher Education 

41 Education Statistics BULLETIN 2020 電子ﾃﾞｰﾀ 2022 年 Education Statistical Bulletin, 

Ministry of Education） 

42 Eighth National Development Plan 2022-2026 電子ﾃﾞｰﾀ 2022 年 Ministry of Finance and 

National Planning（2022） 

43 Education Sector National Implementation plan 

2011-2015 

電子ﾃﾞｰﾀ 2011 年 Ministry of Education, Science, 

Vocational Training and Early 

Education 

44 Education and Skills Sector Plan 2017-2021 電子ﾃﾞｰﾀ 2017 年 Ministry of General Education 

and Ministry of Higher 

Education 

45 Vision 2030 電子ﾃﾞｰﾀ 2006 年 Government of Zambia 

46 The adverse impact of covid -19 pandemic on the 

Education system in Zambia 

電子ﾃﾞｰﾀ 2021 年 Global Scientific Journals 

GSJ© 2021 

47 TICAD8 における日本の取組 電子ﾃﾞｰﾀ 2022 年 外務省 

48 An Analysis of the 2022 Education and Skills Sector 

Budget in Zambia 

電子ﾃﾞｰﾀ 2022 年 Zambia National Education 

Coalition 

49 National Budget 2019-2022 電子ﾃﾞｰﾀ 2022 年 Ministry of Finance ad National 

Planning  
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6 その他の資料・情報 

6-1 敷地測量図（現地再委託業務） 

Chiwala 校 
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Kapiri 女子校 
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6-2 地質調査結果抜粋（現地再委託業務） 
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6-3 遠隔地サイト調査報告（現地再委託業務） 
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